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様式１－１－１中期目標管理法人年度評価評価の概要様式 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人労働政策研究・研修機構 
評価対象事業年度 年度評価 令和４年度（第５期） 

中期目標期間 令和４～令和８年度 
 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 厚生労働大臣 
 法人所管部局 政策統括官（総合政策担当） 担当課、責任者  
 評価点検部局  政策統括官（総合政策担当） 担当課、責任者  
主務大臣  
 法人所管部局  担当課、責任者  
 評価点検部局  担当課、責任者  

 
 
３．評価の実施に関する事項 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
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様式１－１－２中期目標管理法人年度評価総合評定様式 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

 （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

     

評定に至った理由  
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価  

全体の評定を行う上で 
特に考慮すべき事項 

 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した 
課題、改善事項 

 

その他改善事項  

主務大臣による改善命令

を検討すべき事項 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見  

その他特記事項  
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１－１－３中期目標管理法人年度評価項目別評定総括表 
中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 
備考 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 

 令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

   令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

  

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  
 

１ 労働政策研究 ○     １－１ 
  業務運営の効率化に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 
     ２－１  

２ 労働事情・労働政策に関す

る情報の収集・整理      １－２ 
  

       

３ 労働政策研究等の成果及び

政策提言の普及 
     １－３ 

  
       

４ 労働行政担当職員その他の

関係者に関する研修 
     １－４ 

  
       

                
        Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
         財務内容の改善に関する事

項 
     ３－１  

                
                
                
                
        Ⅳ．その他の事項  
                 
                
                

 
※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 
※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 
※４ 「項目別調書 No」欄には、４年度の項目別評定調書の項目別調書 Noを記載。 
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１－１－４－１中期目標管理法人年度評価項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 労働政策研究 

業務に関連する政策・施策 ・労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること（Ⅲ－２－１）/・被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること（Ⅲ－３－２）/・

労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図るこ

と（Ⅲ－４－１）/・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支援等を推進すること（Ⅳ－１－１）/・非正規雇用労

働者（短時間労働者・有期契約労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること（Ⅳ－２－１）/・長時間労働の抑制、年次有給休

暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること（Ⅳ－３－１）/・豊かで安定した勤労者生活の実現を図る

こと（Ⅳ－３－２）/・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅳ－４－１）/・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適

正な運営を確保すること（Ⅴ－１－１）/・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅴ－２－１）/・高齢者・障害者・

若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅴ－３－１）/・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅴ－

４－１）/・求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること（Ⅴ－５－１）/・多様な職

業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること（Ⅵ－１－１）/・若年者の雇用を促進すること（基本目標Ⅴ施策目標３－１を

参照）（Ⅵ－２－１）/・若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること（Ⅵ－２－２）/・福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等を

すること（Ⅵ－２－３）/・技能継承・振興のための施策を推進すること（Ⅵ－３－１） 

当該事業実施に

係る根拠（個別

法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第１２条第１号、第３号 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】 
人口減少社会の進行や多様な働き方の拡大、AIや ICTを中心とした技術革新に伴う産業構造の変化など、我が国の労

働市場を取り巻く環境が大きく変化している中で、厚生労働省がこれらの課題に的確に対応した労働政策を適切に企画
立案及び推進していくために、客観的かつ質の高い労働政策研究に基づくエビデンスが重要であるため。 

関連する政策評

価・行政事業レ

ビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 
（参考） 

前中期目標期間 
平均値等 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

指標 
令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

リサーチ・アドバイザー部会等の外部

評価における研究成果の評価（実績） 
外部評価の平均

点 2.0以上 
2.2 2.40 ― ― ― ― 予算額（千円） 688,207     

同上（達成度）  110％ 120.0％ ― ― ― ― 決算額（千円） 687,111     

厚生労働省より「政策貢献が期待でき

る」との評価を受けたプロジェクト研

究サブテーマ（実績） 

テ ー マ 総 数 の

90％以上 
100％ 100.0％ ― ― ― ― 経常費用（千円） 676,315     

同上（達成度）  125％(※1) 111.1％ ― ― ― ― 

経常利益（千円） 1,096     労働政策の企画立案及び実施等へ活用

した研究成果（実績） 
成果総数の 85％

以上 
93.9％ 95.8％ ― ― ― ― 

同上（達成度）  110.5％ 112.7％ ― ― ― ― 独立行政法人の業務
運営に関して国民の
負担に帰せられる行
政コスト（千円） 

679,883     
有識者アンケートによる研究成果につ

いての評価（実績） 
有益度の平均点

2.2以上 
2.44 2.55 ― ― ― ― 

同上（達成度）  122.0％(※2) 115.9％ ― ― ― ― 従事人員数（人） 39     

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                             注３）予算額､決算額は支出額を記載｡人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

（※1）前中期目標期間の達成目標は「テーマ総数の 80％以上」、（※2）前中期目標期間の達成目標は「有益度の平均点 2.0以上」 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 

中期目標 中期計画 令和４年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 
  

 

１ 労働政策研究【重要度：

高】 

（１）労働政策の企画立案

に貢献する研究の重点化 

次に掲げる労働政策研

究については、国の労働

政策決定に貢献するため

に中長期的な視点で体系

的・継続的に研究を行う

からこそ有している高い

専門性や知見を最大限に

活かし、引き続き民間企

業及び大学等の研究機関

においては実施が困難な

研究内容に一層厳選して

実施することで、調査研

究の重複による非効率性

を排除するとともに、厚

生労働省の労働政策の企

画立案及び推進に貢献す

ることができる質の高い

調査研究に一層重点化す

ること。 

また、中長期的な課題

も含め、厚生労働省と連

携して労働政策の動向を

適切に把握し、対応する

とともに、今後、現時点で

は想定していない様々な

政策課題が生じた際にも

適切に対応できるよう、

引き続き労働政策の基礎

となる研究を体系的・継

続的に推進すること。 

 

 

 
 
１ 労働政策研究【重要度：

高】 
（１）労働政策研究の種類 

次に掲げる労働政策研

究について、引き続き民

間企業及び大学等の研究

機関においては実施が困

難な研究内容に一層厳選

し、ＥＢＰＭに基づく労

働政策の企画立案及び推

進に一層貢献する質の高

い調査研究を戦略的に推

進し、高い水準の成果を

出す。 
また、中長期的な課題

も含め、厚生労働省と連

携して労働政策の動向を

適切に把握し、対応する

とともに、今後、現時点で

は想定していない様々な

政策課題が生じた際にも

適切に対応できるよう、

引き続き労働政策の基礎

となる研究を体系的・継

続的に推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 労働政策研究【重要度：

高】 

（１）労働政策研究の種類 

次に掲げる労働政策研

究について、引き続き民

間企業及び大学等の研究

機関においては実施が困

難な研究内容に一層厳選

し、ＥＢＰＭに基づく労

働政策の企画立案及び推

進に一層貢献する質の高

い調査研究を戦略的に推

進し、高い水準の成果を

出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

○民間企業及び大学

等の研究機関で実

施が困難な研究内

容に厳選し、厚生労

働省の企画立案に

貢献する調査研究

を推進しているか。 

○中長期的な課題も

含め、労働政策の動

向を適切に把握し

対応しているか。ま

た労働政策の基礎

となる研究を体系

的・継続的に推進し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な業務績＞ 

 

１ 労働政策研究【重要度：高】 

 

（１）労働政策研究の種類 

○ 研究テーマの厳選、適切なテーマ設定 

機構では、民間企業・大学等の研究機関で実

施が困難な研究内容、かつ中長期的な労働政策

の課題に係わる研究テーマに厳選し、体系的・

継続的に調査研究に取り組んでいる。 

第５期中期目標期間の初年度の令和４年度

は、労使や学識者からの研究要請も踏まえ「多

様化」をキーコンセプトに設定した６つのプロ

ジェクト研究に着手し計画に沿って進めた。 

２０年以上継続実査中の「若者ワークスタイ

ル調査」は、学識者等の要請に基づき「地方版」

を追加的に実施、「第６回子育て世帯全国調査」

は経済学、人口統計学、社会学等を専門とする

内外部研究者の参画を得て設計・実査を行っ

た。さらに、第５期から新設した個人・企業パ

ネル調査の第１回をそれぞれ設計・実施すると

ともに、ＮＨＫやＯＥＣＤからの格差や所得中

間層に関する共同研究等の要請に対応した。 

こうしたプロジェクト研究の推進に加え、厚

生労働省からの要請に基づく課題研究、緊急調

査やレク要請に対応した。特に賃金関連はこれ

までの研究成果や継続的な労使の動向把握の

経験を活かし、厚生労働大臣レク資料の迅速な

作成・提供を行ったほか、コロナ禍における雇

用調整助成金の特例措置に関する研究では、厚

生労働省から提供された行政記録情報を活用

した二次分析を行った。 

なお、組織横断的・期間集中的に取り組んだ

新型コロナプロジェクトの成果としては、ワー

クショップ開催、書籍刊行、共催セミナーの実

施、結果データの公開に向けたアーカイブ化準

備等を実施した。 

 

＜評定＞：Ａ 

＜根拠＞ 

 

 

 

○ 第５期の新たな研究テーマやこれまでの豊

富な研究成果が厚労省の審議会等資料、各種事

業見直し、ハローワーク等労働行政の現場で活

用され、労働政策の企画立案及び施策実施に貢

献するとともに、新しい資本主義実現会議、経

済財政諮問会議等、政府の各種審議会・検討会

でも幅広く活用された。 

○ 職業構造・職務分析に関する研究では、厚生

労働省職業情報提供サイト日本版 O-NET(job 

tag)に職業解説・数値情報、職業適性検査ツー

ル等を継続的に提供し、同サイトの拡充・運営

に欠かせない研究機関として大きな貢献を果

たしている。 

○ 喫緊の政策課題である賃上げに関する最新

情報を厚生労働大臣レク資料や厚生労働省Ｈ

Ｐ特設サイトに迅速に提供するとともに、関連

研究成果は連合でも活用された。 

○ 雇用調整助成金の特例措置に関する研究で

は、二次分析結果が雇用政策研究会で活用され

たほか、経済・財政一体改革推進委員会ＥＢＰ

Ｍアドバイザリーボード「エビデンス整備プラ

ン 2023」に、同措置の政策効果検証を機構に要

請することが明記されるなど、労働政策の研究

機関として大きな役割を期待されている。 

○ 労働安全衛生総合研究所との共同研究に引

き続き取り組むとともに、ＮＨＫとＯＥＣＤか

らの共同研究の要請に迅速かつ的確に対応。さ

らに、小学校のキャリア教育で活用する職業情

報ツールを提供するなど、これまでより幅広く

多方面からのニーズに対応している。 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由

＞ 
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イ プロジェクト研究 

現在、我が国が直面す

る別紙に掲げる中長期的

な労働政策の課題につい

て、長期間にわたるデー

タ等の蓄積を活用した実

態把握や分析等を行い、

政策的インプリケーショ

ン等を、政策担当者をは

じめとした労働政策関係

者に提供することを目的

として実施する労働政策

研究。 

労働市場を取り巻く環

境の変化等も見据えた労

働行政に関する中長期的

な政策の方向性を踏ま

え、以下に掲げる４つの

視点の下で、研究ニーズ

の変化に柔軟に対応しつ

つ、機構内外の幅広い人

材の参加を得て、中期目

標期間を通じて実施する

こと。 

① 働き方の多様化が進

展したことによる影響

を把握する視点 

② 20年先の働き方を見

据え、新しい労働政策

を構築する視点 

③ 労働政策の基礎とな

る研究を体系的・継続

的に推進していく視点 

④ 実施された施策の効

果を検証し、より効果

的かつ効率的な労働政

策のための知見を得る

視点 

また、それぞれのプロ

ジェクト研究に関して、

責任を持って実施する研

イ プロジェクト研究 
中期目標で示された別

紙１に掲げる中長期的な

労働政策の課題に係る労

働政策研究（以下「プロジ

ェクト研究」という。）に

ついて、労働市場を取り

巻く環境の変化等も見据

えた労働行政に関する中

長期的な政策の方向性を

踏まえ、研究ニーズの変

化に柔軟に対応しつつ、

機構内外の幅広い人材の

参加を得て実施する。 
実施に当たっては、責

任を持って実施する研究

部門を設け、これをプロ

ジェクト研究推進の中核

とし、部門横断的な研究

をはじめ、必要に応じて

部門を超えた研究員の参

加などの横断的な実施体

制を組む。 
進捗把握や評価をより

適切に行うため、あらか

じめ具体的な目標及びロ

ードマップを作成すると

ともに、研究テーマごと

にプロジェクトリーダー

を選任して調査研究の進

捗管理を徹底し、ロード

マップの進捗状況、政策

への貢献度等を組織的・

定期的に検証し、より適

切なＰＤＣＡの取組を推

進する。 
なお、プロジェクト研

究は、計画的に実施し、年

度ごとに成果または進捗

状況をとりまとめ公表す

る。 

イ プロジェクト研究 

中期目標で示された中

長期的な労働政策の課題

に係る労働政策研究テー

マに対応して下記のプロ

ジェクト研究を実施す

る。 

Ⅰ．労働市場とセーフテ

ィーネットに関する研

究 

Ⅱ．職業構造・キャリア形

成支援に関する研究 

Ⅲ．技術革新と人材開発

に関する研究 

Ⅳ．多様な人材と活躍に

関する研究 

Ⅴ．多様な働き方と処遇

に関する研究 

Ⅵ．多様な働き方とルー

ルに関する研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ プロジェクト研究 

６つのプロジェクト研究テーマに関し、12の 

サブテーマを設定して調査研究を実施してい

る。（資料１－１参照） 

Ⅰ．労働市場とセーフティーネットに関する研

究 

①労働市場の情勢に関する研究 

○最新の政府公表資料等を活用したレポ

ート等をＨＰで公表 

→DP22-10『コロナ禍・中長期における賃

金の動向と賃金の上方硬直性に係る

論点整理』（6月) 

→緊急コラム「毎勤の賃金上昇を決めて

いるのはベア。定昇ではない～春季賃

上げ率と賃金統計との関係～」(1月) 

○厚生労働大臣レク用資料（「春闘賃上げ   

率と賃金統計」)の提供にあたり、職業安

定局長等に事前説明・意見交換（10月 28

日） 

○賃金上昇と生産性の関係に関する国際

比較のグラフが参議院予算委員会で活

用。 

○労働力需給推計に関する研究成果が各

種審議会等で活用（内閣官房全世代型社

会保障構築会議・新しい資本主義実現会

議、経済産業省 未来人材会議、内閣府年

次経済財政報告等） 

  ②企業の人材戦略の変化とその影響に関す

る研究 

○企業パネル調査「人への投資と企業戦略

に関するパネル調査」（第１回）を実施 

③格差・ウェルビーイング・セーフティネッ

ト・労働環境に関する研究 

○個人パネル調査「仕事と生活、健康に関

する調査」プロジェクトに労働安全衛生

総合研究所から 5名の研究者が参加 

○ＮＨＫとの共同調査「暮らしと意識に関

する調査」 

→記者発表（9月 16日） 

→ＮＨＫスペシャル放映（9月 18日、25

日） 

 

 

 

 

＜労働市場とセーフティーネットに関する研究＞ 

○ 喫緊の重要政策課題について、長年の研究蓄 

 積や労使の動向、春闘に関する継続的な実態把

握に基づき、的確な資料を迅速に提供し、厚生

労働省をはじめ政府の各種会議や労働組合、経

済団体等多方面での直接的な活用や議論の活

性化に資する貢献を果たした。 

【活用例等】 

・厚生労働大臣レク資料の提供後、大臣をはじ

め厚労省幹部からベアの重要性等の理解促

進に大変役立ったとの評価を得た。 

・連合総合政策推進局長に賃金の上方硬直性に

係るディスカッションペーパーについてレ

クを行い、『連合白書 2023』に引用された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 第５期に新たに設定した研究テーマにおい

て外部研究・報道機関からの共同研究等の要請

に迅速に対応し、早速、報道等を通じた社会的

インパクトの大きい成果の発信や政策論議の

活性化に貢献することができた。 

【活用例等】 

・ＯＥＣＤとの共催セミナーのハイレベル・ラ

ウンドテーブルでは、ＯＥＣＤ事務次長や日

本の政労使トップリーダー、日本若者協議会

代表理事が参加するなか、ＮＨＫとの共同調
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究部門を設け、これをプ

ロジェクト研究推進の中

核とし、必要に応じて部

門を越えた研究員の参加

などの横断的な実施体制

を組むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ＯＥＣＤウェルビーイング・包摂性・

持続可能性・機会均等（ＷＩＳＥ）セ

ンターとの共催セミナーで研究員が

報告 

Ⅱ．職業構造・キャリア形成支援に関する研究 

④職業構造・職務分析（日本版 O-NET含む）

に関する研究 

○日本版 O-NET（job tag）に職業解説及び

数値情報（新規・更新）を提供 

○韓国労働研究院担当者の来訪に対応し、

job tag の説明を実施（9月 30日） 

○機構 HP に「厚生労働省職業情報提供サ

イト（日本版 O-NET）【job tag】関連の

JILPT調査研究成果」を開設 

⑤キャリア形成・相談支援・支援ツール開発

に関する研究 

○厚生労働省、キャリアコンサルティング

協議会の協力を得てアンケート「キャリ

アコンサルタントの活動状況に関する

調査」を実施。 

○日本版 O-NET（job tag）搭載用に職業適

性評価ツール（Ｇテスト）の総合版を開

発、厚生労働省に提供。 

○群馬労働局・富岡市教育委員会等の要望

に応え、小学校キャリア教育におけるカ

ード式職業情報ツール（OHBY カード）の

活用を許諾。令和 4 年度 1 校（35 名）、

令和 5 年度は 16 校（480 名）に拡大予

定。 

Ⅲ．技術革新と人材開発に関する研究 

⑥技術革新と人材育成に関する研究 

○外部研究者が 2020 年の日本版 O-NETの

職業情報データを用いて、日本における

職業別自動化確率の推計を行い、ディス

カッションペーパーを執筆。 

→ディスカッションペーパー23-S-01

『職業の自動化確率についての日米

比較 Frey＆Osborne モデルの再現と

日本版 O-NETデータへの拡張」 

○ＯＥＣＤスキルレビューイベントで、研

究員が厚労省より依頼を受け「日本の労

査結果を用いて日本側からの唯一の研究報

告を担当。 

 

 

＜職業構造・キャリア形成支援に関する研究＞ 

○ 学術的に信頼性の高い尺度等を用いて作成

された最新の職業解説や数値情報等データ、職

業適性評価ツール（Ｇテスト）や職業興味検査

等を継続的に提供することにより日本版 O-

NET(job tag)コンテンツの充実および一般への

普及・活用に大きく貢献している。また、キャ

リアコンサルティングの効果検証等に関する

研究の実施や、カード式職業情報ツールの小学

校キャリア教育における活用協力など、より幅

広い層への職業情報の提供、キャリア形成支援

に結びついている。 

【活用例等】 

・job tagに簡易版Ｇテストを搭載したところ、

SNS で有用性に関するコメントが紹介され、

同サイトのアクセス数が上昇した。簡易版Ｇ

テストは 2022年 12月期のページビュー数に

おいて job tag 内のコンテンツ第 1 位を獲

得。 

・キャリアコンサルティングをテーマとする労

働政策フォーラムにおいて、政策担当者がキ

ャリコン政策に加え、学び直しガイドライン

についての解説を行うなど、喫緊の政策や施

策展開に関する普及にも協力した。 

 

＜技術革新と人材開発に関する研究＞ 

○ 「円滑な労働移動」や「リスキリング」の今

後の方向性・実現可能性を探るための政府統計

個票データと日本版 O-NETのデータを用いた研

究及びデジタル人材に関するアンケート調査

を企画。応用研究では、外部研究者の参画を得

て、新しい視点での研究の実現につながった。

政策担当者・労使・学術関係者からも、今後の

研究の発展可能性に期待が寄せられており議

論の活性化や政策の企画立案に貢献している。 

【活用例等】 

・ＯＥＣＤスキルレビューイベントで、研究員
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働市場におけるタスク・スキルの分布ト

レンド」を報告。 

⑦デジタル人材の能力開発に関する研究 

○翌年度実施のアンケート調査に生かす

ため、文献レビュー及びデジタル人材へ

のプレヒアリング調査を実施。 

 

 

Ⅳ．多様な人材と活躍に関する研究 

⑧多様な人材と活躍に関する研究 

○若者ワークスタイル調査（第 6 回/地方

版）：大都市圏の若者を対象に 5 回実施

してきた「若者ワークスタイル調査」に

つき、非大都市圏の状況も把握するため

「地方」（北海道・長野県）の調査を実施。 

○子育て世帯全国調査（第 6回） 

従来の調査項目を引き継いで調査を実

施。 

○特定技能１号外国人の受け入れ方法や

雇用管理の実態に関する企業ヒアリン

グ調査につき、厚生労働省の協力（ヒア

リング先の選定等）を得て実施。 

→「外国人雇用対策の在り方に関する検

討会」(第 9回／10月 27日、第 10回

／3 月 29 日)でヒアリング結果を報

告。 

 

 

 

 

 

Ⅴ．多様な働き方と処遇に関する研究 

⑨労働時間・賃金等人事管理に関する研究 

○労働安全衛生総合研究所と過労死防止

等に関する共同研究を継続実施。 

○第 4期に引き続き、AI技術等が職場に与

える影響に関するＯＥＣＤ８カ国共同

調査に参画し、製造業を対象とするヒア

リング調査を実施。 

⑩仕事と生活の両立に関する研究 

○第 4期プロジェクト研究シリーズ『介護

が報告を行うとともに、政策担当者及び学識

経験者と日本の労働市場の現状・課題、今後

の方向性について議論、政策論議の活性化に

貢献した。 

・デジタル人材研究で実施予定のアンケート調

査結果は、令和５年度課題研究「タスク・ス

キルと賃金情報との関連性に関する研究」で

活用予定。 

＜多様な人材と活躍に関する研究＞ 

○ 近年の重要な政策課題について、長年の豊富

な研究蓄積や基幹アンケート調査、政府統計、

ネットワーク等を駆使し、迅速かつ的確に研究

を企画・実施。これまでの研究成果も、国会審

議、政府の各種審議会・検討会等で幅広く活用

され、政策論議の活性化や政策の企画立案に貢

献している。 

【活用例等】 

・令和 4 年 12 月の参議院予算委員会の議論に

端を発し、内閣府・厚生労働省より就職氷河

期世代支援の実態及び支援ニーズ把握に関

する調査研究を要請され、令和 5年度にヒア

リング調査を迅速に企画（アンケート調査は

内閣府実施）。調査結果は政府全体において

活用予定。 

・「若者ワークスタイル調査（2001 年～）」：学

識者からの要望をスピーディーに取り入れ

て地方版調査を実施。 

・労働政策研究報告書 No.188『壮年非正規雇用

労働者の仕事と生活に関する研究―正社員

転換を中心として―』が参議院予算委員会で

活用。 

＜多様な働き方と処遇に関する研究＞ 
○ 「労働時間」「賃金」「両立支援」等重要な政

策課題について豊富な研究業績に基づき、国内

外のネットワークを活かした共同研究の実施

等により政策の企画・立案に資する調査研究を

進めている。特に両立支援の政策効果検証に関

する研究成果は、長年、厚生労働省のＥＢＰＭ

の推進に大きな貢献を果たしている。 
【活用例等】 
・労働安全衛生総合研究所との共同研究により
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離職の構造─育児・介護休業法と両立支援

ニーズ』を取りまとめ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ．多様な働き方とルールに関する研究 

⑪多様な／新たな働き方と労働法政策に関

する研究 

○改正職業安定法が令和 4 年 10 月から施

行されたことを踏まえ、約一世紀にわた

る労働市場仲介ビジネスに対する規制

に関するレポートを公表。 

→労働政策レポート No.14『労働市場仲

介ビジネスの法政策―職業紹介法･職

業安定法の一世紀―』 

○資料シリーズ No.225『現代ドイツ労働法

令集Ⅰ―個別的労働関係法―』が労政審

労働条件分科会等で活用。 

⑫労使関係・労使コミュニケーションに関す

る研究 

○民間の１万事業所を対象に AI などデジ

タル技術導入と職場の変化に関するア

ンケート調査を実施し、企業における

ICT、AI 等の技術導入の現状や導入時の

労使コミュニケーションの有無、導入効

果等に関するデータを収集した。 

 

＜第 4期プロジェクト研究シリーズの刊行＞ 

令和 4 年度は以下の 4 冊を刊行（＊刊行済 3

冊と合わせ、全 7冊） 

・プロジェクト研究シリーズ No.4 

『介護離職の構造─育児・介護休業法と両立

支援ニーズ』 

・プロジェクト研究シリーズ No.5 

『日本社会の変容と若者のキャリア形成』 

通常はアクセスできない行政業務データを

利用して安衛研にはない視点や手法等によ

る分析を実施し、「過労死防止」に向けた今後

の施策検討に資する参考資料を提供した。 
・AI技術等が職場に与える影響に関するＯＥＣ

Ｄ８カ国共同調査に参画した実績を踏まえ、

厚労省の政策担当者に対し、企業における AI

の活用実態等についてレクを実施。 

・「労働時間」「介護」に関する第４期プロジェ

クト研究の結果をとりまとめ、今後の関連施

策の検討に資する基礎資料を提供した。 
＜多様な働き方とルールに関する研究＞ 
○ これまでの研究蓄積を踏まえながら、国際比

較労働法研究、労使コミュニケーションに関す

る研究を体系的・継続的に実施。研究成果は審

議会等において活用されるとともに、労使や学

界からも高い評価・信頼を受けている。 
【活用例等】 
・労働市場仲介ビジネスの法政策の視点から、

職業紹介法・職業安定法をその成立から現在

に至るまでの変遷を詳細に記述し、労働法学

者、行政担当者から高く評価される研究成果

を取りまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 第 4期中期目標期間のプロジェクト研究とし

て取り組んだ中長期的な労働政策の課題に係

る研究成果を全 7 冊の単行書として取りまと

め、機構の研究成果を一般に広く普及させ、先

行研究のレビューを踏まえた学術的な位置づ

けを示すとともに、重要な政策課題に対応する

政策的示唆を政策担当者、労使、学界等に提供

した。 
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ロ 課題研究 

重要性の高い新たな政

策課題について、厚生労

働省からの要請に基づ

き、政策の企画立案の検

討等に資するよう、研究

対象とする政策課題を取

り巻く労働分野における

客観的かつ質の高いエビ

デンス等を研究成果とし

て提供することを目的と

して実施する労働政策研

究。 

年度ごとの政策ニーズ

を整理して研究テーマを

設定し、厚生労働省に研

究成果を提供すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ロ 課題研究 
重要性の高い新たな政

策課題について、年度ご

との厚生労働省からの要

請に基づき、政策の企画

立案の検討等に資する成

果等を提供する。 
政策的重要度が高く、

労働政策の企画・立案に

活用される可能性が高い

ものを厳選して実施す

る。テーマ毎に、研究部門

のうちもっとも関連の深

い部門を中心に、単独も

しくはチームを組織して

実施し、成果を公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 課題研究 

重要性の高い新たな政

策課題について、厚生労

働省からの要請に基づ

き、政策の企画立案の検

討等に資する成果等を提

供する。 

政策的重要度が高く、

労働政策の企画・立案に

活用される可能性が高い

ものを厳選して実施す

る。テーマ毎に、研究部門

のうちもっとも関連の深

い部門を中心に、単独も

しくはチームを組織して

実施し、成果を公表する。 

課題研究は、原則とし

て年度ごとに最終結果を

とりまとめ公表するが、

必要に応じて年度を越え

て研究期間を設定するこ

ととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プロジェクト研究シリーズ No.6 

『雇用流動化と日本経済─ホワイトカラー

の採用と転職』 

・プロジェクト研究シリーズ No.7 

『働き方改革、働き過ぎの、「今」─課題解消

の手掛かりを求めて』 

（参考）令和 3年度刊行 

・プロジェクト研究シリーズ No.1 

『70歳就業時代における高年齢者雇用』 

・プロジェクト研究シリーズ No.2 

『全員参加型の社会実現に向けたキャリア

支援』 

・プロジェクト研究シリーズ No.3 

『第四次産業革命と労働法政策─"労働 4.0"

をめぐるドイツ法の動向からみた日本法

の課題』 

 

ロ 課題研究 

厚生労働省からの要請に基づき、以下のテー

マの課題研究を実施した。（資料１－２参照） 

○「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇

用調整助成金の特例措置の効果検証に関す

る研究」 

→ 厚生労働省から提供を受けた行政記録

情報（業務データ）に基づき、雇用調整助

成金及び緊急雇用安定助成金の支給の推

移と傾向を分析。第 3回雇用政策研究会（6

月 20日）において報告 

→ 厚労省副大臣プロジェクト「アフターコ

ロナ期の産業別雇用課題に関するプロジ

ェクトチーム」への出席・報告 

→ 研究成果：資料シリーズ No.265『雇用調

整助成金の支給実態―リーマン・ショック

からコロナ禍１年目にかけて』 

○「行動科学の知見のハロ－ワーク業務への導

入について」 

→ 研修プログラム「ハローワークでナッジ

しよう！－ナッジを使った事例紹介－」を

作成、それを基にした研修動画 4本を厚生

労働省に提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 政策的重要度が高いものを厳選し、左記の研

究を実施し、研究成果は早速に活用された。 
【活用例等】 
・雇用調整助成金はコロナ期の雇用維持政策と

して特に注目されたもので、その効果検証の

重要性は高い。令和４年度は行政記録情報を

活用した分析結果が早速雇用政策研究会に

おいて活用されるとともに、経済・財政一体

改革推進委員会ＥＢＰＭアドバイザリーボ

ードの「エビデンス整備プラン 2023」の中

で、機構に特例措置の効果検証を要請するこ

とが明記されるなど、政府の喫緊の政策課題

対応に大きな貢献を果たしている。 
 
 
 
○ 研修プログラムは全国の労働局・ハローワー

クに配布され、「ナッジ」という新しい手法を用

いた当該プログラムは就職支援現場の業務改

善ニーズに応えるものとして貢献している。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 
 

ハ 緊急調査 

厚生労働省の緊急の政

策ニーズに対し、厚生労

働省からの要請に基づ

き、迅速・的確に必要なデ

ータ等を提供することを

目的として実施する調

査。 

四半期ごとに政策ニー

ズを把握し、速やかに成

果を出して厚生労働省に

提供すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究の実施体制等の

強化 

労働政策の研究におい

て考慮すべき領域が広が

っていることから、関連

ハ 緊急調査 
厚生労働省の緊急の政

策ニーズに対し、四半期

ごとの厚生労働省からの

要請に基づき、迅速・的確

に必要なデータ等を提供

する。 
政策的重要度が高く、

労働政策の喫緊の課題と

して企画・立案に活用さ

れる可能性が高いものを

厳選して迅速・的確に対

応する。課題の内容につ

いて最も関連の深い分野

の研究員を中心に、単独

もしくはチームを組織し

て実施し、速やかに結果

を出す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）研究において考慮す

べき領域の広がりへの対

応 
AI、ICT化等新技術の進

展が著しく、産業構造が

ハ 緊急調査 

厚生労働省の緊急の政

策ニーズに対し、四半期

ごとの厚生労働省からの

要請に基づき、迅速・的確

に必要なデータ等を提供

する。 

政策的重要度が高く、

労働政策の喫緊の課題と

して企画・立案に活用さ

れる可能性が高いものを

厳選して迅速・的確に対

応する。課題の内容につ

いて最も関連の深い分野

の研究員を中心に、単独

もしくはチームを組織し

て実施し、速やかに結果

を出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究において考慮す

べき領域の広がりへの対

応 

労働政策の研究におい

て考慮すべき領域が広が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○働き方の多様化に

関する新しい団体

等との意見交換や

他の研究機関との

研究交流等、他分野

ハ 緊急調査 

厚生労働省の要請に基づき、喫緊の政策課題

に対応した以下のテーマの緊急調査を実施し

た。（資料１－２参照） 

（令和 3年度第 3四半期要請） 

○「労働審判及び裁判上の和解における雇用

紛争事案の比較分析」 

→ 労働条件分科会（第 181回：10/26、及

び第 184回：12/6）において資料として

活用 

 

 

 

 

（令和 4年度第１四半期要請） 

○「外国人労働者の受け入れ・活用に関する

調査研究」 

→ 「外国人雇用対策の在り方に関する検

討会」(第 9 回／10 月 27 日、第 10 回／

3 月 29 日)でヒアリング結果を報告（再

掲） 

○「副業・兼業を行う労働者に係る労務管理

等に関する実態調査」 

（令和 4年度第 3四半期要請） 

○賃上げ企業等の好取組事例の収集 

→ 取組事例のヒアリング調査結果が厚

生労働省 HPの賃上げ特設サイトに掲載 

○家事使用人に関する実態調査   

→ 労働基準法の規定の家事使用人への

適用可否の検討素材を提供 

 

 

 

 

 

 

（２）研究において考慮すべき領域の広がりへの

対応 

働き方の多様化に関する新しい団体や関連

団体との意見交換やヒアリングを行うととも

に、他の研究機関との研究交流等、他分野の専

緊急調査は、プロジェクト研究に盛り込んで

実施するなど、経費面も含め、より効率的な実

施を図りながら柔軟に対応し、迅速に成果を提

供した。 
【活用例等】 
○ 「労働審判及び裁判上の和解における雇用紛

争事案の比較分析」では速報値が労働条件分科

会で活用。委員から現行制度の解決金の水準を

明らかにした有意義で価値のある調査との評

価を得るとともに、結果をとりまとめた報告書

はリサーチ・アドバイザー部会委員からも高い

評価を受けた。 
→労働政策研究報告書 No.226『労働審判及び

裁判上の和解における雇用終了事案の比較

分析』 
○ 喫緊の施策課題である「外国人労働者の受け

入れ」について、緊急調査の要請内容をプロジ

ェクト研究にも盛り込んで実施。厚労省検討会

で迅速に結果を報告し政策貢献を果たすとと

もに、プロジェクト研究内容の充実にもつなが

った。 
 
 
 
 
 
 
○ 家事使用人の実態調査は、家政婦の過労死事

件地裁判決をめぐる厚労大臣の発言を契機に、

厚労省担当部局から労働政策研究の専門機関

として機構に調査要請があったもので、これま

で研究蓄積のない分野であったが、日本看護家

政婦紹介事業協会の協力も得て迅速に結果を

提供、労働基準法の見直しに関する施策検討に

貢献した。 
 
○ 第 5期からプロジェクト研究に「格差・ウェ

ルビーイング・セーフティーネット」を新しく

テーマとして盛り込んだところ、時宜に適った

研究テーマ・計画だったこともありＯＥＣＤか

らの共催セミナーの要請に支障なく素早く対
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する他の研究機関との研

究交流等や、他分野の専

門家等と協力・連携して

研究を行う取組を進めて

いくことにより、他の研

究機関等との知見の共有

にも留意しつつ、研究の

実施体制等の強化を図る

こと。 

また、新型コロナウイ

ルス感染症の影響に係る

研究など、突発的に生ず

る課題についても可能な

限り機動的に対応するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変化する中、企業の在り

方やそこで働く労働者の

雇用の在り方、働き方も

大きな影響を受けてい

る。少子高齢化が進行す

る中、社会保障制度、公的

サービス、雇用制度も変

容して行かざるをえない

状況である。 
このように労働政策の

研究において考慮すべき

領域が広がっていること

から、働き方の多様化に

関する新しい団体や関連

団体との幅広い意見交換

やヒアリングを行うとと

もに、他の研究機関との

研究交流等、他分野の専

門家等と協力・連携し、新

たな視点を取り入れなが

ら研究を行う取組を進め

ていくことにより、他の

研究機関等との知見の共

有にも留意しつつ、研究

の実施体制等の強化を図

る。 
また、新型コロナウイ

ルス感染症の影響に関す

る研究等のような、突発

的に生ずる課題について

も可能な限り機動的に対

応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

っていることを踏まえ、

働き方の多様化に関する

新しい団体や関連団体と

の幅広い意見交換やヒア

リングを行うとともに、

他の研究機関との研究交

流等、他分野の専門家等

と協力・連携し、新たな視

点を取り入れながら研究

を行う取組を進めていく

ことにより、他の研究機

関等との知見の共有にも

留意しつつ、研究の実施

体制等の強化を図る。 

また、新型コロナウイ

ルス感染症の影響に関す

る研究等のような、突発

的に生ずる課題について

も可能な限り機動的に対

応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の専門家等との協

力・連携により研究

の実施体制等の強

化を図っているか。 

○突発的に生ずる課

題に可能な限り機

動的に対応してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

門家等と協力・連携し、新たな視点を取り入れ

ながら研究を行っている。 

 

 

 

 

（ⅰ）働き方の多様化に関する新しい団体等と

の意見交換等 ２件 

○ＯＥＣＤウェルビーイング・ 包摂性・持続

可能性・機会均等（ＷＩＳＥ）センターと

共同でハイレベル・ラウンドテーブル「不

平等は問題か?：人々は日本における経済

格差と社会移動をどう捉えているか」を開

催。日仏財団理事長（フランス国立社会科

学高等研究院教授）らと、不平等・経済格

差に関する討論を行った。 

→ 日仏財団理事長が報告・討論内容を

仏・ルモンド誌に投稿（2月 3日） 

 

 

 

 

 

○OHBY カードの小学校での活用 

   群馬労働局（富岡ハローワーク）がキャリ

ア教育の一環として、OHBY カード（カード

式職業情報ツール）を基に独自に小学生向

けカードを作成、小学校での体験学習を実

施（3月 3日） 

 

（ⅱ）外部（研究機関・研究者等）との連携・

共同研究 

 

 

 

○「暮らしと意識に関するＮＨＫ・ＪＩＬＰ

Ｔ共同調査」を実施（7月） 

→ 記者発表（9 月 16 日）、ＮＨＫスペシ

ャル「中流危機を越えて」（9 月 18、25

日）放映 

→ ハイレベル・ラウンドテーブルで調査

応できた。また群馬労働局・富岡市教育委員会

の要望に応え、中高生向けに作られたカード式

職業情報ツール（OHBYカード）の小学校キャリ

ア教育における活用を許諾。左記を通じて、新

しい領域・分野の専門家等との協力・連携を図

った。 

 

 

○ コロナ禍を期にＯＥＣＤが 2020 年に新たに

設置したＷＩＳＥセンター（Well-being／包摂

性（インクルーシブ）／持続可能性／公平な機

会、の４つのテーマの調査・分析を行う）と、

初めてとなる共催セミナーを開催。日本におけ

る不平等に関する議論の素材を提供するとと

もに、ＯＥＣＤ報告書（12カ国・オーストラリ

ア、カナダ、チリ、デンマーク、フィンランド、

フランス、ドイツ、イタリア、メキシコ、イギ

リス、アメリカ）の調査結果を共有。機構にお

ける格差研究の今後の展開に向け、多くの示唆

を得た。またリサーチ・アドバイザー部会委員

からの指摘（国際的な研究交流を通じて海外諸

国と共通の課題を発見し、取り組んで欲しい）

にも対応した。 

○ 中高校生対象の OHBY ｶｰﾄﾞを小学生のキャリ

ア教育においても利用したいという群馬労働

局と富岡市教育委員会・小学校の要請に協力。

利用した教師・生徒から好評だったとのこと

で、次年度は拡充しての利用要請があり、機構

研究成果がより幅広い分野や新たな組織で活

用され、役立つという好事例と評価している。 

○ 国内外の研究機関との共同研究を積極的に

実施し、新たな視点・データ・分析手法をプロ

ジェクト研究等に取り込みながら実施してい

る。 

【実施概要等】 

・ＮＨＫとの共同調査の結果は、各種メディア

で紹介されたほか、学識者による新聞掲載コ

メントでの引用や、参議院議員事務所からの

問い合わせなど大きな反響があった。また研

究員がＯＥＣＤとの共催セミナーでＮＨＫ

との共同調査の結果を基に報告を行うなど、
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結果に基づく研究成果を報告（12月8日） 

（再掲） 

○労働安全衛生総合研究所と過労死防止等

に関する共同研究を継続実施 

→ 労働政策フォーラム「労働と健康─職

場環境の改善と労働者の健康確保を考

える─」（3月 15日～20日）において、

労働安全衛生総合研究所過労死等防止

調査研究センター長がパネルディスカ

ッションに参加 

○ＯＥＣＤとの共催セミナーハイレベル・ラ

ウンドテーブル「不平等は問題か？人々は

日本における経済格差と社会移動をどう

捉えているか」を開催（12月 8日）（再掲） 

○ＯＥＣＤの 8カ国共同研究「AI等が職場に

及ぼす影響に関する研究」に参加（再掲） 

○慶應義塾大学経済学部附属経済研究所パ

ネルデータ設計・解析センター（PDRC）と

セミナー「コロナ期日本の働き方、家計の

レジリエンス格差」を共催（3月 17日） 

 

 

（ⅲ）研究員の大学・研究機関等の研究会への

参画・講演等 14件（前年度実績９件） 

・聖心女子大学「ジェンダー公正な人事制度

の提案―雇用管理区分見直し実態と課題

研究」 

・愛知教育大学「『移動する地方の女性』の意

向と職業教育に関する追跡的研究」 

・日本私立大学協会附属私学高等教育研究所 

・(一財)アジア太平洋研究所「DigitalXがも

たらす CareerX」プロジェクト研究会  

等 

（ⅳ）労使団体・ 地方公共団体・ＮＰＯ等に向

けた講演回数 58回 

（ⅴ）学識者、労使団体等との会議等 

有識者、労使団体等から意見を聴取するた

め、各種会議を開催 

①調査研究に関する懇談会（労使関係団体と

の意見交換） 

・労働部会（連合・連合総研）：1月 26日 

有効に活用され、日本における格差問題をめ

ぐる議論の活性化に貢献した。 

・安全衛生総合研究所との共同研究は、「労災行

政処分調査復命書」等、通常はアクセスでき

ない行政データを用いた他の民間研究機関

ではなしえない貴重な研究であり、研究成果

は、過労死防止に向けた各種施策の検討資料

として活用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＰＤＲＣとの共催セミナーには、研究者、企

業関係者、マスコミ等 200名超が参加。参加

者から「異なるプロジェクトがテーマの共通

性を通じてコラボしてセミナーを開催する

という試みは画期的と言えるのではないか」

とコメントがあった。 

○ 研究員が大学等外部研究機関で実施する研

究に参加し、専門家としての知見を提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労使団体との懇談会において、機構の最新の

調査研究成果を報告。機構の調査研究活動につ

いて理解を得るとともに、意見交換等を通じ、

今後の研究内容の参考となる、研究ニーズを把

握した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）厚生労働省との連携 

労働政策に係る課題等

を踏まえた調査研究を一

層推進するため、研究テ

ーマの決定から研究実施

過程、報告書の作成、その

後の活用時に至るまで、

厚生労働省の政策担当部

門との十分な意見交換を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）厚生労働省との連携 

労働政策に係る課題等

を踏まえた調査研究を一

層推進するため、研究テ

ーマの決定から研究実施

過程、報告書の作成、その

後の活用時に至るまで、

厚生労働省の政策担当部

門との十分な意見交換を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○厚生労働省の政策

担当部門との十分

な意見交換を確保

する仕組みの活用

により、政策と研究

のブリッジ機能の

強化及び適切なＰ

ＤＣＡの取組を推

進しているか。 

「ホワイトカラー労働者の転職行動の

男女差：転職前後のタスク距離と賃金

変化に着目して」 

「精神障害の労災認定事案における「極

度の長時間労働」事案の検討」 

・経営部会（経団連・日商・全国中央会）：

1月 25日 

「ホワイトカラー労働者の転職行動の

男女差：転職前後のタスク距離と賃金

変化に着目して」 

「賃金決定と労使コミュニケーション」 

②他のシンクタンク等との意見交換 

・連合総合生活開発研究所：12月 1日 

機構「AI 技術の活用が職場に与える影

響」 

連合総研「障害者の更なる雇用促進と職

場定着に向けた課題と労働

組合の役割に関する調査研

究委員会活動報告」 

・日本政策金融公庫総合研究所：12月 6日 

機構「非典型的キャリアをたどる若者の

困難と支援に関する研究」 

公庫「新型コロナウイルス感染症が新規

開業企業に与えた影響」 

③「労働問題の現状と展望に関する研究会

（ヴィジョン研）」：1月 30日 

大手企業の人事部長と「賃金引上げの

取り組み」をテーマに研究会を開催 

 

 

 

 

（３）厚生労働省との連携 

厚生労働省の政策担当部門との十分な意見

交換を確保する仕組みの活用による政策と研

究のブリッジ機能の強化および適切なＰＤＣ

Ａの取組を推進している。 

 

（ⅰ）厚生労働省とのハイレベル会合（厚生労

働省審議官級との意見交換） 

3月 13日に開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 業種の異なる大手企業の人事部長を交えた

研究会では、各社における賃上げに対する経営

方針や取組み状況にとどまらず、働き方改革と

長時間労働の是正、高齢者雇用、アフターコロ

ナでの転勤に関する課題等、さまざまな問題に

ついて議論し、調査研究に資する情報収集を行

った。 

 

○ 局別研究報告会やハイレベル会合における

厚生労働省幹部との意見交換を通じて、機構で

実施している調査研究への理解を得るととも

に、最新の労働行政における課題及び機構への

要望・政策ニーズを把握し、調査研究の内容に

反映させている。 
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確保する仕組みの活用に

より、引き続き政策と研

究のブリッジ機能の強化

を推進する。 
プロジェクト研究の成

果が厚生労働省の政策担

当部門に政策的なインプ

リケーションを与え、そ

れに対する厚生労働省の

政策担当部門からのフィ

ードバックにより、次の

研究の質がさらに高まる

という好循環を生み出す

ことが重要であるため、

毎年度実施しているハイ

レベル会合や研究報告会

等の枠組みやプロジェク

トリーダーと政策担当部

門との意見交換、ロード

マップの検証、政策への

貢献度等の検証等を通

じ、より適切なＰＤＣＡ

の取組を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

確保する仕組みの活用に

より、引き続き政策と研

究のブリッジ機能の強化

を推進する。 

プロジェクト研究の成

果が厚生労働省の政策担

当部門に政策的なインプ

リケーションを与え、そ

れに対する厚生労働省の

政策担当部門からのフィ

ードバックにより、次の

研究の質がさらに高まる

という好循環を生み出す

ことが重要であるため、

毎年度実施しているハイ

レベル会合や研究報告会

等の枠組みやプロジェク

トリーダーと政策担当部

門との意見交換、ロード

マップの検証、政策への

貢献度等の検証等を通

じ、より適切なＰＤＣＡ

の取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）厚生労働省幹部（次官・局長級）等との

政策論議 

各局別の研究報告会（喫緊の政策課題に関

する機構の最新の成果を報告。中長期的な研

究課題・テーマについて意見交換）を開催 

・政策統括官（総合政策担当）（10月 6日） 

・職業安定局（10月 6日） 

・雇用環境・均等局（10月 14日） 

・人材開発統括官（10月 14日） 

・労働基準局（10月 17日） 

 

 

（ⅲ）政策研究会 

政策担当者・学識者を機構に招き、政策課

題等について説明を受け、当該政策課題等を

めぐり意見交換を行う会合を実施 

第１回 9月 13日開催 

テーマ：「韓国の労働時間制度改革とその

効果分析」 

講 師：イ・サンヨン（Sangyong Lee） 

（韓国企画財政部社会福祉政策課課   

長補佐＊JILPT滞在研究員） 

第２回 10月 19日開催 

テーマ：「令和４年版 労働経済の分析－

労働者の能力発揮への支援を通

じた主体的な労働移動の促進に

向けた課題－」 

講 師：古屋勝史（厚生労働省政策統括官

（総合政策担当）付政策統括室労

働経済調査官） 

第３回 3月 16日開催 

テーマ：「コロナ後に向けた雇用のセーフ

ティーネットについて」 

講 師：酒井正（法政大学経済学部教授） 

（ⅳ）厚生労働省政策担当者との勉強会等  

研究成果や研究を通じて得られた政策的

知見や重要な労働政策課題について、厚生労

働省の政策担当者及び職員に説明し、意見交

換を行う勉強会等を実施。 

第 1回 オンラインで実施（12月 15日）当日

の録画を後日動画配信 

○ 局別報告会において、技能実習制度について

政策を検討するにあたってのエビデンスが十

分集積されていないとの意見があったことを

踏まえ、令和 5年度に監理団体・実習実施者・

技能実習生へのアンケート調査を実施予定。ま

た、短時間有期雇用労働者の実態や同一労働同

一賃金の普及、待遇状況についての分析、テレ

ワークの推進などが、企業の生産性、労働者の

ウェルビーイングなどに与える影響について

も分析を深めてほしいとの要望を踏まえ、令和

5 年度の個人パネル調査及び企業パネル調査に

関連の質問項目を加えることを検討している。 
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 テーマ：新型コロナと労働政策の課題 

第 2回 オンデマンド配信（配信期間：3月 1

日～17日） 

テーマ：欧米諸国におけるデジタル技術の

進展を踏まえた公的職業訓練に

関する調査―アメリカ、イギリ

ス、ドイツ、フランス― 

第 3回 オンデマンド配信（配信期間：3月 1

日～17日） 

テーマ：データから読み解く日本の労働市

場の男女差 

（ⅴ）ＥＢＰＭセミナー 

厚生労働省「ＥＢＰＭ若手・中堅プロジェ

クトチーム」との連携事業として、セミナー

を開催 

第１回（9月 16日） 

テーマ：非正規雇用と同一労働同一賃金 

第２回（3月 3日） 

テーマ：我が国における賃上げの現状と政

策課題 

（ⅵ）研究員の審議会・研究会等への参画 

厚生労働省その他の行政機関の審議会・研

究会への参画 

61件（前年度実績 49件） 

・厚生労働省「アフターコロナ期の産業別雇

用課題に関するプロジェクトチーム」（4月

25日、5月 30日、5月 31日、7月 14日開

催）に副所長、研究員が参加、報告等を行

った。 

・OECD「スキルレビュー」報告書の公表イベ

ントで研究員が「日本の労働市場における

タスク・スキルの分布のトレンド」につい

て講演。（9月 27日）（再掲） 

＜参画事例＞ 

【厚生労働省】 

・雇用政策研究会 

・労働政策審議会 

職業安定分科会労働力需給制度部会 

職業安定分科会地方連携部会 

人材開発分科会 

労働条件分科会有期雇用特別部会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ＥＢＰＭセミナーでは、研究員がＥＢＰＭに

関連する最新研究成果の講義や、分析結果レポ

ート作成方法の解説等を行い、厚生労働省の若

手・中堅職員が講義を担当。双方の業務スキル

向上に資するとともに、意見交換を通じて政策

関心が共有化され、厚労省とのより緊密な連携

につながっている。 

 

 

○ 研究員・調査員等が政府の各種審議会等にお

いて専門家としての知見を提供し、政策立案等

に貢献した。 
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・社会保障審議会統計分科会 

・厚生労働統計の整備に関する検討会 

・職業能力開発専門調査員 

・縦断調査の改善に関するワーキンググル

ープ 

・毎月勤労統計調査の改善に関するワーキ

ンググループ 

【厚生労働省以外】 

・DX等成長分野を中心とした就職・転職支

援のためのリカレント教育推進事業審

査委員会（文部科学省） 

（ⅶ）審議会・検討会等での活用件数 

188件（前年度実績 195件）（資料２参照） 

＜主な活用事例＞ 

【厚生労働省】 

○雇用政策研究会 

→ 「新型コロナウイルス感染拡大の仕

事や生活への影響に関する調査（第 7

回）（一次集計）結果」 

→ 「新型コロナウイルス感染症が企業

経営に及ぼす影響に関する調査」（第 4

回、第 6回） 

→ 資料シリーズ No.240『職業情報提供

サイト（日本版 O-NET）のインプット

データ開発に関する研究（2020年度）』 

→ 労働政策研究報告書 No.220『「長期

勤続システム」の可能性―中途採用と

新規事業開発に着目して―』 

→ ディスカッションペーパー21-10

『日本企業における人事制度改革の

30年史』 

○労働政策審議会労働条件分科会 

→ 資料シリーズ No.225『現代ドイツ労

働法令集Ⅰ―個別的労働関係法―』 

→ 労働政策研究報告書 No.174『労働局

あっせん、労働審判及び裁判上の和解

における雇用紛争事案の比較分析』 

→ 調査シリーズ No.206『人生 100年時

代のキャリア形成と雇用管理の課題

に関する調査』 

→ 労働政策研究報告書 No.219『諸外国

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ コロナパネル調査結果やプロジェクト研究

成果が厚生労働省の審議会をはじめ、経済財政

諮問会議、ＥＢＰＭアドバイザリーボード、新

しい資本主義実現会議等、各省庁の審議会等で

も数多く活用され、政策立案に貢献している。 

○ 直近の研究成果でないものも、以下のように

長年にわたり幅広く活用されており、機構の研

究成果は、短期的な政策課題のみならず、中長

期的にも政策貢献を果たしている。 

→ 労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関

する研究Ⅱ―５万人の就業者 Web職業動向調

査より、現状、変化、能力、生活のデータ分

析―』（平成 27年公表） 

→ 資料シリーズ No.217『若年者の就業状況・

キャリア・職業能力開発の現状③―平成 29年

版「就業構造基本調査」より―』（令和元年公

表） 

→ 資料シリーズ No.209『労働力需給の推計―

労働力需給モデル（2018年度版）による将来

推計―』（令和元年公表） 等 
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における雇用型テレワークに関する

法制度の調査研究』 

→ 「新型コロナウイルス感染症が企業

経営に及ぼす影響に関する調査」（一

次集計結果）（第 4回、第 6回） 

○労働政策審議会人材開発分科会 

→ 労働政策研究報告書 No.200『キャリ

アコンサルタント登録者の活動状況

等に関する調査』 

→ 資料シリーズ No.240『職業情報提供

サイト（日本版 O-NET）のインプット

データ開発に関する研究（2020年度）』 

○労働政策審議会職業安定分科会労働力

需給制度部会 

→ 労働政策研究報告書 No.218『派遣労

働をめぐる政策効果の実証分析』 

【内閣府・内閣官房】  

○経済財政諮問会議 

→ 資料シリーズ No.217『若年者の就業

状況・キャリア・職業能力開発の現状

③―平成 29年版「就業構造基本調査」

より―』 

→ 「「新型コロナウイルス感染症のひ

とり親家庭への影響に関する緊急調

査」結果」 

→ 資料シリーズ No.209『労働力需給の

推計―労働力需給モデル（2018 年度

版）による将来推計―』 

○経済・財政一体改革推進委員会ＥＢＰＭ

アドバイザリーボード 

→ 資料シリーズ No.240『職業情報提供

サイト（日本版 O-NET）のインプット

データ開発に関する研究（2020年度）』 

○新しい資本主義実現会議 

→ 労働政策研究報告書 No.176『職務構

造に関する研究Ⅱ―５万人の就業者

Web 職業動向調査より、現状、変化、

能力、生活のデータ分析―』（第７回） 

→ 資料シリーズ No.209『労働力需給の

推計―労働力需給モデル（2018 年度

版）による将来推計―』（第７回） 
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→ 労働政策研究報告書 No.200『キャ

リアコンサルタント登録者の活動状

況等に関する調査』（第 14回） 

○全世代型社会保障構築会議 

→ 資料シリーズ No.209『労働力需給の

推計―労働力需給モデル（2018 年度

版）による将来推計―』 

（ⅷ）白書等における引用 

7白書（前年実績 8白書）（資料３参照） 

○厚生労働省『2021 年海外情勢報告』 

→ 労働政策研究報告書 No.172『ドイツ

における解雇の金銭解決制度―その

法的構造と実態に関する調査研究』 

○厚生労働省『令和４年版労働経済白書』 

→ 労働政策研究報告書 No.191『キャリ

アコンサルティングの実態、効果およ

び潜在的ニーズ―相談経験者 1,117名

等の調査結果より』 

→ 資料シリーズ No.240『職業情報提供

サイト（日本版 O-NET）のインプット

データ開発に関する研究（2020年度）』

等 

○厚生労働省『令和 4年版厚生労働白書』 

→ 資料シリーズ No.209『労働力需給の

推計―労働力需給モデル（2018年版に

よる将来推計―』 

○厚生労働省『過労死等防止対策白書』 

→ 「新型コロナウイルス感染拡大の仕

事や生活への影響に関する調査」（第 1

～7回） 

   ○内閣府『令和 4年版少子化社会対策白書』 

 → 資料シリーズ No.217『若年者の就

業状況・キャリア・職業能力開発の現

状③―平成 29 年版「就業構造基本調

査」より―』 

○内閣府『令和 4年版年次経済財政報告』 

→ ディスカッションペーパー22-02

『賃金構造基本統計調査』、『就業構造

基本調査』を利用した労働投入計測の

精緻化』 

→ 資料シリーズ No.209『労働力需給の
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（３）国際研究交流（国際共

同研究を含む）の実施 

グローバル経済の進展

により、各国が抱える課

題の共通化が進むととも

に、その解決は、その国の

経済社会の状況、労働環

境（労使関係を含む）等に

より異なるものであり、

国・地域ごとの諸事情を

踏まえ理解する必要があ

ることから、各国の研究

者、研究機関と一層の交

流・研究を図るとともに、

各国の抱える諸課題への

対応について、知見の共

有を図り、研究調査の向

上を図ること。 

また、各国共通の労働

分野の課題に関するもの

を中心に、研究成果等の

普及や互いの労働政策研

究の質の向上を図る国際

セミナー等を実施すると

ともに、国際会議・国際学

会等に積極的に参加し、

研究成果等の発信を図る

こと。 

これらの取組を進めて

いくことで、研究者の人

材育成を推進するととも

に、機構の労働政策研究

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）国際研究交流（国際共

同研究を含む）の推進 
グローバル経済の進展

により、各国が抱える課

題の共通化が進むととも

に、その解決は、その国の

経済社会の状況、労働環

境（労使関係を含む）等に

より異なるものであり、

国・地域ごとの諸事情を

踏まえ理解する必要があ

る。そのため、各国の研究

者、研究機関との一層の

交流によるネットワーク

の形成に努め、各国の抱

える諸課題への対応につ

いて、知見の共有を図り、

研究調査の向上を図る。 
また、各国共通の労働

分野の課題に関するもの

を中心に、研究成果等の

普及や互いの労働政策研

究の質の向上がより一層

図られるように、海外の

研究者等を短期間で招へ

いして国際セミナーを開

催する。 
これらの取組を通じ

て、研究者の人材育成を

推進するとともに、国際

的プレゼンスを更に高め

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）国際研究交流（国際共

同研究を含む）の推進 

各国の研究者、研究機

関との一層の交流による

ネットワークの形成に努

め、各国の抱える諸課題

への対応について、知見

の共有を図り、研究調査

の向上を図る。 

また、各国共通の労働

分野の課題に関するもの

を中心に、研究成果等の

普及や互いの労働政策研

究の質の向上がより一層

図られるように、海外の

研究者等を短期間で招へ

い等して国際セミナーを

開催する。 

これらの取組を通じ

て、研究者の人材育成を

推進するとともに、国際

的プレゼンスを更に高め

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各国の研究者、研究

機関との一層の交

流によるネットワ

ークの形成、海外の

研究者の招へい等

による国際セミナ

ーの開催を通じて、

研究者の人材育成

の推進や国際的プ

レゼンスの向上に

努めているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計―労働力需給モデル（2018 年度

版）による将来推計―』 

○内閣府『日本経済 2022－2023―物価上昇

下の本格的な回復に向けて―』 

→ ディスカッションペーパー11-02

『初期キャリアにおける内部登用と

転職：非正規雇用者の移行に関する国

際比較』 

 

（４）国際研究交流（国際共同研究を含む）の推

進 

海外からの滞在研究員の受け入れや機構研

究員の国際学会等での研究成果の発表、国際セ

ミナーの開催を通じて、海外の研究者・研究機

関との積極的な交流を行い、ネットワークの形

成・充実・強化を図るとともに、研究員の人材

育成や国際的プレゼンスの向上に努めた。 
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の国際的プレゼンスを更

に高めていくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には、以下の通

り業務を実施する。 
 
イ 研究者等招へい 
労働政策研究の推進に

資する観点から、優れた

知見を有する研究者等の

海外からの招へいを実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ロ 研究者等派遣 
労働政策研究の推進に

資する観点から、海外の

労働政策や労働問題の研

究、国際学会における発

表等を目的とした研究者

等の海外への派遣を実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

イ 研究者等招へい 

労働政策研究の推進に

資する観点から、プロジ

ェクト研究等との関連が

強く、当該分野において

優れた知見を有する研究

者等の海外からの招へい

について、新型コロナウ

イルス感染症の感染状況

等を踏まえつつ、検討・実

施する。 

 

 

 

 

 

ロ 研究者等派遣 

労働政策研究の推進に

資する観点から、海外の

労働政策や労働問題の調

査研究や国際学会におけ

る発表等を目的として、

研究者等の海外への派遣

等を実施する。また、国際

的視野に立った研究を行

える人材を育成するた

め、機構の研究員等を一

定期間、海外の研究機関

等に派遣することについ

て、新型コロナウイルス

感染症の感染状況等を踏

まえつつ、検討・実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究者等招へい 

○ 新型コロナウイルス感染症による入国制

限の影響等により、通常の招聘プログラムは

実施できなかったものの、日本の大学院に国

費留学中の韓国企画財政部の幹部職員につ

いて、先方からの依頼に基づき滞在研究員と

しての受け入れを行った。 

①社会福祉政策課 課長補佐 

期間：2021 年 10 月 1 日～2022 年 9 月 30

日 

テーマ：労働時間規制の日韓比較 

②公共政策局財務経営課 課長補佐 

期間：2022 年 10 月 1 日～2023 年 9 月 30

日 

テーマ：公共政策に関するデータ分析 

 

ロ 研究者等派遣 

○ 国際比較研究上の重要な最新情報の入手、

海外研究者・研究機関とのネットワークの構

築・拡充・強化、人材育成等を目的に、国際

学会等への研究員等の派遣（オンライン参

加）を実施した。（資料４参照） 

①OECD Local Development Forumへの参加 

開催日程：2022 年６月 15日～17日 

開催方法：オンライン参加（アイルランド

での開催） 

テーマ：「より強い地域社会のためのより

良い戦略」 

参加状況：研究員４名がオンラインで参加

可能なセッションに参加。 

②欧州経済社会評議会（EESC）日・EUフォロ

ーアップ委員会における研究報告 

開催日程：2022 年 10月３日 

開催方法：オンライン参加 

テーマ：「The post-Covid situation in 

Japan with regard to economic, 

social and societal aspects」 

参加状況：研究員１名がオンラインで参加

 

 

 

 

○ 韓国とは 20 年以上にわたって韓国労働研究

院（KLI）との研究・人的交流、国際セミナーの

開催を行っているが、今回、韓国企画財政部（日

本の財務省に相当）の幹部職員の受け入れを行

ったことで、経済・社会政策分野に関する新た

なネットワークの構築につながった。 

また、労働時間規制や少子化など日韓共通の

喫緊の政策課題についての研究会や意見交換

を通じて、日本の経験・知見を提供するととも

に、国際比較の視点を取り入れた労働政策研究

の推進に貢献した。 

 

 

 

 

 

○ オンラインを積極的に活用して国際会議等

への参加の機会を確保するとともに、海外の研

究機関等からの要請に基づき機構の研究成果

の知見を提供することで、海外の研究機関等と

のネットワークの形成に貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

＜要請の経緯＞ 

・欧州経済社会評議会（EESC）日・EUフォロ

ーアップ委員会 

→機構の英文情報誌掲載論文「COVID-

19’s Impact on the Labor Market and 

PolicyResponses in Japan」を参照のう

え、日本のコロナ禍における労働市場の

状況についての研究報告の依頼があっ

た。 
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ハ 国際セミナーの開催

等 
欧米及びアジアの研究

者が一堂に会する機会を

提供するための国際セミ

ナーを開催するなど、機

構がアジアにおける労働

政策研究の拠点となるこ

とを目指す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 国際セミナーの開催

等 

韓国の政策研究機関と

の共催で行う「日韓ワー

クショップ」及び中国と

韓国の各政策研究機関と

の共催で行う「北東アジ

ア労働フォーラム」を開

催する。また、アジア諸国

を中心に欧米他主要国も

交えた研究者等が参加

し、政策研究課題につい

て報告と討論を行う「国

際比較労働政策セミナ

ー」を開催する。 

なお、開催に当たって

はオンラインの活用も検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、研究報告を実施 

③国際フォーラム（CALSS・ILO共催）におけ

る研究報告 

開催日程：2022 年 10月 20日～21日 

開催方法：オンライン参加 

テーマ：「Labour and Social Security 

policies in the context of 

shared prosperity」 

参加状況：研究員１名がオンラインで参加

し、研究報告を実施 

○ 新型コロナウイルス感染症の感染状況に

より、機構研究員の海外研究機関等への長期

派遣は実施できなかった。 

 

ハ 国際セミナーの開催等 

○ 海外研究者・研究機関等とのネットワーク

の形成のため、次の国際セミナーをオンライ

ンで開催した。（資料５参照） 

①日韓ワークショップ（日程：2022年６月15

日） 

韓国労働研究院（KLI）とのセミナー 

テーマ：高齢労働者のための労働市場政策 

②北東アジア労働フォーラム（日程：2022年

11月24日） 

韓国労働研究院（KLI）、中国労働社会保障

科学研究院（CALSS）とのセミナー 

テーマ：プラットフォーム労働者：労働市

場と労使関係 

③経済協力開発機構（OECD）・ウェルビーイ

ング・ 包摂性・持続可能性・機会均等

（WISE）センターとの共催セミナー（日程：

2022年12月８日）（再掲） 

テーマ：Does Inequality Matter? 

-How People Perceive Economic 

Disparities and Social 

Mobility- 

④第６回国際比較労働政策セミナー（日

程：2023年３月８日） 

テーマ：格差社会の現状と課題―ポスト

コロナ時代に向けた社会分断の

克服 

 

・国際フォーラム（CALSS・ILO共催） 

→中国における格差問題をテーマとした

セッションにおいて、日本の労働・社会

保障政策の経験から得られる知見につ

いての研究報告の依頼があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ コロナ禍にあって対面方式での国際セミナ

ー等の開催が難しかったが、オンラインを積極

的に活用することで、海外の研究者・研究機関

とのネットワークの形成・拡充・強化に努めた。   

また、各国と共通する重要な政策課題をテーマ

として取り上げることで、機構の研究成果の知

見を広めつつ、海外の知見も得ることで、国際

比較の観点からの労働政策研究の推進に寄与

している。 

 

 

 

 

○ OECDの新しい組織であるWISEセンター（2020

年設置）からの要請に基づきセミナーを共催し

たことで、従来の雇用・労働分野よりも幅広い

視点で活動している国際的な専門組織とのネ

ットワークの構築につながった。 

格差への対応といった重要な政策課題につ

いての企画に対して、機構の最新の調査結果を

タイムリーに提供するとともに国内のネット

ワークを活かしてプログラムを支援すること

で、WISEセンターから高い評価を受けた。 

セミナーには OECD 事務次長や日本の政労使

のトップリーダーなどハイレベルの労働関係

者が参加したこともあり、ＮＨＫ等のマスコミ
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（４）適切な指標の設定及

び研究ニーズの多様化等

への機動的な対応 

すべての労働政策研究

について、外部の有識者

から構成されるリサー

チ・アドバイザー部会等

の機構の外部評価機関を

活用し、その達成度を含

めて厳格に評価を行うな

ど、労働政策への貢献度

合い等を評価するに当た

って目標水準の妥当性を

検証して分かりやすい指

標を設定するとともに、

その把握方法の工夫に努

めること。 

また、研究ニーズの把

握に当たっては、働き方

の多様化が進展している

ことを踏まえ、働き方の

多様化に関する新しい団

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）適切な指標の設定及

び研究ニーズの多様化等

への機動的な対応 
すべての労働政策研究

について、外部の有識者

から構成されるリサー

チ・アドバイザー部会等

の機構の外部評価機関を

活用し、その達成度を含

めて厳格に評価を行うな

ど、労働政策への貢献度

合い等を評価するに当た

って目標水準の妥当性を

検証して分かりやすい指

標を設定するとともに、

その把握方法の工夫に努

める。 
また、あらかじめ研究

テーマごとに具体的な利

用目的を明確にするとと

もに、プロジェクト研究

については、調査研究の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）適切な指標の設定及

び研究ニーズの多様化等

への機動的な対応 

すべての労働政策研究

について、外部の有識者

から構成されるリサー

チ・アドバイザー部会等

の機構の外部評価機関を

活用し、その達成度を含

めて厳格に評価を行うな

ど、労働政策への貢献度

合い等を評価するに当た

って目標水準の妥当性を

検証して分かりやすい指

標を設定するとともに、

その把握方法の工夫に努

める。 

また、あらかじめ研究

テーマごとに具体的な利

用目的を明確にするとと

もに、プロジェクト研究

については、リサーチ・ア

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○すべての労働政策

研究について、機構

の外部評価機関を

活用し、その達成度

を含めて厳格に評

価を行っているか。

またプロジェクト

研究テーマについ

て、調査研究の事

前・中間・事後の各

段階で外部評価機

関の活用によりそ

の達成度を含めて

厳格に評価を行っ

ているか。 

○上記評価結果を公

開しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 海外からの訪問受入要請への対応 

・マレーシア人的資源大臣等（日程：2022年

5月 25日） 

・ノルウェー議会労働・社会委員会訪日団（日

程：2023年３月１日） 

 

○ 海外の労働関係者等を対象に、日本の労働

政策、労働事情等に関する情報・データ等を

タイムリーに提供するため、英語版ホームペ

ージでの情報提供（４年度ページビュー数は

104.3 万件）や英文情報誌「Japan Labor 

Issues」を５号発行した。（資料６参照） 

 

 

 

 

 

（５）適切な指標の設定及び研究ニーズの多様化

等への機動的な対応 

○ リサーチ・アドバイザー部会による評価 

取りまとめた研究成果のうち、労働政策研

究報告書、労働政策レポートについて、労働

研究の各分野において高度な学識を持つ外

部専門家で構成される「リサーチ・アドバイ

ザー部会」による政策的視点等からの評価を

受け、評価結果を公開している。 

（資料７－１参照） 

○ プロジェクト研究サブテーマに関する評  

価 

研究を効率的かつ効果的に推進する等の

観点から、個別研究成果の評価とは別に、プ

ロジェクト研究テーマについて、調査研究の

事前・中間・事後の各段階でリサーチ・アド

バイザー部会による、外部評価を受けてい

る。 

→ 令和 4年度は、第 2回リサーチ・アドバ

イザー部会（5 年 3 月 7 日開催）において

内部評価の報告を踏まえた議論が行われ、

了承された。 

でも取り上げられるなど、機構の研究成果の効

果的な発信にも寄与した。 

○ 高齢者政策等の重要な政策課題についての

日本の経験や政策の動向等についての知見を

求めているハイレベルの政策担当者等からの

要請に積極的に対応することで、国際的な研究

や政策形成に貢献するとともに、海外の機関等

との新たなネットワークの構築を図っている。 

○ 英文情報誌について読者から次のような評

価を得ている。 

・「国際比較により自国の動向を理解する方法

で研究しているが、このジャーナルのよう

に、信頼できる正確な記述は貴重」 

・「日本の労働市場や雇用関係における現在進

行形の軌跡を理解することができる」 

・「日本の労使関係や労働法に興味のある学生

にとって、この雑誌は教育上も役に立つと思

う」 

 

 

 

○ 内部評価については理事長をはじめとする

機構幹部が出席する内部評価委員会、外部評価

についてはリサーチ・アドバイザー部会におい

て、委員の間で評価が妥当かどうかの審議を行

ったうえで評価を確定しており、適切かつ厳格

に評価を実施している。 
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体等との意見交換等を幅

広く実施し、あらかじめ

研究テーマごとに具体的

な利用目的を明確にする

とともに、上記指標に係

る数値目標を設定し、プ

ロジェクト研究について

は、調査研究の事前・中

間・事後の各段階で外部

の有識者から構成される

リサーチ・アドバイザー

部会等の機構の外部評価

機関の活用によりその達

成度を含め厳格な評価を

実施すること。その際、評

価を踏まえて、中間段階

で成果が期待できないと

評価されたテーマは廃止

することなども含め、研

究ニーズの変化に機動的

に対応できる体制を構築

することで、労働政策の

企画立案に貢献する調査

研究に一層重点化し、調

査研究の質の向上を図る

こと。さらに、当該評価の

結果を公開すること。 

 

（５）評価における指標 

労働政策研究に関する

評価について、以下の指

標を設定する。 

１．中期目標期間中のリ

サーチ・アドバイザー

部会等の機構の外部評

価において下記の採点

基準により研究成果に

ついて平均点2.0以上

の評価を得ること。〔成

果ごとに、Ｓ評価（大変

優秀）＝３点、Ａ評価

事前・中間・事後の各段階

でリサーチ・アドバイザ

ー部会等の機構の外部評

価機関の活用によりその

達成度を含め厳格な評価

を実施する。その際、評価

を踏まえて、中間段階で

成果が期待できないと評

価されたテーマは廃止す

ることなども含め、研究

ニーズの変化に機動的に

対応できる体制を構築す

ることで、労働政策の企

画立案に貢献する調査研

究に一層重点化し、調査

研究の質の向上を図る。

さらに、当該評価の結果

を公開する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）評価における指標 

労働政策研究に関する

評価について、以下の指

標の達成を目指す。 
① 中期目標期間中のリ

サーチ・アドバイザー

部会等の機構の外部評

価において下記の採点

基準により研究成果の

平均点 2.0 以上の評価

を得る。〔成果ごとに、

Ｓ評価（大変優秀）＝３

点、Ａ評価（優秀）＝２

ドバイザー部会等の機構

の外部評価機関の活用に

より厳格な評価を実施す

る。その際、評価を踏まえ

て、研究ニーズの変化に

機動的に対応できる体制

を構築することで、労働

政策の企画立案に貢献す

る調査研究に一層重点化

し、調査研究の質の向上

を図る。さらに、当該評価

の結果を公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）評価における指標 
労働政策研究に関する

評価について、以下の指

標の達成を目指す。 

① リサーチ・アドバイ

ザー部会等の機構の外

部評価において下記の

採点基準により研究成

果の平均点 2.0 以上の

評価を得る。〔成果ごと

に、Ｓ評価（大変優秀）

＝３点、Ａ評価（優秀）

＝２点、Ｂ評価（標準）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○各数値目標につい

て、所期の目標を達

成しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 個別研究成果に関する評価については、内

部評価及び外部評価とも、1 件の個別研究成

果につき 2名の評価者があらかじめ定められ

た評価基準（内部・外部共通）に基づき、評

価票にそれぞれの評価項目についての評語

と評価コメントを記入した上で評価を行っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）評価における指標 

 

 

 

①リサーチ・アドバイザー部会による研究成果

に対する外部評価結果は 2.40（達成度

120.0％）となった。（資料７－２参照） 

（内訳①） 

Ｓ評価（大変優秀） 6点：2件 

Ａ評価（優秀）   6点：3件 

Ｂ評価（標準）   0点：0件 

Ｃ評価（要努力）  0点：0件 

Ｄ評価（レベル不足）0点：0件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ リサーチ・アドバイザー部会の委員からは、

全ての評価対象成果につき、「JILPTならではの

研究成果」「政策貢献を果たしている」といった

高い評価を受けるとともに、今後の研究の展開

等についての有益な示唆がなされた。 
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（優秀）＝２点、Ｂ評価

（標準）＝１点、Ｃ評価

以下＝０点〕（第４期実

績：2.25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

点、Ｂ評価（標準）＝１

点、Ｃ評価以下＝０点〕 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＝１点、Ｃ評価以下＝

０点〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（内訳②） 

○労働政策研究報告書 No.223『企業のキャリ

ア形成支援施策導入における現状と課題』

総合評点 Ａ 

【コメント】 

・事業や組織属性との関連の分析は、他に

例のない貴重な資料となっている。 

・キャリアコンサルティングの普及推進策

の議論に先立ち、関係者が現状認識を共

有するための有効な資料となっている。 

・キャリアコンサルティングで行われてい

ることと同じことが上司･先輩による相

談で行われている可能性もある。そのあ

たりの問題意識を持って調査票を設計

すると、もう少し違った実態が見えてき

たかもしれない。 

○労働政策研究報告書 No.224『現代イギリス

労働法政策の展開』総合評点 Ａ 

【コメント】 

・民間企業では法改正の結果だけが重要で

あり、また大学では法概念や判断基準に

ついての議論が中心となるので、こうし

た労働法政策に関する文書解説は JILPT

独自の成果と判断できよう。 

・PF就労者や個人就業者の増大等の労働市

場の変化をめぐる法的対応は、日本にお

いても喫緊の課題であるだけに、イギリ

スの政策的対応の現在を確認すること

は時宜に適った作業であり、イギリス労

働法制の問題点を確認するうえでも、ま

た、日本における法政策を検討するうえ

でも貴重な資料を提供するものであり、

極めて有益である。 

・情報量が多いだけに、イギリス法の文脈

及び日本法の文脈での意義をもう少し

敷衍して説明して欲しかった。 

○労働政策研究報告書 No.225『企業で働く人

のボランティアと社会貢献活動―パラレ

ルキャリアの可能性―』総合評点 Ａ 

【コメント】 

・これまで、大規模調査データの分析によ
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って実証的にボランティア活動の意義

を研究したものは、日本ではあまりなか

ったように思う。それゆえ、本研究は、

研究成果としてだけではなく、今後の日

本社会を考える上でも大変有益である。 

・大変貴重な研究であり、企業だけでなく

行政に対しても政策的支援の重要性を

示唆している点で、JILPT ならではの貴

重な研究成果であると評価する。 

・2018 年と 2019 年に実施した調査データ

の二次分析によって報告書を作成した

ということ自体が、JILPT の研究機構と

しての独自性といえるかもしれない。 

○労働政策研究報告書 No.226『労働審判及び

裁判上の和解における雇用終了事案の比

較分析』総合評点 Ｓ 

【コメント】 

・2003年以来、議論が展開されてきた解雇

の金銭解決問題（この経緯が的確にまと

めてあることも有益である）について、

現在、議論が膠着状態にあり、解雇の金

銭解決の実態をさらに掘り下げるべし

との要請に的確に対応した研究として

時宜にかなったもので、研究成果も有益

度が高い。 

・目的も明確であり、手堅い手法で実態を

分析しており、申し分のない出来栄えと

なっている。利用した資料は、一般の研

究者がアクセスすることは困難であり、

まさに JILPT ならではの成果。 

○労働政策レポート No.14『労働市場仲介ビ

ジネスの法政策―職業紹介法・職業安定法

の一世紀―』総合評点 Ｓ 

【コメント】 

・盛り込まれた情報、論点は的確である。

労働市場規制について一世紀に渡って

この膨大な資料を時系列に沿って収集

し整理するだけでも、高い資料的価値が

ある。 

・こうした過去の、そして現在まで続く経

験の総括は、今後の政策論議に大きな貢
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２．厚生労働省より「政策

貢献が期待できる」と

の評価を受けたプロジ

ェクト研究サブテーマ

を、中期目標期間中に

おいてテーマ総数の

90％以上確保するこ

と。（第４期実績平均：

100％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 厚生労働省より「政

策貢献が期待できる」

との評価を受けたプロ

ジェクト研究サブテー

マを、中期目標期間中

においてテーマ総数の

90％以上確保する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 厚生労働省より「政

策貢献が期待できる」

との評価を受けたプロ

ジェクト研究サブテー

マを、テーマ総数の

90％以上確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

献をなすものといえる。 

・労働法学及び労働政策にとって貴重な成

果と評価できる。 

・これだけの詳細な歴史的研究は、今後の

労働市場政策の立案にとって、関係者の

必読文献となる。 

・取り扱われた論点が多岐に渡っているの

で、それぞれについて、この研究を基礎

に深掘りできる課題があると思われる。

その意味で、労働市場の法と政策の研究

の発展の基礎を提示したと評価できる 

②プロジェクト研究サブテーマ（12テーマ）に

ついて厚生労働省の担当課室から政策への

貢献度合いについて評価を受け、12本の研究

テーマについて「政策貢献が期待できる」と

の評価を受けた。（資料８参照） 

 100％（12テーマ中 12テーマ） 

達成度 111.1％ 

＜評価コメント＞＊概要 

・「労働市場の情勢に関する分析」 

→ 本研究のテーマであるマクロ労働経済

情勢に関する分析（労働経済・雇用失業情

勢等）やアフターコロナ、少子高齢化の社

会経済情勢下における労働力需給推計に

関する研究は、雇用政策に関する議論に資

する。（職業安定局雇用政策課） 

・「企業の人材戦略の変化とその影響に関する

研究」 

→ 今後、パートタイム・有期雇用労働法及

び労働者派遣法等の見直しに向けて、研究

会及び審議会での議論において、現状の把

握、制度見直しに向けた課題等を検討する

材料として活用予定。（雇用環境・均等局有

期・短時間労働課） 

・「格差・ウェルビーイング・セーフティーネッ

ト・労働環境に関する研究」 

→ ライフステージに合わせ、労働者が自身

の希望に応じて多様な働き方を選択でき

ることは、ウェルビーイングにも資するも

のであり、セーフティネットの強化をはじ

めとした、多様なキャリア形成・働き方に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 厚生労働省のテーマ評価においては、「職業

情報」「就職支援」「若年者雇用」「仕事と生活の

両立」「労働時間」「比較労働法」「労使コミュニ

ケーション」といった第４期から継続している

テーマについて今後も政策貢献が期待できる

と評価を得たのに加え、第５期から新設された

「格差・ウェルビーイング・セーフティーネッ

ト」「タスク」「デジタル人材」等のテーマにつ

いても、喫緊の政策課題の企画・立案にも資す

る研究として期待が寄せられた。 
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資する支援策等について検討していくた

めにも、本研究テーマを参考とさせていた

だきたい。（職業安定局雇用政策課） 

・「キャリア形成・相談支援・支援ツール開発に

関する研究」 

→ 今後も、これまでの知見やノウハウをい

かして必要な調査、研究を行っていただ

き、失業中の求職者が仕事探しの意欲を維

持・促進して、就職に結びつけるための支

援施策の検討につながる研究を期待する。

（職業安定局総務課首席職業指導官室） 

→ 本研究テーマの研究成果は、「キャリア

コンサルタント登録制度等に関する検討

会」他の各種キャリア形成支援に係る会

議・研究会等で政策立案に当たっての議論

に活用予定であり、キャリアコンサルタン

ト制度を含めたキャリア形成支援施策の

推進のための有益な資料として貢献して

いる。（人材開発統括官キャリア形成支援

室） 

・「技術革新と人材育成に関する研究」 

→ 「技術革新によるジョブ・タスクの変化

と労働者のスキル・キャリア形成」に係る

研究成果は、厚生労働省主催の OECD「スキ

ルレビュー」報告書の公表イベントにおい

て発表いただき、OECDとの議論に大きく貢

献した。（人材開発統括官人材開発政策担

当参事官室） 

→ 「技術革新の進展による能力開発の複雑

化と労働者への影響に関する研究」では、

令和５年度に、社外における業務経験を通

じた人材育成の先進事例等の調査・分析が

予定されている。副業・兼業や在籍型出向

等社外での業務経験は、「職場における学

び・学び直し促進ガイドライン」でも推奨

しているところであり、こうした問題意識

を共有する本研究の成果は、今後の人材開

発施策の企画立案に広く資するものと見

込まれる。（人材開発統括官人材開発政策

担当参事官室） 

・「デジタル人材の能力開発に関する研究」 
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→ 喫緊の政策課題となっている「デジタル

人材」の人材育成・能力開発に関する実態

把握・分析結果等の知見の提供により、関

連施策の企画・立案に資することが期待さ

れる。（人材開発統括官人材開発政策担当

参事官室政策企画室） 

・「多様な人材と活躍に関する研究」 

→ 「令和３年パートタイム・有期雇用労働

者総合実態調査」の二次分析による労働力

不足下における非正規雇用労働者の活用・

就業実態や、正規転換者の転換前後の処遇

等の把握を通じた正規・非正規間の格差や

壁のありように関する調査結果は、パート

タイム・有期雇用労働法の見直しの検討規

定等を踏まえ、今後、研究会及び審議会で

の議論において、現状の把握、制度見直し

に向けた課題等を検討する材料として活

用したい。（雇用環境・均等局有期・短時間

労働課） 

・「労働時間・賃金等人事管理に関する研究」 

→ 過労死等の防止のための調査研究のう

ち、労働・社会面調査（労働安全衛生総合

研究所過労死等防止調査研究センター）の

結果の分析等にあたり、多角的な視点から

の実態解明に活用することができると考

えている。（労働基準局総務課過労死等防

止対策推進室） 

→ 「AI 技術等の職場・働き方への影響に関

する国際比較研究」は、AIによる人事労務

管理等について今後検討する際に有用で

あると考える。今後も引き続き、施行状況

を把握するための調査研究について相談

したい。（労働基準局労働条件政策課） 

・「仕事と生活の両立に関する研究」 

→ 仕事と生活の両立支援に取り組む当課

にとって重要なテーマである。今後、仕事

と介護の両立支援制度のあり方を検討す

る際に参考としたい。（雇用環境・均等局職

業生活両立課） 

・「多様な／新たな働き方と労働法施策に関す

る研究」 
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３．労働関係法令・指針・

ガイドラインの制定・

改正、予算・事業の創

設・見直し、政策評価、

審議会・検討会、政党・

労使団体への説明での

活用、政府の法案提出

に繋がった研究成果

を、成果総数（※）の

85％以上得ること。（第

４期実績平均：92.9％） 

（※）別紙に掲げるプ

ロジェクト研究の

テーマのうち、「労

使関係」に該当す

る分野の研究成果

を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 労働関係法令・指針・

ガイドラインの制定・

改正、予算・事業の創

設・見直し、政策評価、

審議会・検討会、政党・

労使団体への説明での

活用、政府の法案提出

に繋がった研究成果

を、成果総数（※）の

85％以上得る。 
※ 別紙１に掲げるプ

ロジェクト研究のテ

ーマのうち、「労使関

係」に該当する分野

の研究成果を除く。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 労働関係法令・指針・

ガイドラインの制定・

改正、予算・事業の創

設・見直し、政策評価、

審議会・検討会、政党・

労使団体への説明での

活用、政府の法案提出

に繋がった研究成果

を、成果総数 (※ )の

85％以上得る。 

※ 別紙に掲げるプロ

ジェクト研究のテー

マのうち、「労使関

係」に該当する分野

の研究成果を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 社会の変化に対応した多様で柔軟な働

き方の在り方を検討していく上で、諸外国

の制度は参考になる部分が多く、日本と対

比的に捉えることで、労働政策の企画立案

等の検討にあたり、一つの参考になり得る

ことから、有意義な研究であると考える。

（労働基準局労働関係法課） 

・「労使関係・労使コミュニケーションに関する

研究」 

→ 本研究テーマにおいても今後の労働政

策基本部会における議論において、研究成

果を基に AI 等の新しい技術を導入した企

業における最新の労使コミュニケーショ

ンの在り方等について、議論を行う基礎資

料として活用することが十分期待できる。

（政策統括官（総合政策担当）政策統括室） 

③ 対象となる 24 本の研究成果について、厚

生労働省の担当課室から研究成果の労働政

策の企画立案及び実施への活用度合いにつ

いて評価を受け、23本の研究成果で「活用し

た」または「活用する予定である」との評価

を受けた。（資料９参照） 

95.8％（24本研究成果中 23本） 

達成度 112.7％ 

（内訳） 

・プロジェクト研究 95.4％（21件/22件） 

 「活用した」：6件 

 「活用する予定である」:15件 

 「現時点で活用する予定はない」：1件 

・課題研究 100％(1/1件) 

 「活用する予定である」：1件 

・緊急調査 100％(1/1件) 

 「活用した」：１件 

＜活用した＞ 

・労働政策研究報告書 No.226『労働審判及び

裁判上の和解における雇用終了事案の比較

分析』 

→ 労働政策審議会労働条件分科会での資

料として活用（労働基準局労働関係法課） 

・資料シリーズ No.260『「job tag」（職業情報

提供サイト（日本版 O-NET））のインプットデ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「活用予定なし」とされた成果１本について、

「現時点では具体的な活用予定はない」もの

の、「次年度予定の『過労死等の防止のための対

策に関する大綱』の見直し等について検討する

際などに、活用する可能性がある」とされ、今

後の活用見込みについて言及があった。 
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ータ開発に関する研究（2021 年度）』 

→ 予算・事業の創設・見直しの検討に活用

（職業安定局雇用政策課） 

・資料シリーズ No.261『へこたれない仕事探し

―失業中の求職者を対象とした求職活動支

援の研究―』 

→ 労働大学校の「労働行政職員オンライン

公開講座」をハローワーク等現場職員が受

講（令和 4年 12月）（職業安定局総務課首

席職業指導官室） 

・資料シリーズ No.264『Web提供型の簡易版職

業適性評価ツール ：Gテストの検査拡充に係

るプロトタイプ開発報告』 

→ 簡易版職業適性検査（Gテスト）（ベーシ

ック版）を実装したことにより、job tag

（職業情報提供サイト（日本版 O-NET））の

アクセス件数が急増した。今般開発したア

ドバンス版も追加。（職業安定局雇用政策

課） 

・研究開発成果物『第 5回改定厚生労働省編職

業分類職業分類表 改定の経緯とその内容』 

→ 厚生労働省が各都道府県労働局に対し

厚生労働省編職業分類の改定に係る通知

を令和 4 年 4 月 14 日に発出し、当該分類

によるハローワーク業務が令和 5年 3月 20

日から開始された。（職業安定局総務課首

席職業指導官室） 

・研究開発成果物『第 5回改定厚生労働省編職

業分類 職業名索引』 

→ 厚生労働省が各都道府県労働局に対し

令和 4年 10月 17日に事務連絡を発出し、

厚生労働省編職業分類職業名索引を共有

するとともに、ハローワークシステムに当

該索引データを組み込み、求職登録や求人

検索等の様々な機能で活用。（職業安定局

総務課首席職業指導官室） 

＜活用する予定＞ 

・労働政策研究報告書 No.223『企業のキャリア

形成支援施策導入における現状と課題』 

→ 「キャリアコンサルタント登録制度等に

関する検討会」（令和 5 年 7 月頃）で活用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定。（人材開発統括官キャリア形成支援

室） 

・労働政策レポート No.14『労働市場仲介ビジ

ネスの法政策―職業紹介法･職業安定法の一

世紀―』 

→ 職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）

の改正（令和 8年頃）にあたっての参考資

料として活用予定（職業安定局需給調整事

業課） 

・資料シリーズ No.265『雇用調整助成金の支給

実態―リーマン・ショックからコロナ禍１年

目にかけて―』 

→ 第 9 回 EBPM アドバイザリーボード（令

和 5年 4月 17日開催予定）「経済・財政一

体改革エビデンス整備プラン 2023（案）」）

で活用予定（職業安定局雇用開発企画課） 

・ディスカッションペーパー 22-09『地域移動

の移動パターンと賃金』 

→ 予算・事業の創設・見直しの検討に活用

予定（地域雇用活性化推進事業、地域活性

化雇用創造プロジェクト、中途採用等支援

助成金（UIJ ターンコース））（職業安定局

地域雇用対策課） 

・ディスカッションペーパー22-10『コロナ禍・

中長期における賃金の動向と賃金の上方硬

直性に係る論点整理』 

→ 雇用政策研究会では、今後の中長期的な

雇用政策の方向性について議論する予定

であり、考え方の整理の際に参考とした

い。（職業安定局雇用政策課） 

・ディスカッションペーパー 23-01『職場にお

ける感染症拡大防止をめぐる法政策―コロ

ナ禍におけるドイツ労働法の形成と展開』 

→ コロナ労働保護規則と感染症予防法に

おける強いエンフォースメントの手法と、

個々の事業所に判断を委ねる柔軟な方針

など、我が国の施策と比較検討できる点に

ついては非常に参考になる。今後のパンデ

ミックが想定される際の指針やガイドラ

イン策定の際の参考としたい。（労働基準

局安全衛生部労働衛生課） 
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４．労働政策研究の成果

についての有識者を対

象としたアンケート調

査を実施し、下記基準

により2.2以上の評価

を得ること。〔大変有

益：３、有益:２、あま

り有益でない：１、有益

でない:０〕（第４期実

績平均：2.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 労働政策研究の成果

についての有識者を対

象としたアンケート調

査を実施し、下記基準

により 2.2 以上の評価

を得る。〔大変有益：３、

有益：２、あまり有益で

ない:１、有益でない：

０〕 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 労働政策研究の成果

についての有識者を対

象としたアンケート調

査を実施し、下記基準

により 2.2 以上の評価

を得る。〔大変有益：３、

有益：２、あまり有益で

ない:１、有益でない：

０〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現時点では活用する予定はない＞ 

下記成果については「現時点では活用予定は

ない」とされたものの、政策貢献が今後期待で

きるとのコメントがあった。 

・資料シリーズ No.267「過重負荷による労災認

定事案の研究 その 4」 

→ 次年度予定の「過労死等の防止のための

対策に関する大綱」の見直し等について検

討する際などに、活用する可能性がある。 

④有識者アンケート 

学識経験者、地方行政官、労働組合、使用

者を対象にアンケート調査を行い、労働政策

研究の成果について有益であるかどうかの

評価を受けた。（資料 10参照） 

調査研究成果の評価 

2.55 

達成度 115.9％ 

（内訳） 

学識経験者 2.69 

地方行政官 2.33 

労働組合  2.38 

使用者   2.31 

＜有識者コメント＞ 

・必要な情報、信頼できる研究成果などを早

くかつ、ある程度、網羅的に得ることがで

きる。 

・個人では行えない大規模調査の結果が利用

できる。個票データの公開がもっと進めば

なおありがたい。 
・提言（施策）をより多くしてほしい。 
・社会情勢を反映したタイムリーなトピック

を取り上げ、調査データとともに研究成果

が報告されている。 
・労働政策に関する知見について網羅的に取

り扱っていることは他に類がない。 
・論文の先行研究として活用しているほか、

科研費等の競争研究費獲得時の計画で研

究の進展把握において活用調査対象が幅

広いのは JILPTならではだと思う。 
・日本を代表する労働研究の専門機関であ

り、海外研究者からも高く評価され、信頼

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 有識者の各属性別でも髙い評価を得ること

ができ、特に学識経験者からの評価が全体平均

を上回る有益度となった。 
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５．内外の関連する他の

研究機関との研究交流

等を促進するととも

に、研究員が出席した

国際会議、国際学会等

において、研究成果等

について発表を積極的

に行い、会議等での交

流を踏まえつつ先進国

及びアジア諸国を中心

に幅広く海外の研究機

関との連携体制の構築

を図ること。また、機構

から積極的に英語での

情報発信を図ること。 

 

 

 

（参考指標） 

○厚労省との連携実績 

・厚生労働省とのハイ

レベル会合等開催実

績 

・行政担当者の研究参

加人数 

・厚生労働省その他行

政機関の審議会・研

究会等への参画件数 

・労働政策担当者向け

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 内外の関連する他の

研究機関との研究交流

等を促進するととも

に、研究員が出席した

国際会議、国際学会等

において、研究成果等

について発表を積極的

に行い、会議等での交

流を踏まえつつ先進国

及びアジア諸国を中心

に幅広く海外の研究機

関との連携体制の構築

を図る。また、機構から

積極的に英語での情報

発信を図る。 
 
 
 
（参考指標） 
○厚労省等との連携実績 
・厚生労働省とのハイ

レベル会合等開催実

績 
・行政担当者の研究参

加人数 
・厚生労働省その他行

政機関の審議会・研

究会等への参画件数 
・労働政策担当者向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 内外の関連する他の

研究機関との研究交流

等を促進するととも

に、研究員が出席した

国際会議、国際学会等

において、研究成果等

について発表を積極的

に行い、会議等での交

流を踏まえつつ先進国

及びアジア諸国を中心

に幅広く海外の研究機

関との連携体制の構築

を図る。また、機構から

積極的に英語での情報

発信を図る。 

 

 

 

（参考指標） 

○厚労省等との連携実績 

・厚生労働省とのハイ

レベル会合等開催実

績 

・行政担当者の研究参

加人数 

・厚生労働省その他行

政機関の審議会・研

究会等への参画件数 

・労働政策担当者向け

されている。 
・各種の調査を行うには、人的にも金銭的に

も多くのリソースを投入する必要がある

が、個人の研究者が行うのは困難なことも

多く、貴機構の貢献がとても大きい。 
・労働関係データ、特に海外と比較可能な ILO

や OECD 等データを整理、公表している。調

査シリーズもタイムリーなものが多く、用

いやすい。 
・現下及び将来の労働に関する課題や方向性

の全体像を理解するのに役立っている。 
・紙媒体での発行を復活してほしい。 

⑤内外の研究機関との連携体制の構築/英語で

の情報発信（再掲） 

・連合総合生活開発研究所との意見交換 

・日本政策金融公庫総合研究所との意見交換 

・「NHKとの共同研究」等 

・OECD「スキルレビュー」報告会での講演 

・OECD Local Development Forumへの参加 

・欧州経済社会評議会（EESC）日 EUフォロー

アップ委員会における研究報告 

・国際フォーラム（CALSS・ILO共催）におけ

る研究報告 

・日韓ワークショップ 

・北東アジア労働フォーラム 

・経済協力開発機構(OECD)との共催セミナー 

・第６回国際比較労働政策セミナー 

・海外からの訪問要請への対応 

・英文情報誌『Japan Labor Issues』の発行 

 

（参考指標） 

○厚労省等との連携実績 

・厚生労働省とのハイレベル会合：3月 13日

開催（再掲） 

 

・行政担当者の研究参加人数：17名（前年度

実績 11名） 

・厚生労働省その他行政機関の審議会・研究

会等への参画件数：61件（前年実績 49件）

（再掲） 

・労働政策担当者向け勉強会の開催実績：3回
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勉強会の開催実績 

○民間等との連携実績 

・労使団体等との会議

開催実績 

 

 

 

・働き方の多様化に関

する新しい団体等と

の意見交換回数 

・他の研究機関等との

共同研究・研究交流

実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・労使団体・地方公共団

体・ＮＰＯ等に向け

た講演回数 

○成果活用実績等 

・成果の取りまとめ件   

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

・審議会・検討会等での

活用件数 

勉強会の開催実績 
○民間等との連携実績 
・労使団体等との会議

開催実績 
 
 
 
・働き方の多様化に関

する新しい団体等と

の意見交換回数 
・他の研究機関等との

共同研究・研究交流

実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・労使団体・ 地方公共

団体・ＮＰＯ等に向

けた講演回数 
○成果活用実績等 
・成果の取りまとめ件   

数 
 
 
 
 
 
 
 
 
・審議会・検討会等での

活用件数 

勉強会の開催実績 

○民間等との連携実績 

・労使団体等との会議

開催実績 

 

 

 

・働き方の多様化に関

する新しい団体等と

の意見交換回数 

・他の研究機関等との

共同研究・研究交流

実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・労使団体・ 地方公共

団体・ＮＰＯ等に向

けた講演回数 

○成果活用実績等 

・成果の取りまとめ件

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

・審議会・検討会等での

活用件数 

（再掲） 

○民間等との連携実績（再掲） 

・労使団体等との会議開催実績 

→ 連合総研(12 月１日)、政策金融公庫

（12月 6日）、経営部会（経団連・日商・

全国中央会、１月 25日）、労働部会（連

合・連合総研、1月 26日）を開催 

・働き方の多様化に関する新しい団体等との

意見交換回数：2回 

 

・他の研究機関等との共同研究・研究交流実

績：5件（再掲） 

→「暮らしと意識に関する NHK・JILPT共

同調査」（7月） 

→慶應義塾大学経済学部附属経済研究所

パネルデータ設計・解析センター（PDRC）

との共催セミナー（3月 17日）。 

→労働安全衛生総合研究所と過労死防止

等に関する共同研究 

→OECD との共催セミナー（ハイレベル・ラ

ウンドテーブル） 

→OECD の８カ国共同研究「AI 等が職場に

及ぼす影響に関する研究」参加 

・労使団体・地方公共団体・ＮＰＯ等に向け

た講演回数：58回（再掲） 

 

○成果活用実績等 

・研究成果のとりまとめ件数 

31件（前年実績 48件） 

プロジェクト研究シリーズ：4件 

労働政策研究報告書：4件 

労働政策レポート：１件 

調査シリーズ：１件 

資料シリーズ：11件 

ディスカッションペーパー：7件 

研究開発成果物：2件 

政策論点レポート：１件 

・審議会・検討会等での活用件数 

188件（前年実績 195件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、Ａと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

・中長期的な課題も含め、厚生労働省と連携して

労働政策の動向を適切に把握し、対応するとと

もに、現時点では想定していない様々な政策課

題が生じた際にも適切に対応できるよう、労働

政策の基礎となる研究を体系的・継続的に推進

する。 

・ＥＢＰＭに基づく労働政策の企画立案及び推進

に一層貢献する質の高い水準の調査研究を戦略

的に推進し、高い水準の成果を生み出すよう努

める。 

・労働政策の研究において考慮すべき領域が広が

っていることを踏まえ、外部研究機関・研究者

との共同研究を進めるとともに、働き方の多様

化に関する新しい団体等との意見交換等を通じ

て新たな研究への視点を取り入れるなど、研究

の実施体制の強化を図る。 

・各国研究者、研究機関との一層の交流・共同研

究等を通じて、各国の抱える諸課題への対応に

関する知見を共有し、研究調査の質の向上を図

るとともに、国際セミナーの開催、国際会議・

国際学会等における研究成果の発信に努める。

これらの取り組みにより、研究者の人材育成、

機構の国際的プレゼンスの向上を図る。 
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４．その他参考情報 

【目標の設定及び水準の考え方】 
・調査研究の評価に関する指標については、客観性を持った厳格な評価を実施する観点から、外部の有識者による評価を重点的に評価することとする。 
・プロジェクト研究について、労働政策の企画立案及び実施への貢献度を測る指標として、厚生労働省の実務担当者による評価を指標として採用することとする。 
・労働政策の企画立案及び推進への貢献度を測る指標として、政策に関する検討及び立案に結びつくような質の高い研究の量を指標として設定することとする。 
・研究交流等の促進及び研究員の人材育成を図るとともに、海外交流の度合いや、国際的な研究拠点としての機能を測る指標として、研究員の国際会議等での研究成果等の発表、英語での情報発信や、海外の研究機関との連携体制の構築

を定性的指標として設定することとする。 
・目標水準について、基本的には、既存の指標は第４期中期目標期間（平成 29 年度～令和３年度）の実績を踏まえ、第４期の目標水準以上の水準を設定することとする。 

【重要度：高とした考え方】 
――人口減少社会の進行や多様な働き方の拡大、AIや ICTを中心とした技術革新に伴う産業構造の変化など、我が国の労働市場を取り巻く環境が大きく変化している中で、厚生労働省がこれらの課題に的確に対応した労働政策を適切に企

画立案及び推進していくために、客観的かつ質の高い労働政策研究に基づくエビデンスが重要であるため。 
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１－１－４－１中期目標管理法人年度評価項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 労働事情・労働政策に関する情報の収集・整理 

業務に関連する政策・施策 ・労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること（Ⅲ－２－１）/・被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること（Ⅲ－３－２）/・

労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図るこ

と（Ⅲ－４－１）/・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支援等を推進すること（Ⅳ－１－１）/・非正規雇用労

働者（短時間労働者・有期契約労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること（Ⅳ－２－１）/・長時間労働の抑制、年次有給休

暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること（Ⅳ－３－１）/・豊かで安定した勤労者生活の実現を図る

こと（Ⅳ－３－２）/・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅳ－４－１）/・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適

正な運営を確保すること（Ⅴ－１－１）/・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅴ－２－１）/・高齢者・障害者・

若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅴ－３－１）/・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅴ－

４－１）/・求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること（Ⅴ－５－１）/・多様な職

業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること（Ⅵ－１－１）/・若年者の雇用を促進すること（基本目標Ⅴ施策目標３－１を

参照）（Ⅵ－２－１）/・若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること（Ⅵ－２－２）/・福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等を

すること（Ⅵ－２－３）/・技能継承・振興のための施策を推進すること（Ⅵ－３－１） 

当該事業実施に

係る根拠（個別

法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第１２条第２号 

当該項目の重要度、難易度 
― 

関連する政策評

価・行政事業レ

ビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 
（参考） 

前中期目標期間 
平均値等 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

指標 
令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

国内情報収集成果の提供件数（実績） 毎年度延べ 140

件以上 
151件 152件 ― ― ― ― 予算額（千円） 327,695     

同上（達成度）  108％ 108.6％ ― ― ― ― 

決算額（千円） 326,106     
海外情報収集成果の提供件数（実績） 毎年度延べ 150

件以上 
159件 151件 ― ― ― ― 

同上（達成度）  106％ 100.7% ― ― ― ― 

経常費用（千円） 367,748     有識者アンケートによるホームページ

の国内労働事情についての評価（実績） 
有益度の平均点

2.0以上 
― 2.57 ― ― ― ― 

同上（達成度）  ― 128.5％ ― ― ― ― 

経常利益（千円） 1,871     有識者アンケートによるホームページ

の海外労働情報についての評価（実績） 
有益度の平均点

2.0以上 
― 2.59 ― ― ― ― 

同上（達成度）  ― 129.5％     独立行政法人の業務

運営に関して国民の

負担に帰せられる行

政コスト（千円） 

367,748     有識者アンケートによるホームページ

の統計情報についての評価（実績） 
有益度の平均点

2.0以上 
― 2.60 ― ― ― ― 

同上（達成度）  ― 130.0％     従事人員数（人） 16     
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                             注３）予算額､決算額は支出額を記載｡人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 

中期目標 中期計画 令和４年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 
  

 

２ 労働事情・労働政策に

関する情報の収集・整理 

（１）情報の収集・整理に関

する取組の推進 

労働事情・労働政策に

関する情報の収集・整理

については、国内外の情

報を分かりやすく整理

し、政策担当者及び民間

企業等の労使関係者によ

る労働事情等に関する実

態の把握や、労働政策の

効果の検証に資するよう

なエビデンスを提供する

ことを目的として、厚生

労働省や外部の関係機関

とも連携し、内外の労働

事情、各種の統計データ

等を継続的に収集・整理

することで、有益かつ有

効な情報を機動的かつ効

率的に作成・情報提供で

きる体制の整備や、誰も

が活用しやすいような情

報の整理を図るととも

に、国際化の進展により

共通した課題に直面する

国も多くなっていること

を踏まえ、国際比較が可

能なデータを中心に海外

の調査・情報収集を実施

すること。 

また、労働政策の企画

立案に関する議論の活性

化を図るために、国際比

較が可能なデータを含

 
 
２ 労働事情・労働政策に

関する情報の収集・整理 
（１）情報の収集・整理に関

する取組の推進 
国内外の情報を分かり

やすく整理し、政策担当

者及び民間企業等の労使

関係者による労働事情等

に関する実態の把握や、

労働政策の効果の検証に

資するようなエビデンス

を提供することを目的と

して、厚生労働省や外部

の関係機関とも連携し、

内外の労働事情、各種の

統計データ等を継続的に

収集・整理することで、有

益かつ有効な情報を機動

的かつ効率的に作成・情

報提供できる体制の整備

や、誰もが活用しやすい

ような情報の整理を図

る。特に海外の調査・情報

収集については、国際化

の進展により共通した課

題に直面する国も多くな

っており、労働事情、統計

データ等の国際比較の重

要度が増していることを

踏まえ、国際比較が可能

なデータを中心に調査・

情報収集を実施する。 
また、労働政策の企画

立案に関する議論の活性

化を図るために、国際比

較が可能なデータを含

 
 
２ 労働事情・労働政策に

関する情報の収集・整理 
（１）情報の収集・整理に関

する取組の推進 
政策担当者及び民間企

業等の労使関係者による

労働事情等の実態把握

や、労働政策の効果の検

証に資することを目的と

して、内外の労働事情、各

種の統計データ等を継続

的に収集するとともに、

誰もが活用しやすいよう

に整理し、機動的かつ効

率的に情報提供する。 
また、政策課題を取り

巻く時宜に応じた情報の

収集・整理についても機

動的かつ効率的に対応す

る。 
さらに、機構が調査研

究を通じて取得したデー

タ等の利用促進を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

○政策担当者及び民

間企業等の労使関

係者による労働事

情等の実態把握や、

労働政策の効果の

検証に資する内外

の労働事情、各種の

統計データ等を継

続的に収集すると

ともに、誰もが活用

しやすいように整

理し、機動的かつ効

率的に情報提供し

ているか。 

○政策課題を取り巻

く時宜に応じた情

報の収集・整理につ

いても機動的かつ

効率的に対応して

いるか 

○機構が調査研究を

通じて取得したデ

ータ等の利用促進

を図っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定＞：Ｂ 
＜根拠＞ 
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め、政策課題を取り巻く

時宜に応じた情報の収

集・整理についても機動

的かつ効率的に対応する

とともに、研究部門と調

査部門の連携を密に実施

することにより、労働政

策研究の推進に資する調

査・情報収集を推進する

こと。 

さらに、オープンデー

タを推進し、社会全体の

研究活動の活性化・効率

化を促進する観点から、

機構が調査研究を通じて

取得したデータ等の利用

促進を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

め、政策課題を取り巻く

時宜に応じた情報の収

集・整理についても機動

的かつ効率的に対応す

る。 
さらに、オープンデー

タを推進し、社会全体の

研究活動の活性化・効率

化を促進する観点から、

機構が調査研究を通じて

取得したデータ等の利用

促進を図る。 
実施に当たっては、研

究部門と調査部門が連携

し、より有益かつ有効な

情報を迅速かつ的確に収

集・整理し、提供する。 
具体的には、以下のとおり

業務を実施する。 
 
イ  国内労働事情の収

集・整理 
中長期的観点から労働

政策研究の基礎となる情

報を収集する定点観測調

査を通じて、雇用や人事

労務管理などに関する国

内の労働事情の情報と動

向を継続的に収集・整理

するとともに、喫緊の政

策課題等に対応した情報

収集・整理を行う。 
情報収集の成果につい

ては、政策検討資料等と

して取りまとめて厚生労

働省に提供するととも

に、ニュースレター等に

より、国民各層及び海外

の関係者に幅広く提供す

る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ  国内労働事情の収

集・整理 
定点観測的調査やビジ

ネス・レーバー・モニター

調査、地域シンクタンク・

モニター調査等を通じ、

雇用や人事労務など幅広

い分野において、労働政

策研究に不可欠の要素で

ある「労働現場の実態把

握」としての有益かつ有

効な情報を収集するとと

もに、誰もが活用しやす

いよう整理する。また喫

緊の政策課題等に対応し

た情報収集・整理を行う。 
情報収集の成果につい

ては、政策検討資料等と

して取りまとめて厚生労

働省に提供するととも

に、ニュースレター等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 国内労働事情の収集・整理 

○ 国内労働関係情報の収集・整理・提供実績

は 152件（前年度 146件）で、年度目標（140

件以上）を上回り達成度は 108.6％となった。 

○ 政労使への取材、労使および地域シンクタ

ンモニター調査等を通じた情報収集を行い、

労働現場の実態把握に努めた。 

＜取材等による情報収集､整理＞ 

・副業・兼業の働き方を活かした地域の活

性化や人材育成、社会貢献活動の事例 

・2022 春闘における賃上げ状況 

・労働組合のハラスメントのない職場づく

りの取り組み 

・働く女性の健康を支える先行的な取り組

み事例 

・社内外の労働者のリスキリング・リカレ

ント学習に取り組む企業・大学 

・政労使がまとめた 22 春闘の賃上げ最終

結果 

・キャリア採用や中途採用に積極的に乗り

出す企業の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国内労働事情の収集・整理】 

○ 情報収集件数実績は、目標を上回る達成水準

となった。 

○ 有識者評価は、目標（2.0以上）を上回る 2.57

であった。（達成度 128.5％） 

○ 各種モニター調査、定点観測調査等はスケジ

ュールに沿って実施することができた。 

○ 今年度は物価上昇や人材不足への対応を踏

まえた賃上げが重要テーマとなったことを意

識し、労組についてはコロナ禍が続くなか、定

期大会から春闘要求を決める機関会議、その後

の交渉などを中心に情報収集することとし、主

要産別および単組の動向を継続的に取材し、そ

の内容を『ビジネス・レーバー・トレンド』お

よびメールマガジンで公表した。 

○ 企業等については、『ビジネス・レーバー・ト

レンド』の企画に合わせて、リスキリングなど

政府の重点施策方針も意識しながら、重要と思

われるトピック・テーマについて取材を実施。

労働行政等についても、厚生労働省における発

表資料や審議会等の報告、さらには首相官邸周
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より、国民各層及び海外

の関係者に幅広く提供す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・副業人材の受け入れや職員の副業解禁で

地域活性化を図る自治体の取り組み 

・若者を巻き込んだ労働組合活動 

・若手組合員の組合活動への参画状況 

・デジタル化（DX）に向けたものづくり企

業の人材開発の最新動向 

・高齢者雇用の近年の動向 

・企業・行政における就職氷河期世代の就

職支援 

 

＜労使等モニターを通じた情報収集＞ 

・労使等モニター調査 

企業・業界団体および地域シンクタン

クを対象とするモニターへの調査を各

４回実施し、労働現場の最新動向を収

集・整理した。 

企業・業界団体調査では、特別調査も

３回実施し、「各種ハラスメントの最新

の状況」、「リスキリング・リカレント教

育の最新状況と新型コロナ第７波への

対応」、「改正高年齢者雇用安定法への対

応状況」について情報を収集した。 

地域シンクタンク・モニター調査にお

いては、それぞれの地域での副業・兼業

の動向や人手不足・採用難、改正高年齢

者雇用安定法への対応に関わる情報の

提供を求めた。 

また、労働組合（単組、産業別労組）

モニターへの調査を２回実施し、活動方

針の柱や重点取り組み課題、23春闘の要

求・交渉・妥結状況等の実態を把握した。 

＜定点観測的調査＞ 

・第８回勤労生活調査（大規模個人調査）

（令和３年度実査）の集計・分析を実施

した。 

○ 収集・整理した労働現場における最新の情

報は、迅速に情報発信できるメールマガジ

ン、分かりやすい形で情報を提供する『ビジ

ネス・レーバー・トレンド』（5月号、6月号、

7 月号、8・9 月号、10 月号、11 月号、12 月

号、1・2月号、3月号、4月号／年間 10回）

辺の情報なども収集し、その内容をわかりやす

い内容で記事化して紹介した。 

○ 企業・業界団体および地域シンクタンク・モ

ニターについては、定例調査として経済および

雇用の動向についての報告を求めるとともに、

『ビジネス・レーバー・トレンド』の企画に合

わせる形で適宜、特別テーマを決めて調査を実

施した。その内容は遅滞なくとりまとめ、『ビジ

ネス・レーバー・トレンド』の特集に連動させ

て紹介している。 

○ 産別・単組へのモニター調査については、組

合活動にも大きな影響を与えたコロナ禍を経

ての活動方針の柱を尋ねるとともに、前述のよ

うに例年になく賃上げが労働組合の重要課題

になっていたことを踏まえ、春闘の要求・交渉・

妥結の流れを確認できるような調査を心掛け、

対象組合から貴重な情報を得ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 『ビジネス・レーバー・トレンド』は令和４

年度より紙媒体から電子媒体に移行し、ホーム

ページ公表時点での最新の情報を提供してい

る。 
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を、ホームページを通じて公表した。 

・BLT5 月号「副業・兼業が秘める可能性」 

・BLT6 月号「賃上げは実現できたのか－－

2022春闘の最新状況」 

・BLT7月号「ハラスメントのない職場をつく

る」 

・BLT8・9月号「働く女性の健康を支える」 

・BLT10 月号「リスキリング・リカレント学

習の現在（いま）」 

・BLT11月号「キャリア採用に向かう企業」 

・BLT12 月号「どうしたら若者を労働組合活

動に巻き込めるか」 

・BLT1・2 月号「主体的なキャリア形成を支

援する」 

・BLT3月号「70歳まで働ける職場をつくる」 

・BLT4月号「就職氷河期世代の就職を支援す

る－－各現場での取り組み」 

○ 労使関係者等との間で長年にわたり構築

してきたネットワークを最大限に活用し、

様々な関係者への取材・情報収集を精力的に

行うとともに、組織的な重点取り組みテーマ

「新型コロナウイルス感染拡大の社会・経

済・雇用への影響」について、引き続き労使

等への取材や労使及び地域シンクタンクの

モニター調査などで実態把握、情報収集に努

めるとともに、昨今の労働分野のトピックの

取材も行っている。 

○ 要請調査 

喫緊の政策課題について、厚生労働省から

の要請に基づき、重要性の高い以下のテーマ

についての調査を実施し、調査結果・集計デ

ータを要請部局に提供した。 

・課題調査７件 

（R3要請） 

「高度プロフェッショナル制度の実態に

関する調査」（企業アンケート調査） 

「最低賃金の引上げと企業行動に関する

調査」 

（R4要請） 

「治療と仕事の両立に関する実態調査」

（患者 WEBモニター調査・企業アンケー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 要請調査については、年度当初から実施する

課題調査と、年度途中に要請される緊急調査も

加え計 10 テーマの調査を同時進行で行ってい

る。そうしたなか、内容についても、デリケー

トな調査テーマを慎重かつ迅速に行う必要に

迫られたり、「データのみ先行して知りたい」

（アンケート調査）、「実施の都度、先行してレ

ポートを提供して欲しい」（ヒアリング調査）な

どといった求めに応え、「職務・役割に重きを置

いた人事制度を導入している企業の実態調査」

では厚労省において令和４年度労働経済白書

のコラムとして活用するため企業ヒアリング

実施の都度レポートを提出するなど、当初の予

定から遅れることのないよう、それぞれの調査
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ト調査） 

「創業支援等措置等に関する実態調査」

（企業ヒアリング調査） 

「職務・役割に重きを置いた人事制度を導

入している企業の実態調査」（企業ヒア

リング調査） 

「最低賃金の引上げと企業行動に関する

調査」 

「短時間労働者に対する被用者保険の適

用拡大が労働市場に与える影響調査」 

・緊急調査 10件 

（R3緊急要請） 

「労基法第 26 条の休業手当に関する実態

調査」 

「シフト制の課題とその対応状況につい

ての調査」（労働者アンケート調査、企

業・労働者ヒアリング調査） 

「企業における既卒者採用の実態調査」

（企業モニター調査） 

「ものづくり産業のデジタル技術活用と

人材確保・育成に関する調査」（企業アン

ケート調査） 

「働き手が能力を発揮するための円滑な

労働移動の促進に向けた課題に関する

調査」（企業ヒアリング調査） 

（R4緊急要請） 

「副業・兼業を行う労働者に係る労務管理

等に関する実態調査」（労働者 WEB モニ

ター調査） 

「企業の賃金決定に係る調査」（企業アン

ケート調査） 

「家事使用人に関する実態調査」（家事使

用人アンケート調査） 

「ものづくり産業のデジタル技術活用と

人材確保・育成に関する調査等における

統計表の特別集計」（データの再集計） 

「賃上げ企業等の好取組事例の収集」 

◯ 厚生労働省の要請に基づく課題調査につ

いては、緊密に要請元と協議しながら、的確

かつ効率的な調査実施に努めている。調査結

果については、令和４年度の各種白書や法案

を進め、成果物をとりまとめるよう努めた。 

◯ 厚生労働省の要請に基づく課題調査等の結

果については、各種白書や厚生労働省の審議会

等で活用されるなど法案審議等の議論の基礎

資料となっており、政策立案に貢献した。 

○ 「賃上げ企業等の好取組事例の収集」（R4 緊

急要請）を通じて収集した事例が、労働経済白

書や厚生労働省ホームページに新設された「賃

金引き上げ特設ページ」に掲載されるなど、行

政の情報発信に貢献した。（再掲） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



44 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議等の議論の基礎資料として活用された。 

＜活用事例＞ 

・「ものづくり産業のデジタル技術活用と

人材確保･育成に関する調査」（R3緊急要

請） 

⇒ 令和４年版ものづくり白書（5/31）

で引用 

・「多様化する労働契約の在り方に関する

調査（企業）（個人）」（R2要請） 

⇒ 労働政策審議会労働条件分科会

（4/27、5/27）における資料、参考資

料で引用  

・「人材育成と能力開発の現状と課題に関

する調査」（R2要請） 

⇒ 労働政策審議会人材開発分科会

（5/30、6/29）における参考資料で引

用 

・「高度プロフェッショナル制度の実態に

関する調査」（R3要請） 

⇒ 労働政策審議会労働条件分科会

（7/27）における参考資料で引用 

⇒  参議院厚生労働委員会理事会

（11/8）における「高度プロフェッシ

ョナル制度に関する報告書」報告で調

査結果を引用 

・「働き手が能力を発揮するための円滑な

労働移動の促進に向けた課題に関する

調査」（R3緊急要請） 

⇒ 令和４年版労働経済白書(9/6)で対

象企業等 10 組織の事例がコラムとし

て掲載 

・「最低賃金の引上げと企業行動に関する

調査」（R3,R4要請） 

    ⇒ 中央最低賃金審議会・第 1回目安に

関する小委員会（6/28）における資料

で引用 

・「賃上げ企業等の好取組事例の収集」（R4

緊急要請） 

    ⇒ 厚生労働省「賃金引き上げ特設ペー

ジ」に掲載（再掲） 

＜記者発表＞ 
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ロ  海外労働事情の収

集・整理 
国際比較の観点から重

要性の高い海外主要国や

アジア諸国を対象に、労

働関係情報を国別に収

集・整理する。その際、対

象国の労働政策、法制度

の情報だけではなく、労

働市場、雇用慣行など各

対象国における政策や制

度に関連する諸要因につ

いても収集・整理する。ま

た、喫緊の政策課題等に

対応した情報収集・整理

を行う。 
情報収集の成果につい

ては、政策検討資料等と

して取りまとめて厚生労

働省に提供するととも

に、ニュースレター等に

より国民各層等に幅広く

提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
ロ  海外労働事情の収

集・整理 
海外主要国（英、米、独、

仏、中、韓、その他我が国

との経済関係が強いアジ

ア主要国等）及び国際主

要機関（EU・OECD・ILO）

を対象に、労働政策研究

の基盤となる労働関係情

報を国別・機関別に収集・

整理する。その際、対象国

の労働政策、法制度の情

報だけではなく、労働市

場、雇用慣行など各対象

国における政策や制度に

関連する諸要因について

も収集・整理する。また、

喫緊の政策課題等に対応

した情報収集・整理を行

う。 
情報収集の成果につい

ては、政策検討資料等と

して取りまとめて厚生労

働省に提供するととも

に、ニュースレター等に

より国民各層等に幅広く

提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「ものづくり産業のデジタル技術活用と

人材確保・育成に関する調査」（5/26） 

 

ロ 海外労働事情の収集・整理 

○ 海外労働関係情報の収集・整理・提供の実

績は 151件（前年度 157件）で、年度目標（150

件以上）に対して達成度 100.7％。収集・整

理した情報は、ニュースレター等により国民

各層等に幅広く提供した。 

○ また、様々な視点から捉えた情報を収集・

整理・提供する他、特に時宜に適うと思われ

る以下の情報については、フォーカスして連

載等により提供した。 

・「韓国の少子化政策」 

現地の情勢に詳しい有識者による現状

と政策的取り組みの解説 

・「ベトナムの改正労働法」（3回連載） 

現地の情勢に詳しい有識者による改正

点の整理と実務の現状 

・「フランスの失業保険制度」（2回連載） 

現地の情勢に詳しい有識者による制度

の現状と制度改革の議論 

○ 厚生労働省からの要請に基づき、重要性の

高い以下のテーマについて調査を実施し、結

果を要請部局に提供した。また、喫緊の政策

課題に対応したテーマ別情報収集を行い、政

策検討資料として取りまとめて厚生労働省

に提供するとともにニュースレター等によ

り国民各層等に幅広く提供した。 

＜要請・緊急調査＞ 

（R3・緊急要請） 

「欧米諸国におけるデジタル技術の進展を

踏まえた公共職業訓練に関する調査―ア

メリカ、イギリス、ドイツ、フランス」（R4

継続） 

（R4・緊急要請） 

「諸外国の失業保険制度のオンライン化に

関する調査―アメリカ、イギリス、ドイツ、

フランス、韓国」 

＜テーマ別情報収集＞ 

（R4・情報収集） 

 
 
 
【海外労働事情の収集・整理】 

○ 海外情報提供実績は、年度目標を上回った。 

○ 有識者評価は、年度目標（2.0 以上）を上回

る 2.59 であった（達成度 129.5％）。 

○ 提供した情報は、各種メディアで紹介された

り、行政の政策担当者や国会議員事務所から資

料提供やレク要請があるなど、外部から大きな

反響が寄せられた。 

○ 海外情報の収集・整理にあたっては、対象国

の労働政策、法制度の情報だけでなく、労働市

場や雇用慣行などの実態把握にも努めた。ま

た、長年構築されてきたネットワーク等を最大

限に活用し、様々な関係者を通じた情報収集に

も努めた。 

 

 

 

 

 

○ 厚労省からの緊急の要請に応え、２本の調査

について成果を要請元へ提出し、厚労省内の政

策議論に供した。 

○ テーマ別情報収集として実施した「諸外国の

雇用維持政策に関する動向調査」は、その成果

を厚生労働副大臣プロジェクト「アフターコロ

ナ期の産業別雇用課題に関するプロジェクト

チーム」で報告するとともに、プロジェクトチ

ーム報告書にも掲載されるなど政策論議に貢

献した。 
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ハ 各種統計データ等の

収集・整理 
広範囲の情報源を活用

して、労働関係の統計に

係る各種データを継続的

に収集・整理するととも

に、これらを分析・加工

し、既存の数値情報では

得られない有益かつ有効

な情報を作成する。 
また、アンケート調査

の個票など機構が調査研

究を通じて取得したデー

タ等をデータ・アーカイ

ブとして整備し公開する

取組について、さらなる

利用促進を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ハ 各種統計データ等の

収集・整理 
広範囲の情報源を活用

して、労働関係の統計に

係る各種データを継続的

に収集・整理する。 
また、これらを「主要労

働統計指標」や「最近の統

計調査結果から」等とし

て取りまとめるととも

に、分析・加工し、労働統

計加工指標、国際比較労

働統計等既存の数値情報

では得られない有益かつ

有効な情報を作成する。 
さらに、調査研究を通

じて取得したデータ等を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「諸外国の国家公務員の働き方―デンマー

ク、韓、独、仏」 

「諸外国の雇用維持政策に関する動向調査

―アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス」 

 ◯ 調査結果については、令和４年度において

も、厚労省の各種審議等の議論の基礎資料と

して活用された。 

＜活用事例＞ 

・国別労働トピック記事（R4）等 

⇒ 厚生労働省「雇用保険制度研究会」

（6/20）における参考資料で引用 

・「諸外国の雇用維持政策に関する動向調査」

（R4情報収集） 

⇒ 「雇調金研究会（職業安定局の要請に

基づく課題研究）」（4/12）（12/16）にお

ける資料で引用 

⇒ 厚生労働省「雇用政策研究会」（6/20）

における資料で引用 

⇒ 厚生労働省「アフターコロナ期の産業

別雇用課題に関する PT」（7/14）におけ

る資料で引用（再掲） 

⇒ 厚生労働省「雇用保険制度研究会」

（R5・3/30）における資料で引用 

 

ハ 各種統計データ等の収集・整理 

○ 労働関係の統計に係る各種データを継続

的に収集・整理し、「主要労働統計指標」、「最

近の統計調査結果から」等によりホームペー

ジで提供した。 

○ 労働に関する各種統計指標及び統計数値

を理解する上で参考となる制度を、国際比較

が可能な形で編集・掲載した『データブック

国際労働比較 2023』を作成した。 

○ データを収集・整理し、独自の分析・加工

を行った『ユースフル労働統計 2022』を作成

した。各指標の統計表について Excel ファイ

ルによる提供を新たに開始した。また、加工

指標のうち、需要不足失業率等については、

「統計トピックス」としてホームページに掲

載し、直近のデータに基づき随時更新した。 

○ ホームページの特設サイト「新型コロナが

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【各種統計データ等の収集・整理】 

○ ホームページ「統計情報」のページビュー数

は新型コロナの収束の影響もあり前年より落

ち着いたものの依然として高水準であった。 

 

○ 「早わかりグラフでみる長期労働統計」、『デ

ータブック国際労働比較』、『ユースフル労働統

計』が厚生労働省の審議会や白書等で活用され

政策立案に貢献した。 

○ 有識者評価は、年度目標（2.0 以上）を上回

る 2.60 であった（達成度 130.0％）。 
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ニ 図書資料等の収集・

整理 
内外の労働関係図書資

料等を、総合的・体系的に

収集、整理、保管し、調査

研究及び労働行政担当職

員研修の効果的な推進等

を支援する。 
また、図書資料等を一

般公開し、行政関係者及

び外部の研究者等の利用

に供して、その有効活用

を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ・アーカイブとし

て整備し公開する取組に

ついて、さらなる利用促

進を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ニ 図書資料等の収集・

整理 
内外の労働関係図書資

料等を、総合的・体系的に

収集、整理、保管し、調査

研究及び労働行政担当職

員研修の効果的な推進等

を支援する。 
併せて、これら図書資

料は、閲覧、貸出、複写、

レファレンスサービス等

を通じて、行政関係者及

び外部の研究者、労使実

務家等の利用に供し、そ

の有効利用を図る。 
なお、図書館運営業務

については、外部専門業

者への委託により、効率

化・簡素化を図るととも

にサービス向上に努め

る。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用・就業・失業に与える影響」の雇用・就

業等に関連する指標について随時更新を行

った（2022 年分の数値の更新をもって更新を

終了）。 

○ アーカイブデータとして新たに 28 本のデ

ータを作成し公開した。（累計 148 本を公開） 

○ アーカイブデータの公開データリストに

ついて、新たに「分野別」、「調査実施時期順」

のリストを追加するとともに、メールマガジ

ン特別号（5/11）で JILPT データ・アーカイ

ブ紹介記事を掲載した。また、提供データに

ついて、これまでの SPSS形式に加えて CSV形

式での提供を開始した。 

 

ニ 図書資料等の収集・整理 

○ 毎月、研究員等から調査研究・研修に必要

な資料の要望を聴取しつつ、内外の労働関係

図書資料の収集、整理等を実施した。 

（所蔵状況：令和４年度末） 

蔵書総数：約 19万 6千冊 

受入雑誌：313種、受入紀要等：485 種 

 ○ 令和４年度は東大社研、女性労働協会等か

ら歴史的な資料（著名労働経済学者による昭

和時代の企業調査等の記録・メモや、昭和 30

年代の行政資料等）の受け入れを行った。 

○ 図書資料は、閲覧、貸出、複写サービス、

紹介、所蔵・文献調査等のレファレンスへの

回答等を通じて、行政関係者、研究者、学生、

労使実務家などの外部利用者にも積極的に

提供した。 

○ 直接の来館が困難な利用者向けに、国立情

報学研究所の図書館間相互貸借・複写制度に

よる他の図書館等を通じた貸出・複写サービ

スを提供し、図書資料の有効利用を図った。 

○ 業務の効率化・簡素化を図るため、労働図

書館の運営について外部委託を行っている

（平成 28年 4月～）。 

○ 企画展示の実施 

  ・第１期「労働安全対策の歴史」（5 月 13 日

～7月 15日） 

・第２期「コロナ禍以前と以後～労働関係資

 

 

 

 

○アーカイブデータとして新たに 28 本（第 4 期

年平均 11 本）を公開するとともに公開データ

リストの充実を図った。提供データについて

CSV 形式でも提供することにより多くの統計ソ

フトで利用可能となり、さらなる利用促進が期

待される。 

 
 
 
 
【図書資料の収集・整理】 

○ 図書資料の収集・整理を適切に行うことで機

構の調査研究活動等を支援するとともに、資料

の一般公開により外部の研究者等のニーズに

応え、来館者から高い評価を得ている。 
＜来館者アンケート等のコメント・例＞ 

・「労働関係の専門書がこれだけそろっていると

ころはない」 

・「ビジネスに特化した書籍が多数あり、まとめて

借りられて助かる」 

・「レファレンスサービスがとても効果的」 

・「定期的に利用しているが、大変充実した資料が

整理されて活用しやすい。担当スタッフの方も

専門性が高く、極めて親身の対応をして下さ

る。企画展も精力的に開催され、実に意欲的で

ある」 

○ 国会図書館や大学図書館、労働組合等から運

営や蔵書等についての問い合わせがあるなど、

労働専門図書館として広く認知されている。 

 

○ 外部委託により、委託業者のノウハウや創意

工夫を活かした効率的な運営、企画展示の実施

等、利用者へのサービス向上が図られている。 
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（２）評価における指標 

情報の収集・整理に関

する評価について、以下

の指標を設定する。 

１．国内情報収集成果の

提供件数を毎年度延べ

140件以上確保する。

（第４期実績平均：152

件） 

２．海外情報収集成果の

提供件数を毎年度延べ

150件以上確保する。

（第４期実績平均：159

件） 

３．有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの国

内労働事情を利用した

ことのある者から、下

記基準により2.0以上

の評価を得る。〔大変有

益：３、有益:２、あま

り有益でない：１、有益

でない:０〕（新規指標

のため実績なし） 

４．有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの海

外労働情報を利用した

ことのある者から、下

記基準により2.0以上

の評価を得る。〔大変有

益：３、有益:２、あま

り有益でない：１、有益

でない:０〕（新規指標

のため実績なし） 

 
 
 
 
 
（２）評価における指標 

情報の収集・整理に関

する評価について、以下

の指標の達成を目指す。 
① 国内情報収集成果の

提供件数を毎年度延べ

140件以上確保する。 

 

 

② 海外情報収集成果の

提供件数を毎年度延べ

150件以上確保する。 

 

 

③ 有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの国

内労働事情を利用した

ことのある者から、下

記基準により 2.0 以上

の評価を得る。〔大変有

益：３、有益:２、あま

り有益でない:１、有益

でない：０〕 

 

④ 有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの海

外労働情報を利用した

ことのある者から、下

記基準により 2.0 以上

の評価を得る。〔大変有

益：３、有益:２、あま

り有益でない:１、有益

でない：０〕 

 

 
 
 
 
 
（２）評価における指標 

情報の収集・整理に関

する評価について、以下

の指標の達成を目指す。 
① 国内情報収集成果の

提供件数を延べ 140 件

以上確保する。 
 
 
② 海外情報収集成果の

提供件数を延べ 150 件

以上確保する。 
 
 
③ 有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの国

内労働事情を利用した

ことのある者から、下

記基準により 2.0 以上

の評価を得る。〔大変有

益：３、有益:２、あまり

有益でない:１、有益で

ない：０〕 
 
④ 有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの海

外労働情報を利用した

ことのある者から、下

記基準により 2.0 以上

の評価を得る。〔大変有

益：３、有益:２、あまり

有益でない:１、有益で

ない：０〕 
 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○各数値目標につい

て、所期の目標を達成

しているか。 

料から見る変遷～」（8月 5日～10月 5日） 

・第３期「職業紹介と職業訓練―千束屋看板

と豊原又男―」（11 月 18 日～2023 年 1 月

20日） 

 

（２）評価における指標 

 

 

 

①国内情報収集成果の提供件数 

152件、達成度 108.6％（再掲） 

 

 

 

②海外情報取集成果の提供件数 

   151件、達成度 100.7％（再掲） 

 

 

 

③有識者アンケートによる「国内労働事情」の

有益度評価（資料 10参照） 

有益度：2.57、達成度 128.5％（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

④有識者アンケートによる「海外労働情報」の

有益度評価（資料 10参照） 

有益度：2.59、達成度 129.5％（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



49 
 

５．有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの統

計情報を利用したこと

のある者から、下記基

準により2.0以上の評

価を得る。〔大変有益：

３、有益:２、あまり有

益でない：１、有益でな

い:０〕（新規指標のた

め実績なし） 

６．機構が調査研究を通

じて取得したデータ等

をデータ・アーカイブ

として整備し公開する

取組について、さらな

る利用促進を図る。 

 

 

（参考指標） 

○内外労働事情、各種統

計データ等の収集・整

理・活用実績 

・モニター調査／定点

観測的調査実績 

 

 

 

・「主要労働統計指標」、

「最近の統計調査結

果から」の作成件数 

・ホームページ掲載統

計の充実・活用実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの統

計情報を利用したこと

のある者から、下記基

準により 2.0 以上の評

価を得る。〔大変有益：

３、有益:２、あまり有

益でない:１、有益でな

い：０〕 

 

⑥ 機構が調査研究を通

じて取得したデータ等

をデータ・アーカイブ

として整備し公開する

取組について、さらな

る利用促進を図る。 
 
 
（参考指標） 
○内外労働事情、各種統

計データ等の収集・整

理・活用実績 
・モニター調査/定点観

測的調査実績 
 
 
 
・「主要労働統計指標」、

「最近の統計調査結

果から」の作成件数 
・ホームページ掲載統

計の充実・活用実績 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 有識者を対象とした

アンケート調査におい

て、ホームページの統

計情報を利用したこと

のある者から、下記基

準により 2.0 以上の評

価を得る。〔大変有益：

３、有益:２、あまり有益

でない:１、有益でない：

０〕 
 
⑥ 機構が調査研究を通

じて取得したデータ等を

データ・アーカイブとして

整備し公開する取組につ

いて、さらなる利用促進を

図る。 
 
 
（参考指標） 
○内外労働事情、各種統

計データ等の収集・整

理・活用実績 
・モニター調査/定点観

測的調査実績 
 
 
 
・「主要労働統計指標」、

「最近の統計調査結

果から」の作成件数 
・ホームページ掲載統

計の充実・活用実績 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤有識者アンケートによる「統計情報」の有益

度評価（資料 10参照） 

有益度：2.60、達成度 130.0％（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑥データ・アーカイブの利用促進（再掲） 

・ホームページに「分野別」と「調査実施時

期順」の公開データリストを追加。 

・メールマガジン特別号（5/11）にて JILPT

データ・アーカイブ紹介記事を掲載。 

・提供データについて、これまでの SPSS 形

式に加えて CSV形式でも提供。 

 

（参考指標） 

○内外労働事情、各種統計データ等の収集・整

理・活用実績 

 

・企業・業界団体、地域シンクタンクを対象

とするモニター調査を年度４回、労働組合

を対象とするモニター調査を年度２回実

施、定点観測的調査「第 8回勤労生活調査」

を実施（再掲） 

・「主要労働統計指標」、「最近の統計調査結果

から」をそれぞれ 12回とりまとめ 

 

・ホームページ「統計情報」のページビュー

数約 298万件（前年約 351万件） 

・ホームページ掲載統計の活用実績 

早わかりグラフでみる長期労働統計（厚

生労働省労働政策審議会労働条件分科会、

厚生労働省新しい時代の働き方に関する

研究会等で活用） 

『データブック国際労働比較』（厚生労

働省雇用保険制度研究会、厚生労働省労働

経済の分析等で活用） 
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・アーカイブの充実・活

用実績 

 

 

・各種刊行物等公表実

績 

○図書資料の収集・整理・

活用実績 

・来館者、貸出、複写、

レファレンスの件数 

 

 
 
 
・アーカイブの充実・活

用実績 
 
 
・各種刊行物等公表実

績 
○図書資料の収集・整理・

活用実績 
・来館者、貸出、複写、

レファレンスの件数 

 
 
 
・アーカイブの充実・活

用実績 
 
 
・各種刊行物等公表実

績 
○図書資料の収集・整理・

活用実績 
・来館者、貸出、複写、

レファレンスの件数 
 

『ユースフル労働統計』（厚生労働省雇

用政策研究会資料、内閣府子供・若者白書

等で活用） 

・アーカイブデータの充実・活用実績新規公

開本数：28本（累計 148本） 

利用実績：データ利用承認件数 23件 

データ利用承認本数 34本 

・ニュースレター『ビジネス・レーバー・ト

レンド』発行実績：年 10回発行（再掲） 

 ◯図書資料の収集・整理・活用実績 

来館者数：741名（前年度 770名） 

貸出冊数：810冊（前年度 950冊） 

複写件数：847件（前年度 1,133 件） 

ﾚﾌｧﾚﾝｽ件数：858件（前年度 982件） 

 
 
 
 
これらを踏まえ、Ｂと評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
・労使等の関心が高い国内労働事情を今後も継続

して収集・整理を行う。 

・日本の政策課題に沿った適切な海外労働情報の

収集、提供に努める。 

・各種統計データの収集・整理、分析・加工を行

い、引き続き有益な統計情報の提供に努める。 

・引き続き図書資料の適切な収集・整理・有効活

用に努める。 
 
４．その他参考情報 
【目標の設定及び水準の考え方】 

・労使関係者等のニーズに対応した情報収集・整理の実績を測る指標として、国際比較の重要度が増していることを踏まえ、国内外の情報収集成果の提供件数を採用することとする。 

・収集・整理された情報について、国内労働事情、海外労働情報、統計情報に区分し、有識者による有益度評価を指標として採用することとする。 

・オープンデータの推進に向けた取組を測る指標として、データ・アーカイブの利用促進を定性的指標として設定することとする。 

・目標水準について、基本的には、既存の指標は第４期中期目標期間（平成29年度～令和３年度）の実績を踏まえ、第４期の目標水準以上の水準を設定することとし、新規の指標は第４期の類似実績を踏まえ、適切な水準を設定すること

とする。 
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１－１－４－１中期目標管理法人年度評価項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 労働政策研究等の成果及び政策提言の普及 

業務に関連する政策・施策 ・労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること（Ⅲ－２－１）/・被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること（Ⅲ－３－２）/・

労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図るこ

と（Ⅲ－４－１）/・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支援等を推進すること（Ⅳ－１－１）/・非正規雇用労

働者（短時間労働者・有期契約労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること（Ⅳ－２－１）/・長時間労働の抑制、年次有給休

暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること（Ⅳ－３－１）/・豊かで安定した勤労者生活の実現を図る

こと（Ⅳ－３－２）/・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅳ－４－１）/・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適

正な運営を確保すること（Ⅴ－１－１）/・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅴ－２－１）/・高齢者・障害者・

若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅴ－３－１）/・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅴ－

４－１）/・求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること（Ⅴ－５－１）/・多様な職

業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること（Ⅵ－１－１）/・若年者の雇用を促進すること（基本目標Ⅴ施策目標３－１を

参照）（Ⅵ－２－１）/・若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること（Ⅵ－２－２）/・福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等を

すること（Ⅵ－２－３）/・技能継承・振興のための施策を推進すること（Ⅵ－３－１） 

当該事業実施に

係る根拠（個別

法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第１２条第４号、第６号 

当該項目の重要度、難易度 
― 

関連する政策評

価・行政事業レ

ビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 
（参考） 

前中期目標期間 
平均値等 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

指標 
令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

メールマガジンの発行（実績） 週 2回発行 週 2回 週 2回 ― ― ― ― 予算額（千円） 187,953     

同上（達成度）  100％ 100.0％ ― ― ― ― 

決算額（千円） 186,056     メールマガジン読者アンケートでの有

意義度評価（実績） 
有意義度の平均

点 2.0以上 
2.33 2.35 ― ― ― ― 

同上（達成度）  117％ 117.5％ ― ― ― ― 

経常費用（千円） 199,026     
労働政策フォーラムの開催（実績） 

年間 6回開催（う

ち 3 回以上はオ

ンライン） 

6回 
6回 

(ｵﾝﾗｲﾝ 6回) 
― ― ― ― 

同上（達成度）  100％ 100.0％ ― ― ― ― 

経常利益（千円） △586     
労働政策フォーラムの参加者数（実績） 

オンライン開催

の場合において

平均 430人以上 

― 859人 ― ― ― ― 

同上（達成度）  ― 199.8％     独立行政法人の業務

運営に関して国民の

負担に帰せられる行

政コスト（千円） 

139,930     労働政策フォーラム参加者アンケート

での有意義度（実績） 
有意義度の平均

点 2.2以上 
2.41 2.41 ― ― ― ― 

同上（達成度）  121％(※) 109.5％     従事人員数（人） 6     
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                             注３）予算額､決算額は支出額を記載｡人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

（※）前中期目標期間の達成目標は「有意義度の平均 2.0 以上」 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 

中期目標 中期計画 令和４年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 
  

 

３ 労働政策研究等の成果

及び政策提言の普及 

（１）研究成果及び政策提

言の更なる普及促進 

労使実務家を始めとす

る国民各層における政策

課題についての関心・理

解を深めることを目的と

して、研究成果の普及に

ついて、ホームページ等

の多様な媒体を有機的に

連携させた情報発信を積

極的に推進し、機構ホー

ムページ等については成

果普及の中心手段と位置

付け、調査研究成果、情報

の発信方法を再検討し、

インターネットの更なる

活用などにより、広報機

能の更なる強化に努める

こと。 

また、労働政策に関す

る政策提言については、

政策的対応が特に求めら

れる諸課題について、政

策提言・政策論議の活性

化を図ることを目的とし

て、労働政策研究等の成

果を踏まえ、機構内外の

研究者、政策担当者、労使

関係者等が参加する労働

政策フォーラムを開催す

ること。 

さらに、労働政策を取

り巻く現状や機構におけ

る調査研究の成果を踏ま

 

 

３ 労働政策研究等の成果

及び政策提言の普及 

（１）研究成果及び政策提

言の更なる普及促進 

機構の事業及び調査研

究について、国民の認知

度や理解度を高めるとと

もに、労使関係者など国

民の労働政策に関する政

策議論を活性化させるた

め、ホームページ等にお

ける研究成果のビジュア

ル化など広報機能を更に

強化する。 

また、調査研究成果、情

報の発信方法を再検討

し、インターネットの更

なる活用などにより、成

果物を効果的に普及でき

るよう取り組む。 

具体的には、以下のと

おり業務を実施する。 

 

イ メールマガジン 

労働政策研究等の成果

については、当該成果を

速やかに整理して情報発

信するメールマガジンを

発行し、労使実務家を始

めとする国民各層に幅広

く提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 労働政策研究等の成果

及び政策提言の普及 

（１）研究成果及び政策提

言の更なる普及促進 

機構の事業及び調査研

究について、国民の認知

度や理解度を高めるとと

もに、政策議論を活性化

させるため、研究成果の

ビジュアル化など広報機

能を強化する。 

また、インターネット

の更なる活用などによ

り、成果物の効果的な普

及に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ メールマガジン 

労働政策研究等の成果

については、当該成果を

速やかに整理して情報発

信するメールマガジンを

発行し、労使実務家を始

めとする国民各層に幅広

く提供する。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

○機構の事業及び研

究成果について、ホ

ームページ等の多

様な媒体を有機的

に連携させた情報

発信により労使実

務家を始めとする

国民各層における

政策課題への関心・

理解を深めている

か。 

○研究成果のビジュ

アル化、インターネ

ットの更なる活用

による効果的な普

及に取り組んでい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な業務実績＞ 

 

３ 労働政策研究等の成果及び政策提言の普及 

 

（１）研究成果及び政策提言の更なる普及促進 

○ メールマガジンやホームページなど機構

の多様な媒体を有機的に連携させて研究成

果を発信した。 

○ ホームページに「賃金引き上げに関する最

新の動向や調査事例等」の特設ページを開設

し、関連する成果を図表等も活用して効果的

に普及した。 

○ 第５期の開始にあたり、機構の事業・調査

研究への国民の認知度・理解度を一層高め、

労働政策に関する政策論議の活性化を図る

ことを目的に、部門横断的に広報機能の強化

策を検討する「総合企画チーム」を新たに設

置し、機構の広報のあり方について集中的に

検討を行うプロジェクトを立ち上げた。その

成果を年度後半に報告書としてとりまとめ、

次年度以降に優先順位を定めて戦略的に推

進すべき事項を幅広く検討・整理し、可能な

ものから実行に移すべく役職員間での共有

を図った。 

 

イ メールマガジン 

◯ 評価における指標 

・発行頻度（年度計画週２回発行）： 

毎週水曜日と金曜日の週２回発行した。 

・読者アンケート有意義度（2.0 以上）： 

2.35（前年度 2.33）、達成度 117.5％ 

・メールマガジン読者数（４年度末）： 

47,013人（前年度最終実績 45,476人） 

○ 機構の調査研究成果の他、行政・労使団体

の動向、統計、企業の動向、労働問題に関連

するセミナーなど雇用・労働分野の最新ニュ

ースを提供するとともに、調査研究成果をテ

ーマ別に紹介する特別号を３回発行した。

＜評定＞：Ｂ 
＜根拠＞ 
 
 
 
○ 左記のとおり、機構の多様な媒体を有機的に

連携して情報発信を行った。 
 
○ 左記のとおり、ホームページの特設サイトを

通じて機構の研究成果の効果的普及を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 年度計画どおり週２回発行し、読者アンケー

トの有意義度は2.35（達成度：117.5％）となっ

た。「メールマガジン労働情報」の広報を行うと

ともに、適切な情報の充実に努めた結果、年度

末の読者数は47,013人と、前年度から1,537人

増加し、より多くの読者に情報を発信すること

ができた。 

○ 読者アンケートにおいて、「労働政策全体が

俯瞰できる」「情報ソースとなるリンクが明記

され、詳細情報へのアクセスが容易な点も助か

る」「労働関係の情報が過不足なく網羅されて

おり、日々の業務遂行に直結して役立ってい

る」等の評価を得た。アンケート結果等も踏ま
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え、毎年度、政策の検討課

題・論点を抽出した上で、

政策提言に係るレポート

を作成し、厚生労働省に

提示するとともに、ホー

ムページで公表するな

ど、政策提言機能の強化

に努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ホームページ等 

研究成果の普及につい

て、ホームページ等の多

様な媒体を有機的に連携

させた情報発信を積極的

に推進するとともに、機

構ホームページを成果普

及の中心手段と位置付

け、広報機能の強化に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ ホームページ等 

研究成果の普及につい

て、ホームページ等の多

様な媒体を有機的に連携

させた情報発信を積極的

に推進するとともに、機

構ホームページを成果普

及の中心手段と位置付

け、広報機能の強化に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5/11,8/10,1/6） 

いずれの特別号でも、関連の定期刊行物や

労働政策フォーラム等の関連情報を併せて

載せるなど、当該テーマに関する労働情報を

一括して入手できるように編集を工夫した。 

 ・５月の特別号のテーマ： 

賃金、高齢者雇用、職業情報／キャリア形

成支援、諸外国の労働法政策・制度 

 ・８月の特別号のテーマ： 

ワーク・ライフ・バランス、労働時間・管

理職の働き方、健康・メンタルヘルス、若

年者雇用 

・１月の特別号のテーマ： 

コロナ禍における意識・価値観、女性の雇

用・就業、外国人労働者、職場におけるハ

ラスメント 

 

ロ ホームページ等 

○ 調査研究成果等について、ホームページに

掲載するタイミングに合わせてメールマガ

ジンで紹介するなど、複数の媒体を連携させ

ながら成果の普及を行っている。 

○ 令和元年度に新設した新型コロナウイル

ス感染症関連情報のページを通じて、引き続

き、機構研究員による緊急コラムやリサーチ

アイなどを含めた成果・関連情報を掲載し

た。 

・緊急コラム：５本（前年度実績１本） 

・リサーチアイ：１本（前年度実績９本） 

・レポート：１本（前年度実績４本） 

○ 特設サイト「厚生労働省職業情報提供サイ

ト（日本版 O-NET）関連の JILPT 調査研究成

果」を開設し、日本版 O-NETに提供している

JILPT 研究開発物や、開発経緯・過程等を取

りまとめた研究成果、および「数値情報」を

二次分析したディスカッションペーパー等

の研究成果を掲載した。 

○ 特設サイト「賃金引き上げに関する最新の

動向や調査事例等」を開設し、賃上げに関連

する動向等についての緊急レポート、取材事

例記事等を掲載した。 

え、よりわかりやすく簡潔に機構の事業・成果

の紹介に努めるとともに、企業関係者等のニー

ズにあった情報の提供に努めていく。 

○ 特別号では、当該テーマに関連した定期刊行

物や記者発表資料、イベント等の関連情報も併

せて載せることで、機構の事業及び調査研究成

果の効果的な情報発信につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ホームページについて、有識者アンケートで

は、「国内外の情報や研究成果がまとまってお

り参考になる」「ＨＰの情報量が多くて充実し

ている」「コロナを契機に一層深刻となった雇

用問題について、様々な角度から精度の高い情

報を引き続き発信してほしい」等の評価を得

た。必要な情報を的確に提供できるように、引

き続き、利用状況の分析を行うとともに、ニー

ズの高い情報を目立つ場所で紹介するなどの

工夫を継続していく。 

○ 新型コロナ特設サイトで引き続き関連情報

を発信したほか、令和４年度には２つの特設サ

イト（「日本版O-NET関連のJILPT調査研究成果」

および「賃金引き上げに関する最新の動向や調

査事例等」）を開設し、特に賃上げの動向が社会

的にも注目される時期に、JILPTが実施した調

査や分析レポート等をタイムリーに発信・提供

した。 
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ハ 研究専門雑誌 

研究者、専門家等によ

る質の高い政策論議、政

策提言を促進するため、

レフリー（審査員）制の研

究専門雑誌を発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ハ 研究専門雑誌 

研究者、専門家等によ

る質の高い政策論議、政

策提言を促進するため、

レフリー（審査員）制の研

究専門雑誌を発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 令和３年度の各成果について、調査目的や

事実発見、政策的インプリケーションなどを

コンパクトに取りまとめた「成果の概要」を

ホームページに掲載した。 

○ 第４期中期目標期間に実施した様々な調

査研究成果から示唆される政策的インプリ

ケーションについて整理・提示した「第４期

中期目標期間成果 政策論点レポート」をホ

ームページに掲載した。 

◯ 評価における指標（参考指標） 

・記者発表回数：４回（前年度実績８回） 

・「調査研究活動」に関するホームページのペ

ージビュー数 

1,100万件（前年度実績 1,180万件） 

 

ハ 研究専門雑誌 

○ 『日本労働研究雑誌』を月１回（年度中 12

回）発行した。 

○ 特集テーマの設定に当たっては、読者アン

ケート・有識者アンケートでの要望はもとよ

り、我が国が直面する重要な政策課題に対応

したテーマを選定するとともに、重要な政策

動向のタイミングに合わせて第一線の研究

者による最新の研究成果を提供した。 

（特集テーマ） 

５月号「教育機関における職業能力の形 

成」 

６月号「産業の変化と人事管理・労使関係」 

７月号「日本的雇用慣行の中の外国人労働者

――エビデンスに基づいた議論」 

８月号「働く人の心の健康と障害」 

９月号「住むことと働くこと」 

10月号「労使関係における集団の意義」 

11月号「ディアローグ：労働判例この１年の

争点／公的職業訓練の今日的課題」 

12月号「自然災害が労働に与える影響」 

１月号「シングルの生活とキャリア」 

2・3月号「学会展望：労働法理論の現在、公

募特集：雇用環境・均等政策の効

果と課題」 

特別号「2022年労働政策研究会議報告」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 日本労働研究雑誌については、読者アンケー

ト・有識者アンケートにより、「論文の水準が高

くテーマも時機を得ている」、「重要な問題を扱

った論文を読むことができた」、「タイムリーな

労働に関するトピックについて学術論文とし

て読める唯一の雑誌である」等の評価を得てお

り、有意義度は2.54（前年度2.50）となった。 

○ 新たな取り組みとして、テーマを特定した投

稿論文を２回募集し、多くの研究者・実務家に

論文発表の機会を広く提供した。 

第１回：雇用環境・均等政策の効果と課題（令

和5年2・3月号掲載）採択４本（論文２

本、研究ノート２本） 

第２回：働き方をめぐる施策の効果と課題（令

和5年11月号掲載予定） 

◯ 「産業の変化と人事管理・労使関係」や「日

本的雇用慣行の中の外国人労働者――エビデ

ンスに基づいた議論」「シングルの生活とキャ

リア」等、重要な政策課題についての特集を組

むことで、政策論議に貢献した。 
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ニ 労働政策フォーラム  

等 

政策提言・政策論議の

活性化を図るため、労働

政策研究等の成果を踏ま

え、機構内外の研究者、政

策担当者、労使関係者等

が参加する労働政策フォ

ーラムを開催する。開催

に当たっては、その効果

をより高めるため積極的

にオンラインを活用す

る。 

さらに、労働政策を取

り巻く現状や機構におけ

る調査研究の成果を踏ま

え、毎年度、政策の検討課

題・論点を抽出した上で、

政策提言に係るレポート

を作成し、厚生労働省に

提示するとともに、ホー

ムページで公表するな

ど、政策提言機能の強化

に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 労働政策フォーラム  

等 

政策提言・政策論議の

活性化を図るため、労働

政策研究等の成果を踏ま

え、機構内外の研究者、政

策担当者、労使関係者等

が参加する労働政策フォ

ーラムを開催する。開催

に当たっては、その効果

をより高めるため積極的

にオンラインを活用す

る。 

さらに、労働政策を取

り巻く現状や機構におけ

る調査研究の成果を踏ま

え、政策の検討課題・論点

を抽出した上で、政策提

言に係るレポートを作成

し、厚生労働省に提示す

るとともに、ホームペー

ジで公表するなど、政策

提言機能の強化に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４月号「現在の労働問題を考える上で改めて

読んでおきたい文献」 

○ 評価における指標（参考指標） 

有益度：2.54（前年度実績 2.50） 

 

ニ 労働政策フォーラム等 

 ◯ 評価における指標 

・年間６回開催（うち３回以上はオンライ

ン）：実績６回（オンライン６回） 

・オンライン開催による参加人数（平均 430

人以上）：平均 859人、達成度 199.8％ 

・参加者アンケートの有意義度（2.2 以上）：

2.41（前年度実績 2.41）、達成度 109.5％ 

 ◯ 機構の研究成果の紹介とともに、政策の検

討課題や論点について議論を行う重要な機

会として以下のテーマで実施した。 

・第１回「転職と中途採用について考える－

キャリア採用の取組を中心に」 

（7月 22日～26日 オンライン開催） 

参加人数 792人、有意義度 2.32 

・第２回「働く人のキャリア支援を考える－

これからのキャリアコンサルティング

はどうあるべきか」 

（9 月 12 日、14 日～19 日 オンライン開

催） 

参加人数 1,178 人、有意義度 2.45 

・第３回「高齢者の雇用・就業について考え

る」 

（12月 7日～12日 オンライン開催） 

参加人数 528人、有意義度 2.36 

・第４回「日本の人事制度・賃金制度「改革」」 

（2月 6日～9日 オンライン開催） 

参加人数 1,024人、有意義度 2.38 

・第５回「女性の就業について考える―環境

変化と支援のあり方を中心に―」 

（2月 15日～20日 オンライン開催） 

参加人数 938人 有意義度 2.48 

・第６回「労働と健康―職場環境の改善と労

働者の健康確保を考える―」 

（3月 15日～20日オンライン開催） 

参加人数 691人、有意義度 2.40 

 

 

 

 

 

○ 引き続き、オンラインを活用して労働政策フ

ォーラムを適切に開催した。また、講演の一部

を動画で配信している。 

○ 最新の調査研究成果を活用しつつ、高齢化や

キャリアの長期化に伴う諸課題（円滑な労働移

動、キャリアコンサルティング、高齢者雇用・

就業等）に対応したテーマや、人事処遇制度の

改革、労働と健康といった社会的にも関心の高

いテーマを選定し、先進事例を交えながら、政

策課題についての議論を深められるようにプ

ログラムの工夫をした結果、参加者アンケート

の有意義度は、すべての回で数値目標2.2を上

回り、全体では2.41（達成度：109.5％）となっ

た。 

○ 「人への投資」の重要性が更に高まる中、第

２回フォーラムでは「学び・学び直し促進ガイ

ドライン」等について厚労省担当者が説明し、

企業内の人材開発の促進について議論を深め

た。 

○ オンライン開催については、「場所の制約が

ないため参加しやすい」「地方在住なのでオン

ラインだからこそ参加できる」「自宅からも参

加できるためＷＬＢの確保にも有効」等、大変

好評であり、会場開催では参加できなかった

人々にも参加の機会を提供することができた。 

○ 参加者からは、「企業の実例とともに個人的

な見解も聞くことができ、生きた資料として活

用度の高い内容だった」（第１回）、「自律的なキ

ャリア形成が各企業の重要施策となる中、キャ

リアコンサルタントの役割を考える本フォー

ラムは時宜を得たもの」（第２回）、「人材確保の

観点から高齢者を活用する仕組みを整理する

ことの意義を感じた」（第３回）、「日本の人事・

賃金制度の「改革」について、日米比較や歴史

的な視座の中で二つの事例紹介と議論から興

味深い知見を得られた」（第４回）、「多面的な視
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（２）評価における指標 

成果及び政策提言の普

及に関する評価について

は、以下の指標を設定す

る。 

１．労働政策研究等の成

果について、メールマ

ガジンを週２回発行す

 

 

 

 

 

 

（２）その他の事業（附帯す

る業務） 

労働政策に関する調査

研究等の事業成果の蓄積

を基礎にして、広く労使

実務家等を対象とした教

育講座事業を適正な対価

を得て実施する。 

実施に当たっては、そ

の効果をより高めるため

積極的にオンラインを活

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価における指標 

成果の普及・政策提言

に関する評価について

は、以下の指標を設定す

る。 

① 労働政策研究等の成

果について、メールマ

ガジンを週２回発行す

 

 

 

 

 

 

（２）その他の事業（附帯す

る業務） 

労働政策に関する調査

研究等の事業成果の蓄積

を基礎にして、広く労使

実務家等を対象とした教

育講座事業を適正な対価

を得て実施する。 

実施に当たっては、そ

の効果をより高めるため

積極的にオンラインを活

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価における指標 

成果の普及・政策提言

に関する評価について

は、以下の指標を設定す

る。 

① 労働政策研究等の成

果について、メールマ

ガジンを週２回発行す

 

 

 

 

 

 

○広く労使実務家等

を対象とした教育

講座事業を適正な

対価を得て実施し

ているか。また、実

施に当たって積極

的にオンラインを

活用しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○各数値目標につい

て、所期の目標を達

成しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）その他の事業（附帯する業務） 

○ 労働政策に関する調査研究等の事業成果

の蓄積を基礎にして、労働問題に対する理解

を培うことを目的として広く労使実務家等

を対象とした東京労働大学講座を以下のと

おり実施した。 

＜総合講座＞ 

・開講期間：5月 10日～8月 31日 

（前年度 5月 11日～8月 24日） 

・受講者数：727名（前年度：570名） 

一括受講 518名（前年度：389名） 

人事管理・労働経済 70名 

（前年度：54名） 

労働法 139名（前年度：127名） 

・有意義度：2.51（前年度 2.42） 

＜専門講座＞ 

・開講期間：9月 8日～12月 15日 

（前年度 9月 13日～12月 3日） 

・受講者数：90名（前年度：101名） 

人事管理・労働経済 49名 

（前年度：58名） 

労働法 41名（前年度：43名） 

  ・有意義度：2.61（前年度 2.31） 

 

 

 

 

（３）評価における指標 

 

 

 

 

①メールマガジン発行回数（週２回） 

  毎週水曜日と金曜日の週２回発行（再掲） 

 

点から女性の就業について話を聴けて大変参

考になった」（第５回）、「なぜ健康が大切なのか

という基本に立ち返り、自社の課題や制度を振

り返る機会を得られた」（第６回）等の評価を得

た。 

 

○ 東京労働大学講座について、広く労使実務家

等に案内し、受講生からの適正な対価をもって

実施した。 

○ 総合講座については、令和３年度に引き続き

全面オンライン開催としたところ、受講者数は

727名と前年度実績を大幅に上回り、有意義度

も前年度より上昇した。 

○ 受講生からは「人事管理全般に関わる理論的

な考え方、労働法に関わる基礎知識を改めて理

解することができた」「毎回異なるテーマ・分野

について第一線の講師から講義を受けること

ができた」「オンラインで受講できるので家庭

生活との両立が図れた」等の肯定的意見が多数

得られた。 

○ 専門講座においては、初の試みとして、一部

の課目でハイブリッド（会場・オンライン併用）

にて開催した結果、有意義度は前年度より大幅

に上昇した。ただし安定した通信環境・配信体

制の構築には課題もあるため、今後も改善に努

めていく。 

○ 受講生からは「講師及び他のメンバーとのリ

アルなやり取りはとても有意義」「実務で出会

う課題への対応について体系的に学べた」

「個々のアドバイスだけでなく他者へのコメ

ントも参考になった」等の肯定的意見が多数得

られた。 
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ること。（メールマガジ

ン：第４期実績：週２

回） 

２．メールマガジン読者

への有意義度評価で、

下記基準により2.0以

上の評価を得る。〔大変

有意義：３、有意義:２、

あまり有意義でない：

１、有意義でない:０〕

（第４期実績平均：

2.33） 

３．労働政策フォーラム

を中期目標期間中にお

いて26回以上（うち各

年度３回以上はオンラ

インによる。）開催す

る。（第４期実績：27回） 

４．労働政策フォーラム

について、オンライン

開催の場合において平

均430人以上の参加者

を確保するとともに、

参加者への有意義度評

価で、下記基準により

2.2以上の評価を得る。

〔大変有意義：３、有意

義:２、あまり有意義で

ない：１、有意義でな

い:０〕（第４期実績平

均：2.41） 

 

（参考指標） 

○メールマガジン読者数 

 

○記者発表回数 

○政策論議への貢献実績 

・マスメディア（新聞、

雑誌、テレビ、ラジオ

等）、政党・国会議員

等に対する情報提

る。 

 

 

② メールマガジン読者

への有意義度評価で、

下記基準により2.0以

上の評価を得る。〔大変

有意義：３、有意義:２、

あまり有意義でない:

１、有意義でない：０〕 

 

 

③ 労働政策フォーラム

を中期目標期間中にお

いて26回以上（うち各

年度3回以上はオンラ

インによる。）開催す

る。 

④ 労働政策フォーラム

について、オンライン

開催の場合において平

均430人以上の参加者

を確保するとともに、

参加者への有意義度評

価で、下記基準により

2.2以上の評価を得る。

〔大変有意義：３、有意

義:２、あまり有意義で

ない:１、有意義でな

い：０〕 

 

 

（参考指標） 

○メールマガジン読者数 

 

○記者発表回数 

○政策論議への貢献実績 

・マスメディア（新聞、

雑誌、テレビ、ラジオ

等）、政党・国会議員

等に対する情報提

る。 

 

 

② メールマガジン読者

への有意義度評価で、

下記基準により 2.0 以

上の評価を得る。〔大変

有意義：３、有意義:２、

あまり有意義でない:

１、有意義でない：０〕 

 

 

③ 労働政策フォーラム

を年間６回（うち 3回以

上はオンラインによ

る。）開催する。 

 

 

④ 労働政策フォーラム

について、オンライン

開催の場合において平

均 430 人以上の参加者

を確保するとともに、

参加者への有意義度評

価で、下記基準により

2.2以上の評価を得る。

〔大変有意義：３、有意

義:２、あまり有意義で

ない:１、有意義でな

い：０〕 

 

 

（参考指標） 

○メールマガジン読者数 

 

○記者発表回数 

○政策論議への貢献実績 

・マスメディア（新聞、

雑誌、テレビ、ラジオ

等）、政党・国会議員

等に対する情報提

 

 

 

②メールマガジン読者アンケート評価（有意義

度 2.0以上） 

  2.35（前年度 2.33）、達成度 117.5％（再掲） 

 

 

 

 

 

 

③労働政策フォーラム開催回数 

６回開催（うちオンライン開催６回）（再掲） 

 

 

 

 

④労働政策フォーラム参加者数（オンライン開

催において平均 430 人以上）、参加者アンケ

ート評価（有意義度 2.2以上） 

・参加者数：平均 859人、達成度 199.8％（再

掲） 

・有意義：2.41、達成度 109.5％（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考指標） 

○メールマガジン読者数 47,013 人（前年度

45,476 人）（再掲） 

○記者発表回数４回（前年度８回）（再掲） 

○政策論議への貢献実績 

・マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジ

オ等）への掲載・引用件数 

  累計 229件（前年度 253件） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 公表した調査結果等については、新聞・労働

関係の専門誌等に紹介された。マスメディア等

からの取材についても積極的に対応すること

で、新聞、テレビ、雑誌等の各種媒体において
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供・引用、問い合わせ

対応件数 

 

 

 

○「調査研究活動」に関す

るホームページのペー

ジビュー数 

○研究専門雑誌の有益度 

 

○東京労働大学講座受講

者有意義度 

 

供・引用、問い合わせ

対応件数 

 

 

 

 

○「調査研究活動」に関す

るホームページのペー

ジビュー数 

○研究専門雑誌の有益度 

 

○東京労働大学講座受講

者有意義度 

 

供・引用、問い合わせ

対応件数 

 

 

 

 

○「調査研究活動」に関す

るホームページのペー

ジビュー数 

○研究専門雑誌の有益度 

 

○東京労働大学講座受講

者有意義度 

 

 

 

 

・政党・国会議員に対する情報提供・問い合

せ対応件数 63件（前年度 48件） 

 

○「調査研究活動」に関するホームページのペ

ージビュー数 1,100 万件（前年度 1,180 万

件）（再掲） 

○研究専門雑誌の有益度 2.54（前年度 2.50）

（再掲） 

○東京労働大学講座受講者有益度（再掲） 

・総合講座 有意義度 2.51（前年度 2.42） 

・専門講座 有意義度 2.61（前年度 2.31） 

機構の調査研究等の成果が広く発信されるよ

うに努め、所期の目標である積極的な情報発信

を達成した。 
○ 政府、政党、国会議員からの問合せ等に対す

る、研究員のブリーフィング等により、政策論

議の活性化に貢献した。 
 
 
 
これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

・労働政策フォーラム及び東京労働大学講座につ

いては、今後もオンラインの活用が見込まれる

ことから、参加者アンケート等を通じて課題等

を把握し、新しい方式での実施方法の改善に努

めていく。ホームページについては、情報の所

在をわかりやすく提示するなどサイトの改善

に努めていく。 
 
４．その他参考情報 

【目標の設定及び水準の考え方】 

・成果の普及については、効率的かつ効果的な手段を用いて定期的に実施することが有効である。また、各媒体の有効性について客観的な視点から評価を得ることは、研究ニーズの把握にも重要であるため、メールマガジンの発行回数及

び有意義度評価を指標として設定することとする。 

・労働政策フォーラムについては、政策議論の場の提供を目的としているものであり、事業内容の重要性を考慮し、効率的かつ効果的な頻度で実施する必要があるため、実施回数及び有意義度評価を評価の指標に採用することとする。 

・目標水準について、基本的には、既存の指標は第４期中期目標期間（平成29年度～令和３年度）の実績を踏まえ、第４期の目標水準以上の水準を設定することとし、新規の指標は第４期の類似実績を踏まえ、適切な水準を設定すること

とする。 
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１－１－４－１中期目標管理法人年度評価項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 労働行政担当職員その他の関係者に対する研修 

業務に関連する政策・施策 ・労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること（Ⅲ－２－１）/・被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること（Ⅲ－３－２）/・

労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図るこ

と（Ⅲ－４－１）/・男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕事と家庭の両立支援等を推進すること（Ⅳ－１－１）/・非正規雇用労

働者（短時間労働者・有期契約労働者・派遣労働者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること（Ⅳ－２－１）/・長時間労働の抑制、年次有給休

暇取得促進等により、ワーク・ライフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること（Ⅳ－３－１）/・豊かで安定した勤労者生活の実現を図る

こと（Ⅳ－３－２）/・個別労働紛争の解決の促進を図ること（Ⅳ－４－１）/・公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適

正な運営を確保すること（Ⅴ－１－１）/・地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること（Ⅴ－２－１）/・高齢者・障害者・

若年者等の雇用の安定・促進を図ること（Ⅴ－３－１）/・雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図ること（Ⅴ－

４－１）/・求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること（Ⅴ－５－１）/・多様な職

業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること（Ⅵ－１－１）/・若年者の雇用を促進すること（基本目標Ⅴ施策目標３－１を

参照）（Ⅵ－２－１）/・若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること（Ⅵ－２－２）/・福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等を

すること（Ⅵ－２－３）/・技能継承・振興のための施策を推進すること（Ⅵ－３－１） 

当該事業実施に

係る根拠（個別

法条文など） 

独立行政法人労働政策研究・研修機構法第１２条第５号 

当該項目の重要度、難易度 
― 

関連する政策評

価・行政事業レ

ビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標 達成目標 
（参考） 

前中期目標期間 
平均値等 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

指標 
令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

研修生に対する事後調査（修了後半年

から１年程度）（実績） 
毎 年 度 平 均 で

90％以上 
96.7％ 

95.6％ 

(4～9月 

実施分) 

― ― ― ― 予算額（千円） 405,727     

同上（達成度）  114％(※1) 106.2％ ― ― ― ― 決算額（千円） 405,891     

当該研修生の上司に対する事後調査

（修了後半年から１年程度）（実績） 
毎 年 度 平 均 で

90％以上 
98.6％ 

98.3％ 

(4～9月 

実施分) 

― ― ― ― 経常費用（千円） 443,853     

同上（達成度）  116％(※2) 109.2％ ― ― ― ― 

経常利益（千円） △137     労働行政オンライン公開講座の開発・

改善（実績） 毎年度 3件以上 ― ４件 ― ― ― ― 

同上（達成度）  ― 133.3％ ― ― ― ― 独立行政法人の業務
運営に関して国民の
負担に帰せられる行
政コスト（千円） 

603,568     
労働行政オンライン公開講座等の研究

員の参画による受講者調査（実績） 
有意義度 80％以

上 
― 96.6％ ― ― ― ― 

同上（達成度）  ― 120.8％ ― ― ― ― 従事人員数（人） 17     

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                             注３）予算額､決算額は支出額を記載｡人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

（※1,2）前中期目標期間の達成目標は「毎年度平均で 85％以上」 



60 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 

中期目標 中期計画 令和４年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 
  

 

４ 労働行政担当職員その

他の関係者に対する研修 

（１）研修ニーズへの的確

な対応及び研修の効果的

実施 

労働大学校で実施する

研修コースについては、

労働行政に従事する職員

等に対し、機構が実施す

る労働政策の研究成果を

活用し、労働行政を取り

巻く現状や課題、労働政

策の動向、窓口対応手法

等、業務に従事するに当

たり必要な知識等を修得

させることを主な目的と

して実施するものである

ことから、引き続き新た

な行政ニーズに迅速・的

確に対応した研修コー

ス・科目の設定やその円

滑な運営を図るととも

に、事例研究や演習、経験

交流等、現場力の強化に

資する真に必要な研修

を、厚生労働省研修担当

部局との緊密な連携・協

働の下、効果的に実施す

ることにより、研修を受

講する職員等が、現場に

おいてそれらの知識や技

能を最大限活用して業務

を遂行し、円滑な労働行

政が推進されることに貢

献すること。 

また、研修の事前・事後

 

 

４ 労働行政担当職員その

他の関係者に対する研修 

（１）研修ニーズへの的確

な対応及び研修の効果的

な実施 

労働大学校で実施する

研修コースについては、

引き続き新たな行政ニー

ズに迅速・的確に対応し

た研修コース・科目の設

定やその円滑な運営を図

るとともに、事例研究や

演習、経験交流等、現場力

の強化に資する真に必要

な研修を、厚生労働省研

修担当部局との密接な連

携・協働の下、効果的に実

施することにより、研修

を受講する職員等が、現

場においてそれらの知識

や技能を最大限活用して

業務を遂行し、円滑な労

働行政が推進されること

に貢献する。 

また、研修の事前・事後

の各段階で外部の有識者

からの意見を得て、研修

の質の向上を図る。 

さらに、研修実施にあ

たっては、労働行政機関

の研修に対する要望の把

握、分析によって、労働行

政職員の専門能力の向

上、全国斉一的な行政運

営の確保に資する研修の

実施を図るとともに、オ

 

 

４ 労働行政担当職員その

他の関係者に対する研修 

（１）研修ニーズへの的確

な対応及び研修の効果的

な実施 

労働大学校で実施する

研修コース（別紙１参照）

については、引き続き新

たな行政ニーズに迅速・

的確に対応した研修コー

ス・科目の設定やその円

滑な運営を図るととも

に、事例研究や演習、経験

交流等、現場力の強化に

資する真に必要な研修

を、厚生労働省研修担当

部局との密接な連携・協

働の下、効果的に実施す

ることにより、研修を受

講する職員等が、現場に

おいてそれらの知識や技

能を最大限活用して業務

を遂行し、円滑な労働行

政が推進されることに貢

献する。 

また、研修の事前・事後

の各段階で外部の有識者

からの意見を得て、研修

の質の向上を図る。 

さらに、研修実施にあ

たっては、労働行政機関

の研修に対する要望の把

握、分析によって、労働行

政職員の専門能力の向

上、全国斉一的な行政運

営の確保に資する研修の

＜評価の視点＞ 

 

 

 

○行政のニーズに迅

速・的確に対応した

コース・科目を設定

するとともに、厚生

労働省研修担当部

局との緊密な連携・

協力の下、現場力の

強化に資する研修

を効果的に実施し

ているか。 

○オンラインの研修

と集合研修の双方

のメリットを最大

限活用した研修方

式により研修が効

果的に実施できる

よう研修環境の整

備を図っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な業務実績＞ 

 

４ 労働行政担当職員その他の関係者に対する

研修 

（１）研修ニーズへの的確な対応及び研修の効果

的な実施 

◯ 研修の実施 

・研修 76コースを実施した 

・76コースの受講者は 5,196人（計画数 5,286

人）。（資料 11参照） 

◯ オンライン研修と集合研修の併用 

４年度より初めて集合研修とオンライン

研修を並行して実施したが、厚生労働省研修

担当部局及び校内各部署との密接な連携・協

力のもと、特段の支障もなく運用ができた。 

集合研修の再開に当たっては、万全を期す

ため、感染症防止対策マニュアルを見直し、

４月初旬に改訂等をした。 

・４月は、感染症拡大防止対策のため、厚生

労働省と協議の上、集合研修を中止とした

が、事前にオンライン研修による代替措置

を準備していたため、支障がなく実施でき

た。 

・５月以降は、感染者数の減少が見られてい

たことから、厚生労働省と協議の上、集合

研修を再開した。２年ぶりの集合研修であ

ったが、大きな混乱がなく、円滑に実施で

きた。 

・７月以降の感染症の急速な拡大を受け、集

合研修の実施に当たって、看護師を配置す

るなど感染症対策の強化を図るとともに、

校内での感染拡大を防ぐための中止基準

の見直しを行った結果、校内での感染拡大

による集合研修中止の事態は発生しなか

った。 

○ 外部有識者からの意見聴取 

研修の質の向上を図るため、研修事業有識

者懇談会を開催し、「４年度研修実績」及び「5

＜評定＞：Ｂ 
＜根拠＞ 
 
 
○コロナ禍後はじめて集合研修を再開したとこ

ろ、全国的な感染拡大期に重なった時期もあっ

たが、受講生に対する感染拡大防止に関する注

意喚起の徹底等により、支障なくすべての日程

を終了することができた。 

○ 研修生及び上司に対する事後調査（令和４年

度数値目標：評価 90％以上）は、４～９月実施

分でいずれも、90％を超えている。 

研修終了直後における研修生のアンケート

は、有意義度回答率が 90％を超えている。 

○ 今年度は、知識系は事前にオンラインで学

び、班別討議や事例研究など、より深い内容に

ついては集合やオンライン双方向で実施する

といった「ハイブリッド型」を実践したところ

であるが、従来の集合研修と遜色のない評価を

得ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 左記のとおり、研修事業有識者懇談会を開催

し研修事業全般について意見を聴取した。、 
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の各段階で外部の有識者

からの意見を得て、研修

の質の向上を図ること。 

さらに、研修実施にあ

たっては、労働行政機関

の研修に対する要望の把

握、分析によって、労働行

政職員の専門能力の向

上、全国斉一的な行政運

営の確保に資する研修の

実施を図るとともに、非

対面（オンライン）の研修

と集合研修の双方のメリ

ットを最大限活用した方

式によって、研修が効果

的に実施できるよう研修

環境の整備を図ること。 

 

（２）研究と研修の連携に

よるシナジー効果の発揮 

研究を通じて得られた

成果を活用した効果的な

研修の実施や、研修生と

の交流等を通じたより実

態に即した研究への貢献

などを通して、研究と研

修の連携によるシナジー

効果を発揮させることに

より、相互の質の向上を

図ることを目的として、

労働行政職員に対する公

開講座の実施等、研究員

の研修への積極的な参画

に引き続き取り組むとと

もに、第一線の業務に密

接に関連する職業相談技

法の研究、就職支援ツー

ルの研究開発など研究・

研修双方の内容の充実を

図ること。 

 

ンラインの研修と集合研

修の双方のメリットを最

大限活用した研修方式に

より研修が効果的に実施

できるよう研修環境の整

備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究と研修の連携に

よるシナジー効果の発揮 

研究と研修の連携によ

るシナジー効果を発揮さ

せることにより、相互の

質の向上を図ることを目

的として、労働行政職員

に対する公開講座の実施

等、研究員の研修への積

極的な参画に引き続き取

り組むとともに、第一線

の業務に密接に関連する

職業相談技法の研究、就

職支援ツールの研究開発

など研究・研修双方の内

容の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

実施を図るとともに、オ

ンラインの研修と集合研

修の双方のメリットを最

大限活用した研修方式に

より研修が効果的に実施

できるよう研修環境の整

備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究と研修の連携に

よるシナジー効果の発揮 

研究と研修の連携によ

るシナジー効果を発揮さ

せることにより、相互の

質の向上を図ることを目

的として、労働行政職員

に対する公開講座の実施

等、研究員の研修への積

極的な参画に引き続き取

り組むとともに、第一線

の業務に密接に関連する

職業相談技法の研究、就

職支援ツールの研究開発

など研究・研修双方の内

容の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○労働行政職員に対

する公開講座の実

施や研究員の研修

への参画、職業相談

技法の研究、就職支

援ツールの研究開

発など、研究・研修

双方の内容の充実

を図っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度研修計画」について意見を聴取した。（3月

3日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）研究と研修の連携によるシナジー効果の発

揮 

◯ 労働行政職員オンライン公開講座の実施 

労働行政全般を幅広くカバーするとの考

え方に基づいて、ラインアップの充実を図っ

た上で４月１日から開始した。 

  ・労働局職員への勧奨及びアンケートの回答

を促すため、厚生労働省地方課に働きか

け、３月 11 日に地方課長補佐名により労

働局あてに「労働行政職員オンライン公開

講座の積極的な活用について」を発出し

た。 

  ・労働行政職員オンライン公開講座の再生数

は 13,276 回、受講者アンケートの回答数

は 4,830 件となった。（資料 12参照） 

 ◯ 研究員の研修への参画 

令和４年度においては、研究調整部及び各

教官と調整の上計画した人数（延べ 91人）を

上回る参画を得た。（資料 13参照） 

  ・実績：延べ 94人（昨年度延べ 72人） 

◯ 労働行政フリートークの実施 

研修内容と関連するテーマについて、労働

政策研究所の研究員と研修生との間でフリ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 労働行政職員オンライン公開講座等の研究

員の参画による研修の受講者を対象としたア

ンケート調査については、いずれも、80％以上

の者から有意義との評価を得ている。 

○ また、労働行政オンライン講座の再生数は約

1.3 万件に達している。これは令和 4 年度の労

働大学校での研修の受講者数約 5,200人を大き

く上回るものであり、研修の機会以外でも広く

視聴されていることを示している。 
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（３）評価における指標 

研修に関する評価につ

いては、以下の指標を設

定する。 

１．研修生に対する事後

調査（修了後半年から

１年程度）により、毎年

度平均で90％以上の者

から、業務に生かせて

いるとの評価を得るこ

と。（第４期実績平均：

97.1％） 

２．当該研修生の上司に

対する事後調査（修了

後半年から１年程度）

により、毎年度平均で

90％以上の者から役に

立っているとの評価を

得ること。（第４期実績

平均：98.8％） 

３．労働行政職員オンラ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価における指標 

研修に関する評価につ

いては、以下の指標の達

成を目指す。 

① 研修生に対する事後

調査（修了後半年から

１年程度）により、毎年

度平均で90％以上の者

から、「業務に生かせて

いる」との評価を得る。 

 

 

② 当該研修生の上司に

対する事後調査（修了

後半年から１年程度）

により、毎年度平均で

90％以上の者から、「役

に立っている」との評

価を得る。 

 

③ 労働行政職員オンラ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）評価における指標 

研修に関する評価につ

いては、以下の指標の達

成を目指す。 

① 研修生に対する事後

調査（修了後半年から

１年程度）により、平均

で 90％以上の者から、

「業務に生かせてい

る」との評価を得る。 

 

 

② 当該研修生の上司に

対する事後調査（修了

後半年から１年程度）

により、平均で 90％以

上の者から、「役に立っ

ている」との評価を得

る。 

 

③ 労働行政職員オンラ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

○各数値目標につい

て、所期の目標を達

成しているか。 

 

ーな意見交換を行う労働行政フリートーク

を３研修において実施した。 

①労働基準監督署長研修 

4月 20日にオンラインにより実施 

講師：濱口研究所長 

テーマ：副業・兼業に関する労働政策 

研修生 86人中 83人が参加 

②企業指導業務（雇用均等関係）専門研  

修 

5月 30日にオンラインにより実施 

講師：池田主任研究員 

テーマ：男性の育児休暇制度 

研修生 48人中 47人が参加 

③第３回職業指導Ⅰ専門オンライン・集合併

用型研修 

 9月 30日にオンラインにより実施 

講師：榧野統括研究員 

テーマ：就職支援 

研修生 38人中 32人が参加 

 

（３）評価における指標 

 

 

 

①研修生に対する事後調査（修了後半年から１

年程度）（資料 14参照） 

  業務に生かせているとの回答 

95.6％、達成度 106.2％（4～9月実施の 48研

修平均） 

※研修生の研修直後調査では 97.6％から有

意義との評価を得た。 

 

②上司に対する事後調査（修了後半年から１年

程度）（資料 15参照） 

役に立っているとの回答 

98.3％、達成度 109.2％（4～9月実施の 48研

修平均） 

 

 

 

③労働行政職員オンライン公開講座の開発・改
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イン公開講座の開発・

改善を毎年度３件以上

得ること。（新規指標の

ため実績なし） 

 

 

 

 

 

 

 

４．労働行政職員オンラ

イン公開講座等の研究

員の参画による研修の

受講者を対象としたア

ンケート調査におい

て、80％以上の者から

有意義との評価を得る

こと。（新規指標のため

実績なし） 

イン公開講座の開発・

改善を毎年度３件以上

得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 労働行政職員オンラ

イン公開講座等の研究

員の参画による研修の

受講者を対象としたア

ンケート調査におい

て、80％以上の者から

有意義との評価を得

る。 

 

イン公開講座の開発・

改善を３件以上得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 労働行政職員オンラ

イン公開講座等の研究

員の参画による研修の

受講者を対象としたア

ンケート調査におい

て、80％以上の者から

有意義との評価を得

る。 

 

善 

４件、達成率 133.3％ 

（開発） 

・パワーハラスメントに関連する主な裁判

例の動向 

・派遣労働の賃金とキャリア形成支援を考

える 

・『柔軟な働き方』と労災保険制度 

（改善） 

・コロナ禍における企業の経営・雇用環境

と採用動向 

④労働行政職員オンライン公開講座等の研究

員参画の受講者アンケート 

 有意義度 平均 96.6％、達成度 120.8％ 

・労働行政職員オンライン公開講座   

94.0％（23講座平均、回答者 4,830人） 

  ・研修への参画科目          

98.6％（94科目平均） 

・労働行政フリートーク 

労働基準監督署長研修 90.4％ 

企業指導業務（雇用均等関係）専門 

95.7％ 

第３回職業指導Ⅰ専門オンライン・集合

併用型 100.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

・引き続き、行政ニーズに迅速・的確に対応した

研修ができるよう、厚生労働省との協議やアン

ケート調査結果を踏まえながら、送り出し側の

望む人材像に対応した研修内容の充実に努め、

高い有意義度・役立ち度を維持できるよう努め

る。 
 
４．その他参考情報 

【目標の設定及び水準の考え方】 

・研修ニーズへの的確な対応、研修生のその後の実務における研修効果の発現の程度を測るアウトカム指標として、研修を受けた当事者及びその上司の有意義度評価を採用することとする。 

・研究と研修の連携を重視する観点から、労働行政職員に対する公開講座等の研修を受けた者の有意義度評価を指標として採用することとする。 

・目標水準について、基本的には、既存の指標は第４期中期目標期間（平成29年度～令和３年度）の実績を踏まえ、第４期の目標水準以上の水準を設定することとし、新規の指標は第４期の類似実績を踏まえ、適切な水準を設定すること

とする。 
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１－１－４－２中期目標管理法人年度評価項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 
― 

関連する政策評

価・行政事業レ

ビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 

（参考） 

前中期目標期間 

最終年度値等 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費（千円） 

（実績） 
中期目標期間最終年度 37,877 36,740 ― ― ― ―  

上記削減率（％） 

（実績） 

中期目標期間最終年度において 
令和 3年度と比べて 15％以上の 
削減 

― 3.0％ ― ― ― ―  

業務経費（千円） 

（実績） 
中期目標期間最終年度 682,233 540,837 ― ― ― ―  

上記削減率（％） 

（実績） 

中期目標期間最終年度において 
令和 3年度と比べて 5％以上の 
削減 

― 20.7％ ― ― ― ―  

一者応札の 

件数の割合 

一者応札の件数の割合を第４期中

期目標期間の実績平均以下にする 
5.2件 3件 ― ― ― ―  

注）削減対象となる一般管理費及び業務経費（予算額）を記載。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 

中期目標 中期計画 令和４年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 
  

 

１ 内部統制の適切な実施 

内部統制については、

「独立行政法人の業務の

適正を確保するための体

制等の整備」（平成26年11

月28日付け総務省行政管

理局長通知）を踏まえ、内

部統制の推進等に関する

規程等関係規程類を適時

適切に見直し、整備する

とともに、各種会議や研

修等を通じて、役職員で

認識を共有すること。 

また、内部統制の仕組

みが有効に機能している

かの点検・検証を行い、こ

れら点検・検証を踏まえ、

当該仕組みが有効に機能

するよう見直しを行うこ

と。 

 

 

 

 

 

 

２ 組織運営・人事管理に

関する体制の見直し 

質の高い労働政策研究

の実施のため、引き続き

優秀な人材の確保・育成

を図りつつ、効率的かつ

効果的な組織運営を図る

ため、以下の取組を行う

こと。 

 

 

 

１ 内部統制の適切な実施 

内部統制については、

「独立行政法人の業務の

適正を確保するための体

制等の整備」（平成26年11

月28日付け総務省行政管

理局長通知）を踏まえ、内

部統制の推進等に関する

規程等関係規程類を適時

適切に見直し、整備する

とともに、各種会議や研

修等を通じて、役職員で

認識を共有する。また、内

部統制の仕組みが有効に

機能しているかの点検・

検証を監事監査及び内部

監査によって行い、これ

ら点検・検証を踏まえ、当

該仕組みが有効に機能す

るよう見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

２ 組織運営・人事管理に

関する体制の見直し 

重要な労働政策課題等

の変化に対応した効率的

かつ効果的な組織運営を

継続するため、引き続き

優秀な人材の確保・育成

を図りつつ、研究ニーズ

の多様化等の変化に機動

的に対応し得るよう、柔

 

 

１ 内部統制の適切な実施 

内部統制については、

「独立行政法人の業務の

適正を確保するための体

制等の整備」（平成 26 年

11月28日付け総務省行政

管理局長通知）を踏まえ、

内部統制の推進等に関す

る規程等関係規程類を適

時適切に見直し、整備す

るとともに、各種会議や

研修等を通じて、役職員

で認識を共有する。また、

内部統制の仕組みが有効

に機能しているかの点

検・検証を監事監査及び

内部監査によって行い、

これら点検・検証を踏ま

え、当該仕組みが有効に

機能するよう見直しを行

う。 

 

 

 

 

 

２ 組織運営・人事管理に

関する体制の見直し 

重要な労働政策課題等

の変化に対応した効率的

かつ効果的な組織運営を

継続するため、引き続き

優秀な人材の確保・育成

を図りつつ、研究ニーズ

の多様化等の変化に機動

的に対応し得るよう、柔

＜評価の視点＞ 

 

○内部統制の推進等

に関する規程類を

適時適切に見直し、

整備するとともに、

役職員で認識を共

有しているか。ま

た、内部統制の仕組

みについて点検・検

証及びこれらを踏

まえた見直しを行

っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な業務実績＞ 

 

１ 内部統制の適切な実施 

○ 毎月の経営会議のほか、コンプライアンス

委員会（年４回）、リスク管理委員会（年２回）

を定期的に開催するとともに、機構のミッシ

ョンや理事長の運営上の方針、機構を取り巻

く諸問題について、全職員に直接周知するた

め、理事長による年頭挨拶等の機会を定期的

に設け、オンラインでも理事長メッセージを

配信するなど、役職員で認識を共有する機会

を設けた。 

○ 毎年、監事による年２回の定期監査、理事

長直轄の内部統制推進部門による年５回の

内部監査のほか、自主的に監査法人による監

査（６月）を受けており、監査法人と理事長

とのディスカッションの機会も確保した。 

○ 令和３年度より、研究倫理に関する研修

（日本学術振興会「研究倫理 e ﾗｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ」）

を実施したほか、ハラスメント防止及びコン

プライアンスの向上等の観点から、定額制の

WEBセミナーの受講を階層別に推進した。 

○ 内部統制の推進等に関する規程類の必要

な見直し・周知を行い役職員で認識を共有す

るとともに、内部統制の仕組みが有効に機能

しているかを常に留意して運用を行ってい

る。 

 

２ 組織運営・人事管理に関する体制の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評点＞：Ｂ 
＜根拠＞ 
 
○ 内部統制については、各種定期会議の開催、

監事や監査法人による監査、規程類の必要な見

直し等により、その仕組みが有効に機能するよ

う適切に取り組んでいる。 
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（１）人材の確保・育成 

職員の専門的な資質と

意欲の向上を図るため、

業務研修への参加等を積

極的に奨励し、職員のキ

ャリア形成支援を計画的

に行うとともに、研究員

については、外部研究者

と交流を行うための学会

活動を奨励し、自己研鑽

の機会の拡大を図るこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軟かつ機動的な組織運営

を図る。 

（１）人材の確保・育成 

優秀な人材の確保・育

成及び組織の活性化を図

るため、次の取組を行う。 

 

① 優秀な人材を幅広く

登用するため、職員の

高齢化及び年齢階層の

偏りが生じていること

を踏まえ、事務職員に

ついては、新卒者の採

用に加え必要に応じて

即戦力となる社会人経

験者の採用も図るな

ど、必要な人材を確保

する。また、研究員につ

いては、任期付採用等

を積極的に活用する。 

② 業績評価制度を含む

人事評価制度の運用に

より、職員の努力とそ

の成果を適正に評価す

る。 

③ 職員の専門的な資質

の向上を図るため、研

修等の充実に努め、職

員のキャリア形成支援

を計画的に行うととも

に、研究員については

外部研究者と交流を行

うための学会活動を奨

励する。 

④ 専門性が高く、新た

なニーズに対応する異

分野との連携の必要性

が拡大したこと等を踏

まえ、関係機関・団体と

の交流等の連携を進め

る。 

軟かつ機動的な組織運営

を図る。 

（１）人材の確保・育成 

優秀な人材の確保・育

成及び組織の活性化を図

るため、以下の取組を行

う。 

① 優秀な人材を幅広く

登用するため、研究員

については、任期付採

用等を積極的に活用す

るなど、必要な人材を

確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

② 業績評価制度を含む

人事評価制度の運用に

より、職員の努力とそ

の成果を適正に評価す

る。 

③ 職員の専門的な資質

の向上を図るため、研

修等の充実に努め、職

員のキャリア形成支援

を計画的に行うととも

に、研究員については

外部研究者と交流を行

うための学会活動を奨

励する。 

④ 専門性が高く、新た

なニーズに対応する異

分野との連携の必要性

が拡大したこと等を踏

まえ、関係機関・団体と

の交流等の連携を進め

る。 

 

 

○優秀な人材の確保・

育成を図っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人材の確保・育成 

○ 優秀な専門人材を確保するため、１名（労

働経済）を任期付研究員に採用した。 

○ 目標管理制度に基づく業績評価と能力評

価を柱とした人事評価制度の運用を行い、そ

の評価結果を６月期及び 12 月期の勤勉手当

に反映した。 

○ 研究員が学会に所属して先端的な研究動

向に接し、関係の外部研究者と不断に交流を

行うとともに、機構の研究成果を活用して研

究発表を行うことを奨励している。 

○ 統計リテラシー向上のための総務省統計

研究研修所主催の研修や人事・労働関連の各

種オンライン研究会への積極的な参加を奨

励したほか、財務省研修センター主催の契約

管理研修に職員を参加させた。 

○ 労使団体等（連合、経団連、連合総研、日

本政策金融公庫総合研究所）との意見交換の

ほか、業種の異なる大手企業の人事部長を交

えた研究会や地方教育委員会への事業協力

等を通じて、関係機関・団体との交流等の連

携を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 左記のとおり、優秀な人材を確保・育成する

ため、任期付研究員の採用、研究員の学会への

参加の奨励、各種研修への参加を通じた専門能

力の向上等を図った。 
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（２）組織運営 

それぞれのプロジェク

ト研究に関して、責任を

持って実施する研究部門

を設け、これをプロジェ

クト研究推進の中核と

し、必要に応じて部門を

越えた研究員の参加など

の横断的な実施体制を組

むことや、外部研究員の

活用や民間との連携等に

より、研究の実施体制等

の強化を図ること。 

また、機構全体として

働き方改革を進めていく

観点から、目標管理制度

に基づく業績評価と能力

評価を柱とした人事評価

制度の的確な運用を行う

とともに、機構全体とし

て、長時間労働の防止、育

児・介護等との両立支援、

職員の心の健康の保持・

増進のための体制を整備

し、柔軟な働き方による

効率的かつ効果的な組織

運営を目指すこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）組織運営 

プロジェクト研究に関

しては、責任を持って実

施する研究部門を設け、

これをプロジェクト研究

推進の中核とし、必要に

応じて部門を越えた研究

員の参加などの横断的な

実施体制を組むことや、

外部人材の活用や関係機

関との連携等により、研

究の実施体制等の充実・

強化を図る。 

また、機構全体として、

引き続き目標管理制度に

基づく業績評価と能力評

価を柱とした人事評価制

度の的確な運用を行うと

ともに、長時間労働の防

止、育児・介護等との両立

支援、職員の心の健康の

保持・増進のための体制

整備及び各種業務の電子

化を一層推進し、組織全

体の士気高揚と効率的か

つ効果的な組織運営を図

り、国民に向けたサービ

スの最大化を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）組織運営 

プロジェクト研究に関

して、責任を持って実施

する研究部門を設け、こ

れをプロジェクト研究推

進の中核とし、必要に応

じて部門を越えた研究員

の参加などの横断的な実

施体制を組むことや、外

部人材の活用や関係機関

との連携等により、研究

の実施体制等の充実・強

化を図る。 

また、機構全体として、

引き続き目標管理制度に

基づく業績評価と能力評

価を柱とした人事評価制

度の的確な運用を行うと

ともに、長時間労働の防

止、育児・介護等との両立

支援、職員の心の健康の

保持・増進のための体制

整備及び各種業務の電子

化を一層推進し、組織全

体の士気高揚と効率的か

つ効果的な組織運営を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人事評価制度の的

確な運用や長時間

労働の防止、育児・

介護等との両立支

援など柔軟な働き

方の推進、各種業務

の電子化などによ

る効率的かつ効果

的な組織運営を図

っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）組織運営 

○ プロジェクト研究に対応して研究部門を

設けるとともに、研究テーマの性質に応じた

部門横断的な研究員の参加、大学や研究機関

等の外部研究者の参画により研究実施体制

の充実・強化を図っている。 

○ 目標管理制度に基づく業績評価と能力評

価を柱とした人事評価制度の運用を行い、そ

の評価結果を６月期及び 12 月期の勤勉手当

に反映した。（再掲） 

○ 年次有給休暇の計画的付与制度を運用し、

各種会議等の機会をとらえて休暇取得を促

した。機構全体の平均年休取得率は 67.5％

（前年度 55.5％）。 

○ 超過勤務時間が月 30 時間を超えた場合、

自動的に警告ﾒｰﾙが管理職に送信される仕組

みを活かし、長時間労働の防止に努めた。 

○ 機構で働くすべての者に係る心の健康の

保持・増進のため、産業医による助言・指導

を受けられる機会を設定している。 

○ フレックスタイム及び専門業務型裁量労

働制の実施等により、柔軟な働き方の推進に

努めた。 

○ 柔軟な働き方の観点及び新型コロナウイ

ルス感染症対策として、役職員等の安全確保

及び事業継続のため、引き続きテレワークシ

ステムの運用を行った。 

○ 電子決裁システムの運用による決裁業務

の電子化などにより効率的な組織運営を進

めた。 

○ 第５期の開始にあたり、新たな試みとし

て、機構の事業への国民の認知度・理解度を

一層高め、労働政策に関する政策議論の活性

化を図ることを目的に、令和４年４月に部門

横断的に編成された「総合企画チーム」を設

置し、機構の広報のあり方について、集中的

に検討を行うプロジェクトを立ち上げた。人

員や予算に限りがあるなかで、広報活動を積

極的に推進するためには、基本理念や方向性

等の共有が重要となるが、同じテーマで研究

 

○ 左記のとおり、業績評価に基づく人事制度を

適切に運用したほか、年次有給休暇の取得促進

や長時間労働の防止、柔軟な働き方の推進等に

努めた。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 研究員と事務職、役員から若手職員までが一

同に会して、機構の広報のあり方について集中

的に検討を行う「総合企画チーム」の設置は、

組織全体の士気高揚や職員の活力向上にも繋

がる契機となった。 
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３ 情報システムの整備及

び管理 

情報システムについて

は、デジタル庁が策定し

た「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和３年12月24日デ

ジタル大臣決定）に則り、

情報システムの適切な整

備及び管理を行うととも

に、情報システムの整備

及び管理を行うＰＪＭＯ

を支援するため、ＰＭＯ

の設置等の体制整備を行

う。 

また、政府機関のサイ

バーセキュリティ対策の

ための統一基準群を踏ま

え、情報セキュリティポ

リシー等関係規程類を適

時適切に見直し、整備す

るとともに、これに基づ

き、ハード及びソフトの

両面での不断の見直し、

役職員の高い意識を保持

するための適時適切な研

修など情報セキュリティ

対策を講じ、情報システ

ムに対するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に対す

る組織的対応能力の強化

に取り組むこと。 

さらに、上記の対策の

実施状況を毎年度把握

し、ＰＤＣＡサイクルに

より情報セキュリティ対

策の改善を図ること。 

 

 

 

 

３ 情報システムの整備及

び管理 

情報システムについて

は、デジタル庁が策定し

た「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和３年12月24日デ

ジタル大臣決定）に則り、

情報システムの適切な整

備及び管理を行うととも

に、情報システムの整備

及び管理を行うＰＪＭＯ

を支援するため、ＰＭＯ

の設置等の体制整備を行

う。 

また、政府機関のサイ

バーセキュリティ対策の

ための統一基準群を踏ま

え、情報セキュリティポ

リシー等関係規程類を適

時適切に見直し、整備す

るとともに、これに基づ

き、ハード及びソフトの

両面での不断の見直し、

役職員の高い意識を保持

するための適時適切な研

修など情報セキュリティ

対策を講じ、情報システ

ムに対するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に対す

る組織的対応能力の強化

に取り組む。 

さらに、上記の対策の

実施状況を毎年度把握

し、ＰＤＣＡサイクルに

より情報セキュリティ対

策の改善を図る。 

 

 

 

 

３ 情報システムの整備及

び管理 

デジタル庁が策定した

「情報システムの整備及

び管理の基本的な方針」

（令和３年 12 月 24 日デ

ジタル大臣決定）に則り、

情報システムの適切な整

備及び管理を行う。 

また、政府機関のサイ

バーセキュリティ対策の

ための統一基準群を踏ま

え、情報セキュリティポ

リシー等関係規程類を適

時適切に見直し、整備す

るとともに、これに基づ

き、ハード及びソフトの

両面での不断の見直し、

役職員の高い意識を保持

するための適時適切な研

修など情報セキュリティ

対策を講じ、情報システ

ムに対するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に対す

る組織的対応能力の強化

に取り組む。 

さらに、上記の対策の

実施状況を毎年度把握

し、ＰＤＣＡサイクルに

より情報セキュリティ対

策の改善を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「情報システムの整

備及び管理の基本

的な方針」（令和３

年 12月 24日デジタ

ル大臣決定）に則

り、情報システムの

適切な整備及び管

理、ＰＭＯの設置等

の体制整備を行っ

ているか。 

○政府機関のサイバ

ーセキュリティ対

策のための統一基

準群を踏まえた情

報セキュリティ対

策の強化に取り組

んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

員と事務職、役員から若手職員までが一同に

会して活発な議論を行った。 

 

３ 情報システムの整備及び管理 

◯ 令和４年度において以下のとおり情報シ

ステムの整備を行った。 

・「政府情報システムにおけるクラウドサー

ビスの利用に係る基本方針」（令和 3年 3年

30 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡

会議決定）及び「情報システムの整備及び

管理の基本的な方針」（令和 3年 12月 24日

デジタル大臣決定）で定められた「クラウ

ド・バイ・デフォルト原則」を踏まえて、

ファイルサーバをパブリッククラウドサ

ービス上へ移行し運用を行った。 

・役職員のテレワーク時における操作性の向

上等を図るため、テレワークシステムの更

新を行った。 

○ 各部が業務で使用する個別システムの調

達、更新、運用等を支援する役割を、総務部

総務課が担っている。 

○ 情報セキュリティ対策の強化を図るため、

以下の取組を行った。 

・情報セキュリティ委員会を毎月１回開催

し、機構の情報セキュリティ関連施策等に

ついて議論した。 

・「令和４年度情報セキュリティ対策推進計

画」を策定し、年度全体の情報セキュリテ

ィ対策方針及び年度に取り組むべき情報

セキュリティ対策事項を定めた。 

・「政府機関のサイバーセキュリティ対策の

ための統一基準群（令和３年度版）」に準拠

して機構情報セキュリティポリシーを改

正し施行した。 

・改正後の情報セキュリティポリシーに基づ

き、テレワーク実施時の情報セキュリティ

を確保するための対策手順書を作成し施

行した。 

・厚生労働省と連携して「情報セキュリティ

インシデント対処訓練」を実施し、ｲﾝｼﾃﾞﾝ

ﾄ発生時の対応方法等の再確認を行った。 

 
 
 
○ 左記のとおり、情報システムの適切な運用や

情報セキュリティ対策の強化に取り組んだ。 
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４ 業務運営の効率化に伴

う経費節減等 

（１）業務運営の効率化 

運営費交付金を充当し

て行う業務について、よ

り一層の業務運営の効率

化を推進し、一般管理費

（公租公課等の所要計上

を必要とする経費を除

く。なお、当該経費につい

ても不断の見直しにより

厳しく抑制を図るものと

する。）については、令和

８年度において、令和３

年度と比べて15％以上節

減すること。業務経費に

ついては、令和８年度に

おいて、令和３年度と比

べて５％以上節減するこ

と。 

 

（２）適正な給与水準の検

証・公表 

役職員の給与水準につ

いては、政府の方針を踏

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務運営の効率化に伴

う経費節減等 

（１）業務運営の効率化 

運営費交付金を充当し

て行う業務について、よ

り一層の業務運営の効率

化を推進し、一般管理費

（公租公課等の所要計上

を必要とする経費を除

く。なお、当該経費につい

ても不断の見直しにより

厳しく抑制を図るものと

する。）については、令和

８年度において、令和３

年度と比べて15％以上節

減する。業務経費につい

ては、令和８年度におい

て令和３年度と比べて

５％以上節減する。 

 

 

（２）適正な給与水準の検

証・公表 

役職員の給与水準につ

いては、政府の方針を踏

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 業務運営の効率化に伴

う経費節減等 

（１）業務運営の効率化 

運営費交付金を充当し

て行う業務について、よ

り一層の業務運営の効率

化を推進し、一般管理費

（公租公課等の所要計上

を必要とする経費を除

く。なお、当該経費につい

ても不断の見直しにより

厳しく抑制を図るものと

する。）については、令和

８年度において、令和３

年度と比べて 15％以上、

業務経費については、令

和８年度において令和３

年度と比べて５％以上の

節減に向けた４年度にお

ける必要な取組を行う。 

 

（２）適正な給与水準の検

証・公表 

役職員の給与水準につ

いては、政府の方針を踏

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○運営費交付金を充

当して行う業務に

ついて、業務運営の

効率化を推進する

とともに、中期計画

に基づき作成した

予算の範囲内で予

算を執行している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○役職員の給与水準

の検証・公表を行っ

ているか。 

 

・内閣サイバーセキュリティセンター（NISC）

による「情報システムマネジメント監査」

及び「ペネトレーションテスト」を受検し、

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ対策について検証を行った。 

・役職員が情報セキュリティに関わる脅威に

対する理解を深めること等を目的に、新規

採用者、一般職員、課室情報セキュリティ

責任者に対する研修を実施した。 

・役職員が都合のよい時に情報セキュリティ

に関する知識を習得できるようｅラーニ

ングサービスを提供した。 

・役職員が自らの役割に応じた情報セキュリ

ティ対策を実施しているかを確認するた

めの自己点検（全役職員向け、課室情報セ

キュリティ責任者向け）を実施した。 

 

４ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 

 

（１）業務運営の効率化 

○ 令和４年度予算額において、令和３年度と

比べてそれぞれ一般管理費は 3.0%、業務経費

は 20.7％の節減となっている。 

○ 一般管理費予算の厳しい状況の中で、電気

料金の大幅上昇に対応し組織全体での節電

に取り組んだ。 

○ 運営費交付金を充当して行う業務につい

て、中期計画に基づく予算を作成し、当該予

算の範囲内で執行した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）適正な給与水準の検証・公表 

○ 役職員の給与水準は、国家公務員等の給与

水準を十分考慮し、国民の理解と納得が得ら

れるよう厳しく検証している。事務職は、本

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 左記のとおり、厳しい予算状況の中で効率的

な運営を図った。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 役職員の給与水準を検証・公表するととも

に、左記の措置を継続することにより、給与水

準の適正化を図っている。 
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まえ、国家公務員の給与

水準を十分考慮し、手当

を含め役職員給与の在り

方について厳しく検証し

た上で、その適正化に計

画的に取り組むととも

に、その検証結果や取組

状況を公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）適切な調達の実施 

調達について、公正か

つ透明な調達手続きによ

る適切で、迅速かつ効果

的な調達を実現する観点

から、機構が策定した「調

達等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施し、

一者応札の件数の割合を

第４期中期目標期間の実

績平均以下にする取組を

進めることにより、効率

的な予算執行及び運営費

交付金の適切かつ効率的

な使用に努めること。 

また、契約監視委員会

等を通じて、契約の適正

な実施について点検を受

けること。 

 

（４）保有資産の見直し 

保有資産については、

引き続き、資産の利用度

のほか、本来業務に支障

のない範囲での有効利用

可能性の多寡、効果的な

まえ、国家公務員の給与

水準を十分考慮し、手当

を含め役職員給与の在り

方について厳しく検証し

た上で、その適正化に計

画的に取り組むととも

に、その検証結果や取組

状況を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）適切な調達の実施 

調達について、公正か

つ透明な調達手続きによ

る適切で、迅速かつ効果

的な調達を実現する観点

から、機構が策定した「調

達等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施し、

一者応札の件数の割合を

第４期中期目標期間の実

績平均以下にする取組を

進めることにより、効率

的な予算執行及び運営費

交付金の適切かつ効率的

な使用に努める。 

また、契約監視委員会

等を通じて、契約の適正

な実施について点検を受

ける。 

 

（４）保有資産の見直し 

保有資産については、

引き続き、資産の利用度

のほか、本来業務に支障

のない範囲での有効利用

可能性の多寡、効果的な

まえ、国家公務員の給与

水準を十分考慮し、手当

を含め役職員給与の在り

方について厳しく検証し

た上で、その適正化に計

画的に取り組むととも

に、その検証結果や取組

状況を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）適切な調達の実施 

調達について、公正か

つ透明な調達手続きによ

る適切で、迅速かつ効果

的な調達を実現する観点

から、機構が策定した「調

達等合理化計画」に基づ

く取組を着実に実施し、

一者応札の件数の割合を

第４期中期目標期間の実

績平均以下にする取組を

進めることにより、効率

的な予算執行及び運営費

交付金の適切かつ効率的

な使用に努める。 

また、契約監視委員会

等を通じて、契約の適正

な実施について点検を受

ける。 

 

（４）保有資産の見直し 

保有資産については、

引き続き、資産の利用度

のほか、本来業務に支障

のない範囲での有効利用

可能性の多寡、効果的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「調達等合理化計

画」に基づく取組を

着実に実施してい

るか。また、契約監

視委員会等を通じ

て、契約の適正な実

施について点検を

受けているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○保有資産について、

保有の必要性の検

証及び見直しを行

っているか。 

 

 

俸 2％削減（16年度実施）、職務手当の支給率

削減（部長：20％→15％、課長：15％→10％、

課長補佐：8％→6％、16年度より実施）後の

額を基準とした定額化（22年度実施）、1号俸

の昇給抑制期間を国家公務員より 1年間延長

（23年度実施）等の独自給与減額措置を継続

している。 

◯ 令和４年度のラスパイレス指数（年齢・地

域・学歴勘案）は、事務職は 102.3（前年度

102.4）で、前年度比 0.1ポイント減少し、引

き続き国家公務員との均衡はほぼ図られて

いる。一方、研究職は、97.1（前年度 98.5）

となり、前年度比 1.4ポイント減少し、国家

公務員の給与水準を下回った。 

 

（３）適切な調達の実施 

◯ 令和４年度の一者応札件数は調達等合理

化計画に基づく取組の実施により３件とな

り第４期実績平均（5.2件）を下回った。 

○ 随意契約等審査委員会を年４回開催し、30

件の随意契約について妥当性等の点検を受

けた。 

○ 契約監視委員会を年４回開催し、調達等合

理化計画の取組、一者応札件数、随意契約等

の点検を行った結果、特段の指摘は受けなか

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）保有資産の見直し 

○ 令和３年度決算作業を通して保有資産の

必要性を検証し、国庫返納すべき不要財産が

ないことを確認した。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 左記のとおり、調達等合理化計画に基づく取

組を実施し、４年度の一者応札件数は数値目標

を達成するなど、調達の適切な実施を図った。 
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処分、経済合理性といっ

た観点に沿って、その保

有の必要性について検証

し、不断に見直しを行う

こと。 

また、法人が保有し続

ける必要があるかを厳し

く検証し、支障のない限

り、国への返納等を行う

こと。 

 

（５）電子化の推進 

ペーパーレス会議や

WEB会議の更なる活用等

により、業務の電子化を

推進すること。 

処分、経済合理性といっ

た観点に沿って、その保

有の必要性について検証

し、不断に見直しを行う。 

また、法人が保有し続

ける必要があるかを厳し

く検証し、支障のない限

り、国への返納等を行う。 

 

 

 

（５）業務運営の電子化の

取組 

ペーパーレス会議や

WEB会議の更なる活用等、

業務の電子化を推進す

る。 

処分、経済合理性といっ

た観点に沿って、その保

有の必要性について検証

し、不断に見直しを行う。 

また、法人が保有し続

ける必要があるかを厳し

く検証し、支障のない限

り、国への返納等を行う。 

 

 

 

（５）業務運営の電子化の

取組 

ペーパーレス会議や

WEB会議の更なる活用等、

業務の電子化を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○業務の電子化を推

進しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）業務運営の電子化の取組 

○ 令和３年度に敷設した高速インターネッ

ト回線及び各会議室等に整備した無線アク

セスポイントの活用により、オンラインでの

会議、研究会等を実施している。 

◯ 令和３年度に導入したオンライン会議用

パソコンを職員等に貸与し、オンラインでの

会議、研究会等に活用している。 

◯ 理事長のリーダーシップのもと、７月から

経営会議について完全ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ開催とし、約

3,800 枚の用紙を削減した。また、機構内部

のﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ会議の本格的な推進に向けﾍﾟｰﾊﾟ

ｰﾚｽ会議システムの試行的運用を行った。 

◯ 引き続き電子決裁システムの運用により

決裁業務の電子化を推進した。 

 

◯ 有識者を対象としたアンケートにおける事

業活動全般の有益度は、「大変有益」が 45.8％

（前年度 47.6％）、「有益」が 49.9％（前年度

48.6％）であり、有益との回答は 95.7％（前年

度 96.2％）と第５期初年度においても高い評価

を得た。その理由として「現下の労働政策を最

適化する世論を醸成する上で大きな役割を担

っている」「日本の労働関連分野の政府系シン

クタンクとしてトップに位置する」など高い評

価を得た。（資料 10参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 左記のとおり、業務運営の電子化、ペーパー

レス化に適切に取り組んだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

これらを踏まえ、Ｂと評価する。 

＜課題と対応＞ 
・労働政策の企画立案・実施を支える当機構とし

てのミッションを継続的に果たしていけるよ

う、厚生労働省と密に連携しつつ、人材の確保・

育成、効果的・効率的な組織運営等に引き続き

取り組む。 
 
４．その他参考情報 

特になし 
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１－１－４－２中期目標管理法人年度評価項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 
― 

関連する政策評

価・行政事業レ

ビュー 

 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 

（参考） 

前中期目標期間 

最終年度値等 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 

中期目標 中期計画 令和４年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 
  

 

通則法第29条第２項第４

号の財務内容の改善に関す

る事項は、次のとおりとす

る。 

「第４ 業務運営の効率

化に関する事項」で定めた

事項に配慮した中期計画の

予算を作成し、当該予算に

よる運営を行うこと。第２

に、独立行政法人会計基準

の改訂等を踏まえ、運営費

交付金の会計処理に当たっ

ては、原則として業務達成

基準による収益化を採用

し、収益化単位ごとに予算

と実績を管理する体制を構

築すること。第３に、出版物

等の成果物の販売や教育講

座事業の受益者負担による

自己収入の確保に努めるこ

と。 

 

 

 

１ 期間中の予算、収支計

画、資金計画 

別紙２から別紙４のと

おり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算執行の効率化 

独立行政法人会計基準

の改訂等を踏まえ、運営

費交付金の会計処理に当

たっては、原則として業

務達成基準による収益化

を採用し、収益化単位ご

とに予算と実績を管理す

る体制を構築する。 

 

３ 自己収入の確保 

出版物等の成果物の販

売や教育講座事業の受益

者負担による自己収入の

確保に努める。 

 

 

 

４ 短期借入金の限度額  

① 限度額 300 百万円 

② 想定される理由 

・運営費交付金の受入

れの遅延等による資

金不足に対応するた

 

 

１ 期間中の予算、収支計

画、資金計画 

別紙２から別紙４のと

おり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算執行の効率化 

独立行政法人会計基準

の改訂等を踏まえ、運営

費交付金の会計処理に当

たっては、原則として業

務達成基準による収益化

を採用し、収益化単位ご

とに予算と実績を管理す

る体制を構築する。 

 

３ 自己収入の確保 

出版物等の成果物の販

売や教育講座事業の受益

者負担による自己収入の

確保に努める。 

 

 

 

４ 短期借入金の限度額 

① 限度額 300 百万円 

② 想定される理由 

・運営費交付金の受入

れの遅延等による資

金不足に対応するた

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○運営費交付金の会

計処理に当たって

は、原則として業務

達成基準による収

益化を採用し、収益

化単位ごとに予算

と実績を管理する

体制を構築してい

るか。 

 

○自己収入の確保に

努めているか。 

 

 

 

 

 

 

○借入金の額及びそ

の理由は中期計画

に定められている

とおりか。 

 

 

＜主な業務実績＞ 

 

１ 期間中の予算、収支計画、資金計画 

○ 電気料金の高騰、労働大学校の集合研修再

開の影響などで光熱水料の負担が増加（対前

年度比約 1,800万円増）するなど厳しい状況

の中、「独立行政法人会計基準」及び「独立行

政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（Q81-

21）に基づき運営費交付金配分額の見直しを

期限である第３四半期末までに実施し、変更

した予算の範囲内で計画的な執行を行った。

なお、損益計算の結果、若干の損失（△1 百

万円）を計上することとなった。 

 

２ 予算執行の効率化 

○ 運営費交付金の会計処理について、業務部

門の活動は業務達成基準を、管理部門の活動

は期間進行基準を採用している。 

また、収益化単位の業務を予算が示達され

る部門単位とし、予算と実績の比較分析を通

じたＰＤＣＡを可能とする体制を構築して

いる。 

 

 

３ 自己収入の確保 

○ 令和４年度の自己収入：59,096千円 

（前年度実績 53,649千円、10.2％増） 

・出版物販売収入：18,606千円 

（同 20,883千円、10.9％減） 

・東京労働大学講座収入：40,490千円 

（同 32,766千円、23.6％増） 

 

４ 短期借入金の限度額 

○ 借入金は発生しなかった。 

 

 

 

 

＜評点＞：Ｂ 
＜根拠＞ 
○ 運営費交付金を充当して行う事業について、

中期計画に基づく予算を作成し、光熱水料の負

担が増加するなど厳しい状況の中、当該予算の

範囲内で執行した。損益計算上の損失は最小限

に留めている。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 左記のとおり、予算執行の効率化を図ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 総合講座のオンライン開催など、コロナ禍に

おいて効果的な取組を推進することで、前年度

実績（53,649千円）を上回る自己収入を確保す

ることができた。 

○ 出版物について、専門業者の学術・研究機関

向け電子書籍提供サービスを通じて電子書籍

の販売を開始した。 
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め。 

・予定外の退職者の発

生に伴う退職手当の

支給等、偶発的な出

費に対応するため。 

 

５ 不要財産又は不要財産

となることが見込まれる

財産がある場合には、当

該財産の処分に関する計

画 

なし 

 

６ 重要な財産を譲渡し、

又は担保に供しようとす

るときは、その計画 

なし 

 

７ 剰余金の使途 

① プロジェクト研究等

労働政策研究の内容の

充実。 

② 研修事業の内容の充

実。 

 

８ 施設・設備に関する計  

画 

厳しい財政状況を踏ま

え、施設・設備計画に基づ

く工事等は予定しない。 

ただし、業務実施状況、

予見しがたい事情等を勘

案し、第５期中期計画期

間中に工事を実施するこ

とがあり得る。 

 

９ 積立金の処分に関する

事項 

なし 

め。 

・予定外の退職者の発

生に伴う退職手当の

支給等、偶発的な出

費に対応するため。 

 

５ 不要財産又は不要財産

となることが見込まれる

財産がある場合には、当

該財産の処分に関する計

画 

なし 

 

６ 重要な財産を譲渡し、

又は担保に供しようとす

るときは、その計画 

なし 

 

７ 剰余金の使途 

① プロジェクト研究等

労働政策研究の内容の

充実。 

② 研修事業の内容の充

実。 

 

８ 施設・設備に関する計 

画 

厳しい財政状況を踏ま

え、施設・設備計画に基づ

く工事等は予定しない。 

 

 

 

 

 

 

９ 積立金の処分に関する

事項 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○剰余金の使途は中

期計画に定められ

ているとおりか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 剰余金の使途 

○ 使途に充てるための剰余金は発生しなか

った。 

 

 

 

 

８ 施設・設備に関する計画 

◯ 施設・設備計画に基づく工事等は行わなか

った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらを踏まえ、Ｂと評価する。 
 
＜課題と対応＞ 
・引き続き効率的な予算管理を行う等、円滑な業

務運営に努めていく。なお、次年度に繰り越す

欠損金（損失）については今中期計画期間中に

解消を図る。 
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４．その他参考情報 
○ 目的積立金等の状況 

                                                                               （単位：百万円、%） 

 令和４年度末 

（初年度） 
令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 

令和８年度末 

（最終年度） 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 0     

目的積立金 0     

積立金 0     

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金等 0     

運営費交付金債務 0     

当期の運営費交付金交付額(a) 2,129     

 うち年度末残高(b) 0     

当期運営費交付金残存率(b÷a) 0     

（注 1）横列は、当目標期間の初年度から最終年度まで設けること。 

（注 2）最終年度おける「前期中（長）期目標期間繰越積立金」、「目的積立金」、「積立金」には、次期中（長）期目標期間への積立金の繰越しを算定するために各勘定科目の残余を積立金 

   に振り替える前の額を記載すること。 

（注 3）「うち経営努力認定相当額」には、最終年度に経営努力認定された額を記載すること（最終年度に経営努力認定された利益は「目的積立金」には計上されずに、「積立金」に計上さ 

   れた上で次期中（長）期目標期間に繰り越される。） 

（注 4）「その他の積立金等」には、各独立行政法人の個別法により積立が強制される積立金等の額を記載すること。 

 



令和４年度業務実績報告 参考資料 

 

・資料１－１ 研究テーマとその成果（プロジェクト研究）………………………… 1 

・資料１－２ 研究テーマとその成果（課題研究・緊急調査）……………………２ 

・資料２   研究成果の活用状況（審議会・研究会等での活用）………… ３ 

・資料３   研究成果の引用状況（白書等への活用）  ……………………… 10 

・資料４   研究員の国際学会・国際会議への参加   ……………………… 11 

・資料５   国際ワークショップ等を通じた情報収集  ……………………… 12 

・資料６   英文情報の整備      ……………………………………………………………… 13 

・資料７－１ リサーチ・アドバイザー委員名簿       ……………………… 14 

・資料７－２ 調査研究成果外部評価結果（リサアド結果）……………………… 15 

・資料８   行政評価（サブテーマ）………………………………………………………………… 16 

・資料９   行政評価（研究成果）……………………………………………………………………… 18 

・資料１０  有識者アンケート結果  ……………………………………………………………… 21 

・資料１１  研修実績               ……………………………………………………………… 30 

・資料１２  労働行政職員オンライン公開講座の実績 …………………………… 33 

・資料１３  研究員参画実績                ……………………………………………… 34 

・資料１４  事後調査（研修生）有意義度集計結果      ……………………… 36 

・資料１５  事後調査（上司）有意義度集計結果         …………………… 37 

 



令和４年度　研究テーマとその成果（プロジェクト研究） 資料１－１

プロジェクト研究サブテーマ 内容 研究期間

1 労働市場の情勢に関する分析
令和４年度は最新の政府公表資料等を活⽤したコロナ下の休業者の動向レ
ポート等をHPで公表した。

４〜8年度 DP22-10 コロナ禍・中⻑期における賃⾦の動向と賃⾦の上⽅硬直性に係る論点整理

2  企業の⼈材戦略の変化とその影響に関す
る研究

令和４年度は企業パネル調査・第１回を実施した。 ４〜8年度

調査シリーズNo.228 暮らしと意識に関するNHK・JILPT共同調査

DP22-09 地域移動の移動パターンと賃⾦

DP23-05 就業形態・年収と節約傾向の関係

資料シリーズNo.260
「jobtag」（職業情報提供サイト（⽇本版O-NET））のインプットデータ開
発に関する研究（2021年度）

研究成果開発物 第5回改定厚⽣労働省編職業分類 職業分類表 改定の経緯とその内容

研究成果開発物 第5回改定厚⽣労働省編職業分類 職業名索引

労働政策研究報告書No.223 企業のキャリア形成⽀援施策導⼊における現状と課題

資料シリーズNo.261 へこたれない仕事探し―失業中の求職者を対象とした求職活動⽀援の研究―

資料シリーズNo.264
Web提供型の簡易版職業適性評価ツール︓Gテストの検査拡充に係るプロト
タイプ開発報告

6 技術⾰新と⼈材育成に関する研究
令和４年度は⽇本版O-NETの数値情報を⽶国O*NET、PIACCと組み合わせ
た⽇英⽐較による⽇本のスキルの特徴分析、「国⺠⽣活基礎調査」の個票に
基づいた「⽇本の中間層の割合の推移」分析を⾏った。

４〜8年度 DP23-03 縮む⽇本の中間層︓『国⺠⽣活基礎調査』を⽤いた中間所得層に関する分析

7 デジタル⼈材の能⼒開発に関する研究
令和４年度は関連の調査研究に関する⽂献レビュー、IT企業関係者、⾮IT企
業におけるIT⼈材へのヒアリング調査を⾏った。

４〜8年度 資料シリーズNo.268
デジタル⼈材の能⼒開発・キャリア形成に関する調査研究―「デジタル⼈
材」「IT⼈材」をめぐる先⾏研究等のレビューに基づく考察・検討―

労働政策研究報告書No.225 企業で働く⼈のボランティアと社会貢献活動ーパラレルキャリアの可能性

資料シリーズNo.266 「若年既卒者の雇⽤動向」︓厚⽣労働省「雇⽤動向調査」⼆次分析

DP23-02
業務の男⼥差と男⼥間賃⾦格差の関連―個⼈レベルのタスクスコアを⽤いた
⼀考察―

P研シリーズNo.5 ⽇本社会の変容と若者のキャリア形成

資料シリーズNo.267 過重負荷による労災認定事案の研究その4

P研シリーズNo.7 働き⽅改⾰、働き過ぎの、「今」―課題解消の⼿掛かりを求めて

資料シリーズNo.257 「サービス化」の下での⼈材マネジメント―企業ヒアリング調査から

資料シリーズNo.262 製造業におけるAI技術の活⽤が職場に与える影響―OECD共同研究―

P研シリーズNo.4 介護離職の構造―育児・介護休業法と両⽴⽀援ニーズ

P研シリーズNo.6 雇⽤流動化と⽇本経済―ホワイトカラーの採⽤と転職

労働政策研究報告書No.224 現代イギリス労働法政策の展開

労働政策レポートNo.14 労働市場仲介ビジネスの法政策―職業紹介法･職業安定法の⼀世紀―

DP23-01
職場における感染症拡⼤防⽌をめぐる法政策―コロナ禍におけるドイツ労働
法の形成と展開

資料シリーズNo.263
COVID－19下における⾮正規雇⽤者の雇⽤管理と労働条件―接客サービス
を⾏う⾮正規雇⽤者を中⼼に―

DP23-04
看護師、介護職員、保育⼠、幼稚園教諭を対象とした処遇改善事業の有効性
の検討に向けて―先⾏研究レビューを⼿がかりとして

12 労使関係・労使コミュニケーションに関
する研究

令和4年度は労働組合が「賃上げ」に果たしている役割に関するヒアリング
調査、過去の組合関係者の証⾔記録の収集、アンケート調査「AIなどデジタ
ル技術導⼊と職場の変化に関する調査」を⾏った。

４〜8年度

Ⅱ
職業構造・キャリア形成⽀
援に関する研究

Ⅳ

Ⅲ
技術⾰新と⼈材開発に関す
る研究

11 多様な／新たな働き⽅と労働法施策に関
する研究

令和4年度はコロナ禍、DX進展下におけるドイツ、イギリス、中国の労働法
政策の展開の最新動向に関する⽐較研究、労働市場仲介ビジネスに対する規
制の歴史をまとめたレポートの公表を⾏った。

Ⅵ
多様な働き⽅とルールに関
する研究

多様な⼈材と活躍に関する
研究

9 労働時間・賃⾦等⼈事管理に関する研究

４〜8年度

8 多様な⼈材と活躍に関する研究

Ⅴ

令和4年度は、第4期プロジェクト研究シリーズのとりまとめを⾏った。10 仕事と⽣活の両⽴に関する研究 ４〜8年度

プロジェクト研究テーマ

多様な働き⽅と処遇に関す
る研究

令和4年度は、労働安全衛⽣総合研究所との共同研究、AI技術等が職場に与
える影響に関するOECD8カ国共同調査に係る製造業ヒアリング調査、事業
のグローバル化・新規事業への進出など市場開拓を進めている企業の⼈事・
賃⾦制度に関するヒアリング調査を⾏った。

令和４年度は「若者ワークスタイル調査（第６回）／地⽅版」、「⼦育て世
帯全国調査（第６回）」、特定技能１号外国⼈の受け⼊れ⽅法や雇⽤管理の
実態に関する企業ヒアリング、「雇⽤動向調査」の事業所調査・⼊職者調査
(平成26年上半期〜平成2年下半期）の⼆次分析を⾏った。

４〜8年度

４〜8年度

4 職業構造・職務分析（⽇本版O-NET含
む）に関する研究

令和４年度は⽇本版O-NET (jobtag)への職業解説および数値情報（新規・
更新）の提供、「第5回改定厚⽣労働省編職業分類 職業分類表」及び「第
5回改定厚⽣労働省編職業分類 職業名索引」の冊⼦印刷を⾏った。

４〜8年度

令和４年度はアンケート調査「キャリアコンサルタントの活動状況に関する
調査」、⽇本版O-NET（job tag)搭載⽤職業適性評価ツール（Gテスト）総
合版の開発・改修を⾏った。

４〜8年度
5 キャリア形成・相談⽀援・⽀援ツール開
発に関する研究

研究成果

Ⅰ
令和４年度は個⼈パネル調査・第１回を実施した。また、NHKとの共同調査
を実施、調査結果がNHKスペシャルで放映されたほか、OECDとの共催セミ
ナー（ハイレベル・ラウンドテーブル テーマ︓「不平等は問題か」）にお
いて調査結果を基に研究員が報告を⾏った。

４〜8年度
3  格差・ウェルビーイング・セーフティ
ネット・労働環境に関する研究

研究継続中
労働市場とセーフティネッ
トに関する研究
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令和4年度 研究テーマとその成果（課題研究・緊急調査） 資料１－２

○課題研究

内容 研究成果・成果の活⽤

1
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇⽤
調整助成⾦の特例措置の効果検証に関する研
究

⾏政記録情報（雇⽤調整助成⾦システムデータ及び⼀般助成⾦システムデータ）を
使⽤し、2008年1⽉〜2021年1⽉の雇⽤調整助成⾦、2020年3⽉〜2021年1⽉の
緊急雇⽤安定助成⾦の⽀給の推移と傾向を分析し、コロナ下における雇調⾦・緊安
⾦の⽀給の特徴を把握。

⾏政記録情報に基づく、雇⽤調整助成⾦及び緊急雇⽤安定助成⾦の⽀給状
況分析を雇⽤政策研究会（第３回）で報告。経済・財政⼀体改⾰推進委員
会ＥＢＰＭアドバイザリーボード（第９回）の「エビデンス整備プラン
2023」の中で、機構に特例措置の効果検証を要請することが明記。
＊資料シリーズNo.265『雇⽤調整助成⾦の⽀給実態―リーマン・ショッ
クからコロナ禍１年⽬にかけて―』

2
⾏動科学の知⾒のハローワーク業務への導⼊
について

世界各国の様々な⾏政分野で活⽤されている「ナッジ」など⾏動科学の知⾒がハ
ローワークの職業紹介関係業務においても、活⽤可能かどうかを把握。

研修動画「ハローワークでナッジしよう︕－事例編」暫定版を厚労省に提
出、所内報告会での検討後、最終版を提出（R5.3末）、地⽅労働局、ハ
ローワークで配信（R5.4以降）。

○緊急調査

内容 研究成果・成果の活⽤

1
外国⼈労働者の受け⼊れ・活⽤に関する調査
研究

「外国⼈の雇⽤・労働等に係る統計整備に関する研究会」において、統計整備の具
体的在り⽅等の議論を進めているところ、外国⼈労働者に関する雇⽤管理や労働移
動の状況等について、上記の統計等に加え、多⾯的な実態の把握を⾏い、今後の外
国⼈雇⽤対策のあり⽅等の検討のための基礎資料を作成。

外国⼈雇⽤対策の在り⽅に関する検討会にてヒアリング結果を報告
（R4.10、R5.3）。
＊資料シリーズNo.270『特定技能１号外国⼈の受け⼊れ・活⽤に関する
ヒアリング調査』（R5.6刊⾏予定）

2
副業・兼業を⾏う労働者に係る労務管理等に
関する実態調査

新しい資本主義実現会議において、副業・兼業を認める企業の更なる拡⼤が提案さ
れていることも踏まえ、兼業・副業を⾏う労働者の労務管理の実態を把握。

実査終了(R4.10)、記者発表済（R5.5）。調査シリーズ作成準備中。

3 家事使⽤⼈の労働実態に係る調査 労働基準法の規定の家事使⽤⼈への適⽤可否の検討にあたっての基礎資料を作成。 実査終了、厚労省に結果提供（R5.3）。調査シリーズ作成準備中。

4
労働審判及び裁判上の和解における雇⽤終了
事案の⽐較分析

令和2〜3年の2年間に終局した労働審判の調停・審判事案、裁判上の和解事案、計
1,200件のデータをもとに、労働者の属性、企業の属性、時間的コスト、請求⾦額
等請求内容、解決内容・⾦額等について分析するとともに、解決⾦額の決定に影響
を及ぼす要因等について分析・考察。

労働政策審議会労働条件分科会（R4.10,12)で活⽤
＊労働政研究報告書No.226『労働審判及び裁判上の和解における雇⽤終
了事案の⽐較分析』

5
諸外国における有期契約労働者の無期転換制
度等についての研究

施⾏後８年経過後（令和３年４⽉以降）に検討することとされている労働契約法第
18条に規定する無期転換ルールについて、無期転換制度があるドイツ・韓国を対
象に、制度や運⽤状況等に関する⽂献調査を実施。

＊資料シリーズNo.258『韓国の⾮正規労働政策の展開と課題―正社員転
換を中⼼に―』

・令和２年度緊急調査（令和４年度発⾏分)

課題研究テーマ

・令和３年度緊急調査（令和４年度発⾏分)

課題研究テーマ
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資料２

通番 官庁名  審議会等名称 開催回 開催⽇ 活⽤された成果
引⽤
成果

発⾏年

研究
種別

1 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第2回 5⽉20⽇
記者発表『「 新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査 (JILPT 第 7 回) 」(⼀次集計)結果』

2022 C-19

2 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第2回 5⽉20⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

3 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第2回 5⽉20⽇
労働政策研究報告書 No.220『「⻑期勤続システム」の可能性―中途採
⽤と新規事業開発に着⽬して―』

2022 Ｐ

4 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第2回 5⽉20⽇
ディスカッションペーパー 21-10『⽇本企業における⼈事制度改⾰の
30年史』

2021 Ｐ

5 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
厚⽣労働省「雇⽤調整助成⾦システムデータ」、「⼀般助成⾦システ
ムデータ」を（独）労働政策研究・研修機構にて集計

― Ｋ

6 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
労働政策研究報告書 No.187『雇⽤調整助成⾦の政策効果に関する研
究』

2017 Ｐ

7 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
JILPTリサーチアイ 第58回『新型コロナ感染症拡⼤下における雇⽤調
整助成⾦利⽤企業の特徴と助成⾦の効果─JILPT企業調査⼆次分析』

2021 C-19

8 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
記者発表『新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影響に関す
る調査』

2020 C-19

9 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
調査シリーズ No.123『雇⽤調整の実施と雇⽤調整助成⾦の活⽤に関す
る調査』

2014 Ｐ

10 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
資料シリーズ No.99『雇⽤調整助成⾦による雇⽤維持機能の量的効果
に関する⼀考察』

2012 Ｋ

11 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇ 調査シリーズ No.10『雇⽤調整助成⾦受給事業所の経営と雇⽤』 2005 Ｋ

12 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会 第3回 6⽉20⽇
記者発表『「 新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査 (JILPT 第 7 回) 」(⼀次集計)結果』

2022 C-19

13 厚⽣労働省 雇⽤政策研究会「議論の整理」 ― 7⽉1⽇
記者発表『「 新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査 (JILPT 第 7 回) 」(⼀次集計)結果』

2022 C-19

14 厚⽣労働省
解雇無効時の⾦銭救済制度に係る法技術
的論点に関する検討会

第17回 4⽉11⽇
資料シリーズ No.4『解雇無効判決後の原職復帰の状況に関する調査研
究』

2005 Ｋ

15 厚⽣労働省
解雇無効時の⾦銭救済制度に係る法技術
的論点に関する検討会

第17回 4⽉11⽇
労働政策研究報告書 No.174『労働局あっせん、労働審判及び裁判上の
和解における雇⽤紛争事案の⽐較分析』（「資料１-１」で活⽤）

2015 Ｋ

16 厚⽣労働省
解雇無効時の⾦銭救済制度に係る法技術
的論点に関する検討会

第17回 4⽉11⽇
資料シリーズ No.4『解雇無効判決後の原職復帰の状況に関する調査研
究』

2005 Ｋ

17 厚⽣労働省
解雇無効時の⾦銭救済制度に係る法技術
的論点に関する検討会

第17回 4⽉11⽇
労働政策研究報告書 No.174『労働局あっせん、労働審判及び裁判上の
和解における雇⽤紛争事案の⽐較分析』（「資料１-２」で活⽤）

2015 Ｋ

18 厚⽣労働省
解雇無効時の⾦銭救済制度に係る法技術
的論点に関する検討会報告書

― 4⽉12⽇
資料シリーズ No.4『解雇無効判決後の原職復帰の状況に関する調査研
究』

2005 Ｋ

19 厚⽣労働省
解雇無効時の⾦銭救済制度に係る法技術
的論点に関する検討会報告書

― 4⽉12⽇
労働政策研究報告書 No.174『労働局あっせん、労働審判及び裁判上の
和解における雇⽤紛争事案の⽐較分析』

2015 Ｋ

20 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第173回 4⽉27⽇
資料シリーズ No.4『解雇無効判決後の原職復帰の状況に関する調査研
究』

2005 Ｋ

21 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第173回 4⽉27⽇
労働政策研究報告書 No.174『労働局あっせん、労働審判及び裁判上の
和解における雇⽤紛争事案の⽐較分析』

2015 Ｋ

22 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第173回 4⽉27⽇
無期転換ルールに関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修

― Ｋ

23 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第173回 4⽉27⽇
労働条件明⽰等に関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修（韓国についてはJILPT作成の
勤労基準法の和訳を参考）

― Ｋ

24 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第173回 4⽉27⽇
資料シリーズ No.225『現代ドイツ労働法令集Ⅰ―個別的労働関係法
―』

2020 Ｐ

25 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第174回 5⽉27⽇
無期転換ルールに関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修

― Ｋ

26 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第174回 5⽉27⽇
労働条件明⽰等に関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修（韓国についてはJILPT作成の
勤労基準法の和訳を参考）

― Ｋ

27 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第174回 5⽉27⽇
資料シリーズ No.225『現代ドイツ労働法令集Ⅰ―個別的労働関係法
―』

2020 Ｐ

令和4年度 研究成果の活⽤状況（審議会・研究会等での活⽤）
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通番 官庁名  審議会等名称 開催回 開催⽇ 活⽤された成果
引⽤
成果

発⾏年

研究
種別

28 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第175回 7⽉1⽇
無期転換ルールに関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修

― Ｋ

29 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第175回 7⽉1⽇
労働条件明⽰等に関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修（韓国についてはJILPT作成の
勤労基準法の和訳を参考）

― Ｋ

30 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第176回 7⽉27⽇
記者発表『「第６回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2022 C-19

31 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第176回 7⽉27⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 Ｋ

32 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第176回 7⽉27⽇
「第４回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影響に関する
調査」（⼀次集計）結果（2021年９⽉）」

2021 C-19

33 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第176回 7⽉27⽇
労働政策研究報告書 No.219『諸外国における雇⽤型テレワークに関す
る法制度等の調査研究』

2022 Ｐ

34 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第176回 7⽉27⽇
無期転換ルールに関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修

― Ｋ

35 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第177回 8⽉30⽇
労働政策研究報告書 No.219『諸外国における雇⽤型テレワークに関す
る法制度等の調査研究』

2022 Ｐ

36 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第177回 8⽉30⽇
記者発表『「第６回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2022 C-19

37 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第177回 8⽉30⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 Ｋ

38 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第177回 8⽉30⽇
記者発表『「第４回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2021 C-19

39 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第177回 8⽉30⽇
無期転換ルールに関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修

― Ｋ

40 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第179回 9⽉27⽇
労働条件明⽰等に関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修（韓国についてはJILPT作成の
勤労基準法の和訳を参考）

― Ｋ

41 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第181回 10⽉26⽇
労働条件明⽰等に関する⽇本の現⾏法制と諸外国との⽐較
フランス以外の国についてはJILPT監修（韓国についてはJILPT作成の
勤労基準法の和訳を参考）

― Ｋ

42 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第181回 10⽉26⽇
資料シリーズ No.225『現代ドイツ労働法令集Ⅰ―個別的労働関係法
―』

2020 Ｐ

43 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第181回 10⽉26⽇
労働政策研究報告書No.226『労働審判及び裁判上の和解における雇⽤
終了事案の⽐較分析』

2023 Ｋ

44 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第183回 11⽉29⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 Ｋ

45 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第183回 11⽉29⽇
記者発表『「第４回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2021 C-19

46 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第183回 11⽉29⽇
記者発表『「第６回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2022 C-19

47 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第183回 11⽉29⽇
記者発表『「 新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査 (JILPT 第3回) 」(⼀次集計)結果』

2021 C-19

48 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第184回 12⽉6⽇
資料シリーズ No.4『解雇無効判決後の原職復帰の状況に関する調査研
究』

2005 Ｋ

49 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第184回 12⽉6⽇
労働政策研究報告書 No.174『労働局あっせん、労働審判及び裁判上の
和解における雇⽤紛争事案の⽐較分析』

2015 Ｋ

50 厚⽣労働省 労働政策審議会労働条件分科会 第184回 12⽉6⽇
労働政策研究報告書No.226『労働審判及び裁判上の和解における雇⽤
終了事案の⽐較分析』

2023 Ｋ

51 厚⽣労働省 労働政策審議会雇⽤環境・均等分科会 第56回 2⽉17⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』（「参考資料１」で活⽤）

2019 Ｐ

52 厚⽣労働省 労働政策審議会雇⽤環境・均等分科会 第56回 2⽉17⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』（「参考資料５」で活⽤）

2019 Ｐ

53 厚⽣労働省 労働政策審議会労働政策基本部会 第25回 9⽉30⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

54 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 第93回 5⽉16⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ
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55 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 第94回 5⽉30⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

56 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 第96回 8⽉25⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

57 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 第100回 10⽉31⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

58 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 第105回 12⽉19⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

59 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 意⾒ 12⽉20⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

60 厚⽣労働省 社会保障審議会介護保険部会 第106回 2⽉27⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

61 厚⽣労働省 社会保障審議会医療部会 第93回 11⽉28⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

62 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第14回 5⽉31⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 Ｋ

63 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第14回 5⽉31⽇
記者発表『「第４回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2021 C-19

64 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第14回 5⽉31⽇
記者発表『「第５回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果） 』

2021 C-19

65 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第14回 5⽉31⽇
記者発表『「 新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査 (JILPT 第3回) 」(⼀次集計)結果』

2021 C-19

66 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第14回 5⽉31⽇
労働政策研究報告書 No.219『諸外国における雇⽤型テレワークに関す
る法制度等の調査研究』

2022 Ｐ

67 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 報告書 7⽉15⽇
記者発表『「第６回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2022 C-19

68 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 報告書 7⽉15⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 Ｋ

69 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 報告書 7⽉15⽇
記者発表『「第４回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2021 C-19

70 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 報告書 7⽉15⽇
労働政策研究報告書 No.219『諸外国における雇⽤型テレワークに関す
る法制度等の調査研究』

2022 Ｐ

71 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第16回 7⽉15⽇
記者発表『「第６回 新型コロナウイルス感染症が企業経営に及ぼす影
響に関する調査」（⼀次集計）結果』

2022 C-19

72 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第16回 7⽉15⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 Ｋ

73 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第16回 7⽉15⽇
記者発表『「 新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査 (JILPT 第 3 回) 」(⼀次集計)結果』

2021 C-19

74 厚⽣労働省 これからの労働時間制度に関する検討会 第16回 7⽉15⽇
労働政策研究報告書 No.219『諸外国における雇⽤型テレワークに関す
る法制度等の調査研究』

2022 Ｐ

75 厚⽣労働省 労働政策審議会⼈材開発分科会 第36回 5⽉30⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

76 厚⽣労働省 労働政策審議会⼈材開発分科会 第36回 5⽉30⽇
労働政策研究報告書 No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状
況等に関する調査』

2018 Ｐ

77 厚⽣労働省 労働政策審議会⼈材開発分科会 第37回 6⽉29⽇
労働政策研究報告書 No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状
況等に関する調査』

2018 Ｐ

78 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第2回 6⽉20⽇
資料シリーズ No.143『失業保険制度の国際⽐較―デンマーク、フラン
ス、ドイツ、スウェーデン』

2014 Ｋ

79 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第2回 6⽉20⽇
資料シリーズ No.70『ドイツ・フランス・イギリスの失業扶助制度に
関する調査』

2010 Ｋ

80 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第2回 6⽉20⽇
調査シリーズ No.168『雇⽤保険受給者等の就職の実態―雇⽤保険受給
資格取得者実態調査―』

2017 Ｋ

81 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
資料シリーズ No.70『ドイツ・フランス・イギリスの失業扶助制度に
関する調査』

2010 Ｋ

82 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
労働政策研究報告書 No.163『求職者⽀援制度に関する調査研究―訓練
実施機関についての調査・分析―』

2014 Ｐ
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83 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
労働政策研究報告書 No.181『求職者⽀援制度利⽤者調査―訓練前調
査・訓練後調査・追跡調査の３時点の縦断調査による検討』

2015 Ｐ

84 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
労働政策研究報告書 No.187『雇⽤調整助成⾦の政策効果に関する研
究』

2017 Ｐ

85 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
調査シリーズ No.123『雇⽤調整の実施と雇⽤調整助成⾦の活⽤に関す
る調査』

2014 Ｐ

86 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
資料シリーズ No.99『雇⽤調整助成⾦による雇⽤維持機能の量的効果
に関する⼀考察』

2012 Ｋ

87 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇ 調査シリーズ No.10『雇⽤調整助成⾦受給事業所の経営と雇⽤』 2005 Ｋ

88 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第3回 7⽉25⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

89 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第6回 2⽉28⽇
調査シリーズ No.168『雇⽤保険受給者等の就職の実態―雇⽤保険受給
資格取得者実態調査―』

2017 Ｋ

90 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第6回 2⽉28⽇
資料シリーズ No.70『ドイツ・フランス・イギリスの失業扶助制度に
関する調査』

2010 Ｋ

91 厚⽣労働省 雇⽤保険制度研究会 第7回 3⽉30⽇
労働政策研究報告書 No.187『雇⽤調整助成⾦の政策効果に関する研
究』

2017 Ｐ

92 厚⽣労働省
政策評価に関する有識者会議労働・⼦育
てWG

第11回 6⽉17⽇
調査シリーズ No.103『ものづくり現場における若年技能者及び中核的
技能者の確保・育成に関する調査』

2013 Ｋ

93 厚⽣労働省
政策評価に関する有識者会議労働・⼦育
てWG

第12回 8⽉26⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

94 厚⽣労働省
政策評価に関する有識者会議労働・⼦育
てWG

第13回 2⽉24⽇
労働政策研究報告書 No.187『雇⽤調整助成⾦の政策効果に関する研
究』

2017 Ｐ

95 厚⽣労働省
中央最低賃⾦審議会⽬安に関する⼩委員
会

第1回 6⽉28⽇
記者発表『「新型コロナウイルス感染拡⼤の仕事や⽣活への影響に関
する調査」2020年5⽉調査〜2022年3⽉調査』

2020
〜

2022
C-19

96 厚⽣労働省
精神障害の労災認定の基準に関する専⾨
検討会

第5回 6⽉29⽇
労働政策研究報告書 No.205『労災補償保険制度の⽐較法的研究―ドイ
ツ・フランス・アメリカ・イギリス法の現状からみた⽇本法の位置と
課題』

2020 Ｋ

97 厚⽣労働省
精神障害の労災認定の基準に関する専⾨
検討会

第10回 12⽉19⽇
調査シリーズ No.112『メンタルヘルス、私傷病などの治療と職業⽣活
の両⽴⽀援に関する調査』

2013 Ｋ

98 厚⽣労働省
独⽴⾏政法⼈評価に関する有識者会議 
労働ＷＧ

第48回 1⽉20⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』（「資料２-１」で活⽤）

2019 Ｐ

99 厚⽣労働省
独⽴⾏政法⼈評価に関する有識者会議 
労働ＷＧ

第48回 1⽉20⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』（「資料３-１」で活⽤）

2019 Ｐ

100 厚⽣労働省
介護保険事業計画作成に向けた各種調査
等に関する説明会

第9期 8⽉3⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

101 厚⽣労働省 医療介護総合確保促進会議 第16回 7⽉29⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

102 厚⽣労働省
労働政策審議会職業安定分科会労働⼒需
給制度部会

第347回 8⽉24⽇
労働政策研究報告書 No.213『⼤都市の若者の就業⾏動と意識の変容―
「第５回 若者のワークスタイル調査」から―』

2022 Ｐ

103 厚⽣労働省 中央職業能⼒開発促進協議会 第1回 9⽉30⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

104 厚⽣労働省 外国⼈雇⽤対策の在り⽅に関する検討会 第9回 10⽉26⽇
特定技能１号外国⼈の受け⼊れ・活⽤に関するヒアリング調査（JILPT
調査）

― Ｋ

105 厚⽣労働省 外国⼈雇⽤対策の在り⽅に関する検討会 第10回 3⽉29⽇
特定技能１号外国⼈の受け⼊れ・活⽤に関するヒアリング調査調査結
果報告

― Ｋ

106 厚⽣労働省 保健医療分野AI開発加速コンソーシアム 第15回 10⽉20⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

107 厚⽣労働省 労働政策審議会安全衛⽣分科会 第150回 11⽉16⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

108 厚⽣労働省 労働政策審議会安全衛⽣分科会 第151回 12⽉14⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

109 厚⽣労働省 労働政策審議会安全衛⽣分科会 第152回 2⽉13⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

110 厚⽣労働省
社会保障審議会年⾦部会年⾦財政におけ
る経済前提に関する専⾨委員会

第1回 11⽉18⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』（「資料１」で活⽤）

2019 Ｐ
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111 厚⽣労働省
社会保障審議会年⾦部会年⾦財政におけ
る経済前提に関する専⾨委員会

第1回 11⽉18⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』（「参考資料３」で活⽤）

2019 Ｐ

112 厚⽣労働省
社会保障審議会年⾦部会年⾦財政におけ
る経済前提に関する専⾨委員会

第2回 2⽉24⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

113 厚⽣労働省 がん対策推進協議会 第86回 11⽉30⽇
調査シリーズ No.112『メンタルヘルス、私傷病などの治療と職業⽣活
の両⽴⽀援に関する調査』

2013 Ｋ

114 厚⽣労働省 新しい時代の働き⽅に関する研究会 第1回 3⽉20⽇
調査シリーズ No.185『企業の⼈的資産情報の「⾒える化」に関する研
究』

2018 Ｋ

115 厚⽣労働省 新しい時代の働き⽅に関する研究会 第1回 3⽉20⽇
調査シリーズ No.206『⼈⽣100年時代のキャリア形成と雇⽤管理の課
題に関する調査』

2020 K

116 厚⽣労働省 新しい時代の働き⽅に関する研究会 第2回 3⽉29⽇
ディスカッションペーパー04-010『雇⽤と⾃営、ボランティア―その
中間領域での多様な就業実態と問題の所在―』

2004 Ｐ

117 厚⽣労働省 新しい時代の働き⽅に関する研究会 第2回 3⽉29⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

118 厚⽣労働省 新しい時代の働き⽅に関する研究会 第2回 3⽉29⽇
調査シリーズ No.208『就業者のライフキャリア意識調査―仕事、学
習、⽣活に対する意識』』

2021 Ｐ

119 厚⽣労働省
職業情報提供サイト（⽇本版O-NET）普
及・活⽤の在り⽅検討会

第7回 3⽉29⽇
資料シリーズ No.260『「job tag」（職業情報提供サイト（⽇本版 O-
NET））のインプットデータ開発に関する研究（2021年度）』

2022 Ｐ

120 厚⽣労働省 社会保障審議会年⾦数理部会 第96回 3⽉30⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

121 内閣府 経済財政諮問会議 第13回 11⽉2⽇
記者発表『「新型コロナウイルス感染症のひとり親家庭への影響に関
する緊急調査」 結果 』

2020 Ｋ

122 内閣府 経済財政諮問会議 第15回 12⽉1⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

123 内閣府 令和５年第２回経済財政諮問会議 第2回 1⽉24⽇
資料シリーズ No.217『若年者の就業状況・キャリア・職業能⼒開発の
現状③―平成29年版「就業構造基本調査」より―』

2019 Ｐ

124 内閣府 雇⽤・⼈づくりワーキング・グループ 第10回 4⽉14⽇
労働政策研究報告書 No.207『雇⽤類似の働き⽅に関する諸外国の労働
政策の動向―独・仏・英・⽶調査から―』

2021 Ｋ

125 内閣府 EBPMアドバイザリーボード 第6回 4⽉11⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』(「資料１」で活⽤）

2021 Ｐ

126 内閣府 EBPMアドバイザリーボード 第6回 4⽉11⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』（「資料19」で活⽤）

2021 Ｐ

127 内閣府 EBPMアドバイザリーボード 第7回 11⽉4⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

128 内閣府 EBPMアドバイザリーボード 第8回 11⽉7⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

129 内閣府
マイナンバーの利活⽤拡⼤のための検討
タスクフォース

第1回 11⽉9⽇
記者発表『「新型コロナウイルス感染症のひとり親家庭への影響に関
する緊急調査」 結果 』

2020 Ｋ

130 内閣府
⼈⽣100年時代の結婚と家族に関する研
究会

第11回 4⽉7⽇
資料シリーズ No.217『若年者の就業状況・キャリア・職業能⼒開発の
現状③―平成29年版「就業構造基本調査」より―』

2019 Ｐ

131 内閣府 社会保障ワーキング・グループ 第42回 4⽉22⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

132 内閣府 社会保障ワーキング・グループ 第44回 11⽉11⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

133 内閣府 経済・財政⼀体改⾰推進委員会 第38回 5⽉10⽇
資料シリーズ No.240『職業情報提供サイト（⽇本版 O-NET）のイン
プットデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

134 内閣府 経済・財政⼀体改⾰推進委員会 第38回 5⽉10⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

135 国⼟交通省 国⼟審議会 第8回 4⽉4⽇ 調査シリーズ No.199『60代の雇⽤・⽣活調査』 2020 Ｐ

136 国⼟交通省
持続可能な建設業に向けた環境整備検討
会

第9回 8⽉3⽇
労働政策研究報告書 No.197『現代先進諸国の労働協約システム（フラ
ンス）』

2018 Ｐ

137 国⼟交通省
持続可能な建設業に向けた環境整備検討
会

第6回 12⽉27⽇
労働政策研究報告書 No.197『現代先進諸国の労働協約システム（フラ
ンス）』

2018 Ｐ

138 国⼟交通省
持続可能な建設業に向けた環境整備検討
会

第9回 3⽉29⽇
労働政策研究報告書 No.197『現代先進諸国の労働協約システム（フラ
ンス）』

2018 Ｐ
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139 国⼟交通省
新しい国際コンテナ戦略港湾政策の進め
⽅検討委員会

第1回 2⽉3⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

140 経済産業省 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 第7回 4⽉12⽇
資料シリーズ No.217『若年者の就業状況・キャリア・職業能⼒開発の
現状③―平成29年版「就業構造基本調査」より―』

2019 Ｐ

141 経済産業省 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 第8回 4⽉27⽇ 調査シリーズ No.190『⽇本企業のグローバル戦略に関する研究』 2019 Ｐ

142 経済産業省 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 中間整理 6⽉13⽇ 調査シリーズ No.190『⽇本企業のグローバル戦略に関する研究』 2019 Ｐ

143 経済産業省 未来⼈材会議 第5回 4⽉22⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動

2015 Ｐ

144 経済産業省 未来⼈材会議 第5回 4⽉22⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

145 経済産業省 未来⼈材会議
中間とり
まとめ

5⽉31⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

146 経済産業省 未来⼈材会議
中間とり
まとめ

5⽉31⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

147 経済産業省
産業構造審議会 商務流通情報分科会 教
育イノベーション⼩委員会

第3回 6⽉23⽇
調査シリーズ No.152『UIJターンの促進・⽀援と地⽅の活性化―若年
期の地域移動に関する調査結果―』

2016 Ｐ

148 経済産業省
中⼩企業・⼩規模事業者の⼈材戦略に関
する有識者検討会

第1回 10⽉21⽇ 労働政策研究報告書 No.195『中⼩企業における採⽤と定着』 2017 Ｐ

149 経済産業省 物価⾼における流通業のあり⽅検討会 第7回 3⽉22⽇
資料シリーズ No.222『労働⼒需給の推計―全国推計（2018年度版）
を踏まえた都道府県別試算―』

2020 Ｐ

150 財務省 財政制度等審議会財政制度分科会 ― 11⽉7⽇
資料シリーズ No.166『労働⼒需給の推計―新たな全国推計（2015年
版）を踏まえた都道府県別試算―』

2016 Ｐ

151 内閣官房 新しい資本主義実現会議 第7回 5⽉20⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

152 内閣官房 新しい資本主義実現会議 第7回 5⽉20⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

153 内閣官房 新しい資本主義実現会議 第14回 2⽉15⽇
労働政策研究報告書 No.200『キャリアコンサルタント登録者の活動状
況等に関する調査』

2020 Ｐ

154 内閣官房 教育未来創造会議 提⾔ ― 5⽉10⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

155 内閣官房 教育未来創造会議 提⾔ ― 5⽉10⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

156 内閣官房 教育未来創造会議 第3回 5⽉10⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

157 内閣官房 教育未来創造会議 第3回 5⽉10⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

158 内閣官房 教育未来創造会議 第3回 5⽉10⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

159 内閣官房 教育未来創造会議 第3回 5⽉10⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

160 内閣官房
就職氷河期世代⽀援の推進に向けた全国
プラットフォーム

第4回 5⽉12⽇ 調査シリーズ No.179『企業の多様な採⽤に関する調査』 2018 Ｋ

161 内閣官房 全世代型社会保障構築会議 第7回 9⽉28⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

162 内閣官房 教育未来創造会議ワーキング・グループ 第5回 10⽉27⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

163 内閣官房 こども政策の強化に関する関係府省会議 第2回 2⽉7⽇
資料シリーズ No.217『若年者の就業状況・キャリア・職業能⼒開発の
現状③―平成29年版「就業構造基本調査」より―』

2019 Ｐ

164 ⽂部科学省 国⽴⼤学法⼈等施設整備に関する検討会 第1回 5⽉23⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

165 ⽂部科学省 国⽴⼤学法⼈等施設整備に関する検討会 第1回 5⽉23⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

166 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第3回 6⽉2⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ
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167 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第3回 6⽉2⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

168 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第5回 8⽉5⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

169 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第5回 8⽉5⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

170 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第12回 1⽉13⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

171 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第12回 1⽉13⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

172 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第14回 2⽉24⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

173 ⽂部科学省 中央教育審議会教育振興基本計画部会 第14回 2⽉24⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

174 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第1回 6⽉17⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

175 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第2回 7⽉11⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

176 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第3回 8⽉9⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

177 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第4回 9⽉14⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

178 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第5回 10⽉28⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

179 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第6回 11⽉16⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

180 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第7回 12⽉6⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

181 ⽂部科学省 中央教育審議会⼤学分科会⼤学振興部会 第8回 1⽉13⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

182 ⽂部科学省
国⽴⼤学法⼈等の施設整備の推進に関す
る調査研究協⼒者会議

第6回 12⽉14⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

183 ⽂部科学省
国⽴⼤学法⼈等の施設整備の推進に関す
る調査研究協⼒者会議

第7回 2⽉9⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

184 ⽂部科学省
国⽴⼤学法⼈等の施設整備の推進に関す
る調査研究協⼒者会議

第8回 3⽉28⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

185 ⽂部科学省 中央教育審議会総会 第134回 3⽉8⽇
労働政策研究報告書 No.176『職務構造に関する研究Ⅱ―５万⼈の就業
者Web職業動向調査より、 現状、変化、能⼒、⽣活のデータ分析―』

2015 Ｐ

186 ⽂部科学省 中央教育審議会総会 第134回 3⽉8⽇
資料シリーズ No.209『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2018
年度版）による将来推計―』

2019 Ｐ

187 総務省
情報通信審議会 情報通信政策部会 総
合政策委員会

第11回 2⽉1⽇
資料シリーズ No.129『労働⼒需給の推計―労働⼒需給モデル（2013
年度版）による政策シミュレーション―』

2014 Ｐ

188 法務省 法制審議会家族法制部会 第22回 1⽉24⽇
第3期プロジェクト研究シリーズ No.9『⾮典型化する家族と⼥性の
キャリア』

2018 Ｐ

注︓研究種別欄にＰとあるのはプロジェクト研究の成果、Kとあるのは課題研究/緊急調査の成果、C-19とあるのはコロナ関連成果。
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資料３

通番 省庁名 白書名 年版 公表日 活用された成果
引用成果
発行年

研究種別

1 内閣府 少子化社会対策白書 令和４年度 6月14日
資料シリーズ No.217
『若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現
状③―平成29年版「就業構造基本調査」より―』

2019 Ｐ

資料シリーズ No.209
『労働力需給の推計―労働力需給モデル（2018年度
版）による将来推計―』

2019 Ｐ

ディスカッションペーパー 22-02
『賃金構造基本統計調査』、『就業構造基本調査』
を利用した労働投入計測の精緻化

2022 Ｐ

3 内閣府
日本経済2022－2023

―物価上昇下の本格的な回復
に向けて―

令和４年度 2月3日
ディスカッションペーパー 11-02
『初期キャリアにおける内部登用と転職：非正規雇
用者の移行に関する国際比較』

2011 Ｐ

4 厚生労働省 海外情勢報告 2021年 6月10日
労働政策研究報告書 No.172
『ドイツにおける解雇の金銭解決制度―その法的構
造と実態に関する調査研究』

2015 Ｐ

資料シリーズ No.240
『職業情報提供サイト（日本版 O-NET）のインプッ
トデータ開発に関する研究（2020年度）』

2021 Ｐ

労働政策研究報告書 No.210
『長期雇用社会のゆくえ―脱工業化と未婚化の帰
結』

2021 Ｐ

労働政策研究報告書 No.221
『変わる雇用社会とその活力―産業構造と人口構造
に対応した働き方の課題―』

2022 Ｐ

労働政策研究報告書 No.191
『キャリアコンサルティングの実態、効果および潜
在的ニーズ―相談経験者1,117名等の調査結果より』

2017 Ｐ

6 厚生労働省 厚生労働白書 令和４年版 9月16日
資料シリーズ No.209
『労働力需給の推計―労働力需給モデル（2018年度
版）による将来推計―』

2019 Ｐ

7 厚生労働省 過労死等防止対策白書 令和４年版 10月21日
新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響
に関する調査　（令和２年５月、８月、１２月、令
和３年３月、６月、10月、令和４年、３月調査）

2020-2022 Ｐ

※研究種別欄にPとあるのはプロジェクト研究の成果

研究成果の引用状況（白書等への活用）

2 内閣府 7月29日令和４年版年次経済財政報告

5 厚生労働省 9月6日令和４年版労働経済の分析
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資料４ 

 

研究員の国際学会・国際会議への参加 
 

国際比較研究上の重要な最新情報の入手、海外研究者・研究機関とのネットワークの構築・

拡充・強化、人事育成等を目的に、国際学会等への研究員等の派遣（オンライン参加）を実施

した。 

 

①OECD Local Development Forum への参加 

開催日程：2022 年６月 15 日～17 日 

開催方法：オンライン参加（アイルランドでの開催） 

テーマ：「より強い地域社会のためのより良い戦略」 

参加者：高見 具広 主任研究員、何 芳 研究員、 

関家 ちさと 研究員、岩月 真也 研究員 

 

②欧州経済社会評議会（EESC）日・EU フォローアップ委員会における研究報告 

開催日程：2022 年 10 月３日 

開催方法：オンライン 

テーマ：「The post-Covid situation in Japan with regard to economic, social aspects」 

参加者：高橋 康二 主任研究員 

発表テーマ：COVID-19’s Impact on the Labor Market and the Role of Employment 

Adjustment Subsidy in Japan 

 

③国際フォーラム（CALSS・ILO 共催）における研究報告 

開催日程：2022 年 10 月 20 日～21 日 

開催方法：オンライン参加 

テーマ：「Labour and Social Security policies in the context of shared prosperity」 

参加者：呉 学殊 統括研究員 

発表テーマ：「Developments and Issues in Labor Policy Toward Non-Regular Employees in 

Japan」 
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資料５ 

 

国際ワークショップ等を通じた情報収集 

 

 海外の研究機関との共同研究の一環として、国際ワークショップ、国際セミナー等を開催

し、各国の研究課題、研究動向、研究結果等について、意見交換するとともに、機構のプロジ

ェクト研究の推進に資する情報の収集に努めた。 

 

○ 日韓ワークショップ 

テーマ ：高齢労働者のための労働市場政策 

開催日 ：令和４年６月 15 日 

形 式 ：オンライン 

共催組織：韓国労働研究院（KLI） 

成 果 ：日韓両国の労働政策研究機関の研究者各２名がテーマに関する研究報告を行い、

参加者で質疑応答、意見討論を実施した。 

 

○ 北東アジア労働フォーラム（日中韓ワークショップ） 

テーマ ：プラットフォーム労働者：労働市場と労使関係 

開催日 ：令和４年 11月 24 日 

形 式 ：オンライン 

共催組織：中国労働社会保障研究院（CALSS）、韓国労働研究院（KLI） 

成 果 ：日中韓 3 カ国の労働政策研究機関の研究者各 2 名がテーマに関する研究報

告を行い、参加者で質疑応答、討論を実施した。 
 

○ 経済協力開発機構（OECD）ウェルビーイング・ 包摂性・持続可能性・機会均等（WISE）セン

ターとの共催セミナー 

テーマ：Does Inequality Matter? 

-How People Perceive Economic Disparities and Social Mobility- 

開催日：令和４年 12 月８日 

  形 式：ハイブリッド（対面＋オンライン） 

  成 果：格差への対応といった重要な政策課題について機構の最新の調査結果をタイムリー

に提供するとともに国内のネットワークを活かしてプログラムを支援した。 

 

○ 第６回国際比較労働政策セミナー 

テーマ ：格差社会の現状と課題―ポストコロナ時代に向けた社会分断の克服 

開催日 ：令和５年３月８日 

形 式 ：オンライン 

成 果 ：OECD、国際労働・社会保障法学会、アジア太平洋地域（８カ国・地域）および日

本の研究者等が参加し、テーマに関する基調講演、研究報告、討論を通じて、共

通する政策課題について比較検討を行った。 
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資料６ 

 

英文情報の整備 

 

以下の英文情報の整備・情報提供を行った。 

 

○ 英文雑誌 Japan Labor Issues の発行・ホームページでの提供（年５回） 

  ７月号（6/24 発行）、10 月号（9/22 発行）、特別号（10/25 発行）、１月号（12/23 発行）、 

  ４月号（3/24 発行） 

 

 

○ 労働政策研究報告書等の概要の英訳・ホームページでの提供（７件、掲載順） 

  ・JILPT Research Report No.222 Research on Labor Law Regulations on New Forms 

of Employment and the Criteria for Determining Worker Status in China 

  ・JILPT Research Report No.216 Laws and Practices regarding Harassment—

European and the United States Perspective 

  ・JILPT Research Report No.217 Study on Working Hours: Analysis of Individual 

Survey Results 

  ・JILPT Research Report No.213 Changes in Work and Consciousness of Youth in 

Major Urban Areas: From the 5th “Survey on the Working Style of Young People” 

  ・JILPT Research Report No.209 Labor Law and Policy in the Fourth Industrial 

Revolution: Issues of Japanese Law in View of German Legal Developments in 

Relation to Work 4.0 

  ・JILPT Research Report No.212 Research on Companies’ Wage Determination 

  ・JILPT Research Report No.218 Empirical Analysis of the Impacts of Legal Policy 

regarding Temporary Agency Work 

 

 

○ 記者発表資料等の英訳・ホームページでの提供（４件、掲載順） 

・Results of the “JILPT Panel Survey on the Impact of COVID-19 on Enterprise 

Management”(5th wave, October 2021 Survey)  

・Survey: Results of the “NHK/JILPT Joint Survey on Lifestyles and Attitudes” 

・Results of the “JILPT Panel Survey on the Impact of COVID-19 on Work and Daily 

Life” (March 2022, 7th wave)  

・Results of the “JILPT Panel Survey on the Impact of COVID-19 on Enterprise 

Management”(6th wave, February 2022 Survey)  
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資料７－１ 

リサーチ・アドバイザー委員名簿 

 

令和５年３月現在、五十音順、敬称略 

   〇部会長 

 
 

   荒木 尚志    東京大学大学院法学政治学研究科教授 

石田 浩     東京大学特別教授室特別教授 

  太田 聰一    慶應義塾大学経済学部教授 

小倉 一哉    早稲田大学商学学術院教授 

上林 千恵子   法政大学名誉教授 

毛塚 勝利    元中央大学教授   

島田 陽一    早稲田大学大学院法務研究科教授 

武石 恵美子   法政大学キャリアデザイン学部教授 

中村 二朗    日本大学総合科学研究所客員教授  

二村 英幸    元文教大学人間科学部教授 

   藤村 博之    法政大学経営大学院イノベーション・マネジメント研究科教授 

松爲 信雄    東京通信大学人間福祉学部教授  

○ 守島 基博    学習院大学経済学部教授 
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令和5年3月7日開催分

形式 タイトル 主担当
評価
結果

点数

1
労働政策
研究報告書

『企業のキャリア形成支援施策導入における現状
と課題』

下村 二村英幸 Ａ 藤村博之 Ａ Ａ 2

労働政策
研究報告書

『労働審判及び裁判上の和解における雇用終了
事案の比較分析』

濱口 荒木尚志 S 島田陽一 S S 3

令和5年6月7日開催分

形式 タイトル 主担当
評価
結果

点数

1
労働政策
研究報告書

『企業で働く人のボランティアと社会貢献活動―
パラレルキャリアの可能性―』

小野 小倉一哉 S 松爲信雄 Ａ Ａ 2

労働政策
研究報告書

『現代イギリス労働法政策の展開』 滝原 上林千恵子 Ａ 毛塚勝利 Ａ Ａ 2

労働政策レ
ポート

『労働市場仲介ビジネスの法政策―職業紹介法・
職業安定法の一世紀―』

濱口 荒木尚志 S 島田陽一 S S 3

※ 採点基準
Ｓ評価（大変優秀）＝３点 Ａ評価（優秀）＝２点 Ｂ評価（標準）＝１点 Ｃ評価（要努力）＝０点 Ｄ評価（レベル不足）＝０点

　令和４年度に取りまとめた研究成果31件のうち、中間報告的な成果（ディスカッションペーパーなど）26件を除く、労働政策研究報告書
等5件について、労働分野の各分野において高度な学識を持つ外部専門家で構成される「リサーチ・アドバイザー部会」による政策的視点
等からの評価を受けた。

資料7－２

令和4年度　研究成果外部評価結果

(総合評価諮問会議リサーチ・アドバイザー部会における個別研究成果評価結果）

外部評価担当・評価

外部評価の平均点 2.40

外部評価担当・評価
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                                                                                            資料８

期待
できる

期待
できない

Ⅰ︓労働市場とセーフティネットに関する研究

職業安定局雇⽤政策課 ○

当課で開催する雇⽤政策研究会においては、今年度、今後の多様なキャリア形成やウェルビーイングの向上に向
けた取組、それらを⽀える労働市場の在り⽅について議論を深めるとともに、雇⽤政策の中⻑期的な⽅向性を検
討するため、将来の労働供給量の確保についても議論を⾏い、労働⼒需給の推計を⾏うこととしている。本研究
のテーマとされている、マクロ労働経済情勢に関する分析（労働経済・雇⽤失業情勢等）や、アフターコロナ、
少⼦⾼齢化の社会経済情勢下における労働⼒需給推計に関する研究は、雇⽤政策研究会における議論にも資する
ものと考えられるため、参考にしていきたい。

職業安定局雇⽤開発企画課 ○

雇⽤調整助成⾦を活⽤する企業の傾向、雇⽤維持効果、労働市場・企業・労働者個⼈への影響（特例の内容、実
施期間が与えたもの等）、他の施策との補完性・代替性、政策インフラとしての雇⽤調整助成⾦の在り⽅等を明
らかにすることを期待する。今後不況や災害等が⽣じた時に、雇⽤調整助成⾦の特例措置をどのように講じるか
の検討に⽤いる予定。

２ 企業の⼈材戦略の変化とその影響に関する研
究

雇⽤環境・均等局有期・短時間労働課 ○

パートタイム・有期雇⽤労働法及び労働者派遣法は、令和２年４⽉より順次施⾏されているところ、働き⽅改⾰
法附則第12条において「政府は・・・この法律の施⾏後五年を⽬途として、この法律による改正後のそれぞれの
法律（以下この項において「改正後の各法律」という。）の規定について・・・改正後の各法律の施⾏の状況等
を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」
と規定されていること、及び、全世代型社会保障構築会議の報告書（令和４年12⽉16⽇）において「⾮正規雇⽤
労働者の処遇改善に与えた効果を丁寧に検証した上で、「同⼀労働同⼀賃⾦ガイドライン」等の必要な⾒直しを
検討すべき」とされていること等を踏まえ、今後、研究会及び審議会での議論において、現状の把握、制度⾒直
しに向けた課題等を検討する材料として活⽤予定である。

労働基準局労働条件政策課 ○

副業・兼業に関する調査結果は、これまでは⺠間調査（パーソル、リクルート）の結果を引⽤することが多かっ
たですが、本調査が公表されますと、そちらのデータを利⽤できるだけに、国会答弁や、制度の検討会など、活
⽤機会の多い資料になるかと思います。また、サマリーの結果を⾒る限り、使⽤者への「副業・兼業の促進に関
するガイドライン」の周知に課題があることの⽰唆がありましたので、今後に活かしていきたいと思います。⼀
⽅で、本調査結果において、副業・兼業の実施時間数について、１週間単位で聞いてしまったために、正しい回
答を収集できていない可能性があります。また、労働者調査だと、⼀⽅当事者への調査であるため、副業・兼業
のより正確な実態をつかむためには、使⽤者調査も必要と考えますので、引き続きご検討いただきたい。

労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課 ○
ウェルビーイング向上については、様々な対策が寄与すると考えられるので、どういった対策が効果があると思
われるのか、企業への実態調査等により抽出できると各施策とウェルビーイング向上が連携したものとなり、有
⽤であると考えられる。

職業安定局雇⽤政策課 ○

コロナ禍では、テレワークの浸透など柔軟な働き⽅についての理解が深まる中、副業・兼業、ギグワーク、フ
リーランスといった新たな働き⽅も注⽬されることとなった。ライフステージに合わせ、労働者が⾃⾝の希望に
応じて多様な働き⽅を選択できることは、ウェルビーイングにも資するものであり、セーフティネットの強化を
はじめとした、多様なキャリア形成・働き⽅に資する⽀援策等について検討していくためにも、本研究テーマを
参考とさせていただきたい。

Ⅱ︓職業構造・キャリア形成⽀援に関する研究

４ 職業構造・職務分析(⽇本版O-NET含む) に
関する研究

職業安定局雇⽤政策課 ○ jobtagの職業情報の更新等を実施。

職業安定局総務課⾸席職業指導官室 ○

本研究では、失業中の求職者が仕事探しをする上で、再就職への意欲を継続させるための就職⽀援セミナーの検
討、開発が⾏われている。令和４年度の研究では、挑戦や⾃信といった点を含め、⾃ら考えて動く求職活動のプ
ロセスを促進することが期待されるものとなっており、成果物の教材や実施マニュアル、セミナーの動画も現場
で使いやすいものになっている。今後も、これまでの知⾒やノウハウをいかして必要な調査、研究を⾏っていた
だき、失業中の求職者が仕事探しの意欲を維持・促進して、就職に結びつけるための⽀援施策の検討につながる
研究を期待する。また、現場職員がその成果を効果的に実践できるよう、既に、労働⼤学校で提供している「労
働⾏政職員オンライン公開講座」においてすべての現場職員が視聴できるようにしているが、今後は、労働⼤学
校での研修プログラムにも結びつけていただくとともに、現場職員からのフィードバック等も踏まえ、さらにブ
ラッシュアップしていただくとありがたい。

⼈材開発統括官キャリア形成⽀援室 ○

職業⼈⽣の⻑期化や働き⽅の多様化、デジタルトランスフォーメンション等産業・情報通信技術の進展等、労
働・雇⽤を取り巻く環境変化の加速化に伴い、労働者の積極的なリスキリングが求められる中で、⼈材開発政策
とりわけキャリアコンサルティング関連施策の重要性・必要性が⾼まっており、キャリアコンサルタントに向け
られる社会からの期待は、従前より増していると認識している。⽇本のキャリアコンサルタント制度は、欧⽶諸
外国の関連制度も参考にしながら導⼊され、平成28年に国家資格・登録制度化されてからも７年が経過してお
り、国家資格登録者数は６万⼈に上っているが、専⾨性の向上や活動領域の拡⼤など、検討すべき課題も浮かび
上がってきている。本研究テーマでは、こうした課題を念頭に置きつつ、キャリア形成⽀援施策に係る実態把握
や効果検証を⾏うことにより、その傾向やさらなる課題等を明らかにしている。研究成果は、「キャリアコンサ
ルタント登録制度等に関する検討会」他の各種キャリア形成⽀援に係る会議・研究会等での資料とするなど、政
策⽴案に当たっての議論に活⽤する予定であり、キャリアコンサルタント制度を含めたキャリア形成⽀援施策の
推進のための有益な原資料として貢献しているものと考える。

Ⅲ︓技術⾰新と⼈材開発に関する研究職業構造

６ 技術⾰新と⼈材育成に関する研究 ⼈材開発統括官⼈材開発政策担当参事官室 ○

本テーマの⼀⾓を為す「技術⾰新によるジョブ・タスクの変化と労働者のスキル・キャリア形成」に係る研究成
果については、当省主催の、OECD「スキルレビュー」報告書の公表イベントにおいて、「⽇本の労働市場にお
けるタスク・スキルの分布のトレンド」と題して発表いただき、OECDとの議論に⼤きく貢献いただいた。
 また、「技術⾰新の進展による能⼒開発の複雑化と労働者への影響に関する研究」においては、令和５年度
に、社外における業務経験を通じた⼈材育成の先進事例等についての調査・分析が予定されているものと認識し
ている。副業・兼業や在籍型出向等社外での業務経験は、労働者が⾃社で得ることのできない能⼒・スキルや経
験を獲得・実践する場として重要であることから、「職場における学び・学び直し促進ガイドライン」において
も推奨しているところであり、こうした問題意識を共有する本研究の成果は、今後の⼈材開発施策の企画⽴案に
広く資するものと⾒込まれる。加えて、今年度第１四半期の緊急調査においても調査研究を依頼しているとお
り、当省としては、在職者の職業訓練に対するニーズ等についても関⼼を持っている。本プロジェクトにおいて
も、この点を念頭に置いていただき、当該緊急調査とも連携の上、引き続き積極的な調査研究を期待したい。

プロジェクト研究サブテーマ（第５期）に対する⾏政評価結果「政策への貢献」        

評価担当
政策への貢献

１．（２）⾃由記述＊抜粋（当該研究テーマに対するご意⾒等）

３ 格差・ウェルビーイング・セーフティネッ
ト・労働環境に関する研究

５ キャリア形成・相談⽀援・⽀援ツール開発に
関する研究

P研テーマ／サブテーマ名

1 労働市場の情勢に関する分析
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期待
できる

期待
できない

評価担当
政策への貢献

１．（２）⾃由記述＊抜粋（当該研究テーマに対するご意⾒等）P研テーマ／サブテーマ名

職業安定局雇⽤政策課 ○

産業構造の変化が進む中、Chat GPTのような新たなAIも登場しており、今後、労働者が⾏うジョブ・タスクや、
求められるスキルが⼤きく変化していく可能性がある。また、⽇本の労働⼒⼈⼝が今後減少していく中では、IT
技術や機械の活⽤による省⼒化を促進し、労働⽣産性を⾼めていくことが重要であり、デジタル⼈材育成・能⼒
開発に関する今後の議論の参考として本研究テーマを活⽤していきたい。

⼈材開発統括官⼈材開発政策担当参事官室
政策企画室

○
令和５年度には、デジタル⼈材の育成・確保に向けた取組みやその進捗等に関する企業アンケート調査を実施さ
れるものと承知しており、喫緊の政策課題ともなっている「デジタル⼈材」の⼈材育成・能⼒開発に関する実態
把握・分析結果等の知⾒の提供により、関連施策の企画・⽴案に資することが期待される。

Ⅳ 多様な⼈材と活躍に関する研究

職業安定局外国⼈雇⽤対策課 ○

 国内企業や事業所へのヒアリング調査を通じて、特定技能１号の受⼊れ⽅法や雇⽤管理の実態を調査いただい
た。上記研究内容については令和４年度に開催した当課主催の「外国⼈雇⽤対策の在り⽅に関する検討会」にお
いて報告いただき、研究内容について検討会委員に⼤変好評で、議論も有意義なものとなった。今後の外国⼈雇
⽤対策を検討する上での基礎資料として全体的に活⽤予定。今後の外国⼈雇⽤施策を検討する上で、令和５年度
においても調査研究をお願いしたい。

職業安定局⾼齢者雇⽤対策課 ○

「企業で働く⼈のボランティアと社会貢献活動―パラレルキャリアの可能性」については、企業で働く個⼈が望
むボランティアや社会貢献活動の⽀援策等について着⽬し、企業が社会貢献活動を進める上で考慮すべきことに
ついて分析がなされていたため、今後65歳以降の⾼年齢者の就業を促進するに当たり、労働者側・使⽤者側双⽅
にどのようなアプローチが効果的かご⽰唆を頂くことができた。実施済の取組についての情報提供や、予定して
いる計画が具体化していったタイミングでの情報提供など、コミュニケーションを取っていけると、政策へのイ
ンパクトを⾼める効果があるのではと思う。

雇⽤環境・均等局雇⽤機会均等課 ○

雇⽤環境・均等局有期・短時間労働課 ○

「令和３年パートタイム・有期雇⽤労働者総合実態調査」の⼆次分析による労働⼒不⾜下における⾮正規雇⽤労
働者の活⽤・就業実態や、正規転換者の転換前後の処遇等の把握を通じた正規・⾮正規間の格差や壁のありよう
の結果については、パートタイム・有期雇⽤労働法の⾒直しの検討規定等を踏まえ、今後、研究会及び審議会で
の議論において、現状の把握、制度⾒直しに向けた課題等を検討する材料として活⽤させていただきたいと考え
ている。

⼈材開発統括官若年者・キャリア形成⽀援
担当参事官室

○
フリーター等⽀援事業の実施に当たり「若者ワークスタイル調査」等の結果を踏まえた効果的な⽀援策の検討に
活⽤が期待できる。新卒者に対する就職⽀援業務及びフリーター等⽀援事業の実施に当たり、「「雇⽤動向調
査」⼆次分析」で得られた知⾒等を踏まえた効果的な⽀援策の検討に活⽤が期待できる。

Ⅴ︓多様な働き⽅と処遇に関する研究

労働基準局総務課過労死等防⽌対策推進室 ○
過労死等の防⽌のための調査研究のうち、労働・社会⾯調査（労働安全衛⽣総合研究所過労死等防⽌調査研究セ
ンター）の結果の分析等にあたり、多⾓的な視点からの実態解明のために活⽤することができると考えている。

労働基準局労働条件政策課 ○
当課の関係は、「AI 技術等の職場・働き⽅への影響に関する国際⽐較研究」であり、現時点ですぐに活⽤する予
定はないものの、当該テーマについては、AIによる⼈事労務管理等について今後検討する際には有⽤であると考
えられる。今後も引き続き、施⾏状況を把握するための調査研究について相談させていただきたい。

労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣課 ○
令和５年度計画の労働時間関連法制度の改正に関する企業⼈事部ヒアリングについては、今後の政策⽴案に有効
に活⽤していく観点から、厚労省関係部署とヒアリング項⽬については事前にご相談いただけると良いと思う。

⼈材開発統括官⼈材開発政策担当参事官室
政策企画室

○

我が国企業においては、従来企業内でのOJTを中⼼に労働者の訓練が⾏われてきた⼀⽅で、昨今企業・労働者を
取り巻く環境の急速かつ広範な変化や労働者の職業⼈⽣の⻑期化が進⾏する中で、職場における⼈材開発の抜本
的強化を図り、労働者の⾃律的・主体的かつ継続的な学び・学び直しを促進することがますます重要となってい
る。本研究テーマの⼀⾓を為す「企業内職業訓練の国際⽐較研究」は、⽇本の企業内職業訓練につき他国との⽐
較からその特徴と課題を明確化するものであり、職場における学び・学び直し促進を含めた今後の⼈材開発施策
の企画⽴案に当たり、意義があると考える。令和４年度には、特に⽇本企業における次世代幹部候補の選抜と育
成に着⽬し、⽂献研究等を通じてその現状や論点の整理が⾏われたものと承知している。今年度以降、更に企業
へのヒアリング調査や国際⽐較が⾏われる予定とのことであり、引き続き、今後の⽇本企業における選抜・育成
の在り⽅や能⼒開発政策に与える影響等を明らかにすることを期待する。

10 仕事と⽣活の両⽴に関する研究 雇⽤環境・均等局職業⽣活両⽴課 ○
本研究テーマは、仕事と⽣活の両⽴⽀援に取り組む当課にとって重要なテーマである。今後の仕事と介護の両⽴
⽀援制度のあり⽅を検討する際に参考とさせていただきたい。

Ⅵ︓多様な働き⽅とルールに関する研究

11 多様な／新たな働き⽅と労働法政策に関す
る研究

労働基準局労働関係法課 ○
社会の変化に対応した多様で柔軟な働き⽅の在り⽅を検討していく上で、諸外国の制度は参考になる部分が多
く、⽇本と対⽐的に捉えることで、労働政策の企画⽴案等の検討にあたり、⼀つの参考になり得ることから、有
意義な研究であると考えられる。

12 労使関係・労使コミュニケーションに関す
る研究

政策統括官（総合政策担当）政策統括室 ○

本研究以前に研究が⾏われた「新しいデジタル技術導⼊と労使コミュニケーションに関する研究」では、「技術
⾰新（AI等）が進展する中での労使コミュニケーションに関する検討会」において、アンケート調査の結果等の
研究成果が活⽤された実績がある。このことから、本研究テーマにおいても「AIなどのデジタル技術導⼊と職場
の変化に関する研究」についてアンケート調査などを実施していることから、今後の労働政策基本部会における
議論において、研究成果を基にAI等の新しい技術を導⼊した企業における最新の労使コミュニケーションの在り
⽅等について、議論を⾏う基礎資料として活⽤することが⼗分期待できるものであると考えられる。

７ デジタル⼈材の能⼒開発に関する研究

９ 労働時間・賃⾦等⼈事管理に関する研究

８ 多様な⼈材と活躍に関する研究
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1 P
労働政策研究報告書No.223
『企業のキャリア形成⽀援施策導⼊における
現状と課題』

1

・キャリアコンサルティング施策、セルフ・キャ
リアドック施策、ジョブ・カード施策の⽅向性に
ついての検討（令和５年４⽉頃）
・キャリアコンサルタント登録制度等に関する検
討会で活⽤予定（令和５年７⽉頃）

労働者の積極的なリスキリングが求められる中で、⼈材開発政策とりわけキャリ
アコンサルティング関連施策の重要性・必要性が⾼まっており、キャリアコンサ
ルタントに向けられる社会からの期待は、従前より増していると認識している。
⽇本のキャリアコンサルタント制度は、国家資格登録者数は６万⼈に上っている
が、専⾨性の向上や活動領域の拡⼤など、検討すべき課題も浮かび上がってきて
いる。今回の調査は、企業におけるキャリアコンサルティングの導⼊状況、企業
内のキャリア形成⽀援施策について、企業属性及び経営状況などの関連事項と合
わせて検討がなされ、調査結果に基づいて企業内キャリアコンサルティングを含
む企業のキャリア形成⽀援全般に関する⽰唆が⾏われており、有意義なものと
なっている。本調査で明らかにして頂いた企業のキャリア形成⽀援施策導⼊に関
する現状分析や課題等は、今後の施策を展開するにあたり、多⼤な貢献をなすも
のと考える。

⼈材開発統括官キャリア形成⽀
援室

2 P
労働政策研究報告書No.224
『現代イギリス労働法政策の展開』

1
プラットフォーム就労に係る法
的紛争

・既存の施策の実施状況の把握及びその評価
（EBPMの推進への貢献を含む）
・国会答弁、政党の部会等への説明、労使団体等
への説明、⽩書等への引⽤など

Uber事件やDeliveroo事件を念頭に、イギリス法における「被⽤者」「労働者」
の定義を通して、雇⽤上の諸権利にかかる３層構造（被⽤者・労働者・⾃営業
者）について研究、分析されている。労働政策の企画⽴案等において、多様な雇
⽤形態、あるいは雇⽤契約によらない働き⽅があることを踏まえた検討をするに
あたっては、イギリス法における「被⽤者」「労働者」の定義の違い、雇⽤上の
諸権利にかかる３層構造等が、⼀つの参考になると考えられる。

労働基準局労働関係法課

3 P
労働政策研究報告書No.225
『企業で働く⼈のボランティアと 社会貢献
活動 ーパラレルキャリアの可能性』

1 予算・事業の創設・⾒直しの検討

企業で働く個⼈が望むボランティアや社会貢献活動の⽀援策等について着⽬し、
企業が社会貢献活動を進める上で考慮すべきことについて分析がなされていたた
め、今後65歳以降の⾼年齢者の就業を促進するに当たり、労働者側・使⽤者側双
⽅にどのようなアプローチが効果的か⽰唆を頂くことができた。

職業安定局⾼齢者雇⽤対策課

4
緊
急

労働政策研究報告書No.226
『労働審判及び裁判上の和解における雇⽤終
了事案の⽐較分析』

1

全⾴。特に第⼆章第⼆節におけ
る、解決⾦額及び⽉収表⽰の解
決⾦額とのクロス集計（93〜
165⾴）

労働政策審議会労働条件分科会での資料として活
⽤（令和4年10⽉頃）

労働審判や裁判上の和解における解雇等の雇⽤終了事案について、現⾏制度での
解決⾦額の⽔準が明らかになったことは⾮常に有意義な成果であり、資料として
利⽤した労働条件分科会においては、委員から価値のある調査結果と評価いただ
いている。また、解雇無効時の⾦銭救済制度における労働契約解消⾦の⽔準の検
討に当たっても、参考となるデータが⽰されたものと評価できる。

労働基準局労働関係法課

1
近年の改正による職業安定法上の労働条件明⽰と労働基準法の労働条件明⽰の架
橋についても触れられており、江⼾時代から最新の政策動向までを広くカバーし
た有意義な研究と考える。

労働基準局労働関係法課

1

第 7 章 情報社会⽴法としての
新・職業安定法の時代へ第 2 節
2022 年改正職業安定法 4 募
集情報等提供事業への規制
（366⾴）

① 法律、政省令、告⽰（指針等）の企画⽴案、制
定・改廃の検討に活⽤予定（職業安定法（昭和２
２年法律第１４１号）（令和８年頃）

その時々の政策的必要性に応じ、職業紹介事業を始めとした労働市場仲介ビジネ
ス等について精緻な調査・整理を⾏っていただいているところであり、引き続
き、研究成果を期待している。

職業安定局需給調整事業課

6 P
調査シリーズNo.228
『暮らしと意識に関するNHK・JILPT共同調
査』

1
政府全体として、賃上げが重要課題となる中、中流層の意識⾯、消費⾏動等考察
した本論は有⽤なものと考える。

政策統括官（総合政策担当）
政策統括室

7 P
資料シリーズNo.257
『「サービス化」の下での⼈材マネジメント
―企業ヒアリング調査から―』

1
本成果は、産業構造の変化が加速する中で、従来のような⼈事部による⼀元的な
管理を⾏う⼈材マネジメントではなく、新しい⼈材マネジメントのあり⽅を考え
るために必要な資料であるため、業務の参考にさせていただきたい。

政策統括官（総合政策担当）
政策統括室

8 P

資料シリーズNo.260
『「job tag」（職業情報提供サイト（⽇本
版 O-NET））のインプットデータ開発に関
する研究（2021年度）』

1 職業情報に係るデータ 予算・事業の創設・⾒直しの検討

jobtag（職業情報提供サイト（⽇本版O-NET）において、職業情報に係る内容は
ニーズが⾼く、また、就職や転職を⽬指す⽅々だけでなく、学校等におけるキャ
リア教育においても⾮常に有益なものと考えている。これまでも政府⽅針として
jobtagの整備等が求められてきたが、今後とも、jobtagの整備・充実とともに活
⽤促進に取り組みたい。

職業安定局雇⽤政策課

9 P
資料シリーズNo.261
『へこたれない仕事探し―失業中の求職者を
対象とした求職活動⽀援の研究―』

1

・考察と政策提⾔（159〜169
⾴）
・へこたれない研修のシナリオ
と教材（196〜209⾴）

「労働⾏政職員オンライン公開講座」で活⽤（令
和４年12⽉頃）

労働者を取り巻く雇⽤環境の変化や職業⼈⽣の⻑期化・働き⽅の多様化等に伴
い、労働者⾃⾝もその変化等に⾃ら適応することがこれまで以上に必要になって
いる中で、⼼理学的知⾒を活かした⼀連の求職活動⽀援に係る研究が実施・蓄積
されていることは⾮常に有意義である。特に本研究は、挑戦や⾃信といった点を
含め、⾃ら考えて動く求職活動のプロセスを促進するとともに、従来型（履歴書
作成指導等）の研修プログラムと⽐較して再就職の可能性が⾼くなることが⽰唆
されており、今後のハローワークの現場における活⽤が期待できるものとなって
いる。今後も引き続き、こうしたこれまでの知⾒やノウハウを活かした研究及び
研修プログラムの開発が⾏われることを期待しており、特に、ナッジやブースト
といった⾏動科学的アプローチを活⽤した研究等が⾏われ、雇⽤保険受給者や就
職困難者等の円滑な（再）就職⽀援に資するものとなることを要望する。

職業安定局総務課⾸席職業指導
官室

10 P
資料シリーズNo.262
『製造業におけるAI技術の活⽤が職場に与え
る影響―OECD共同研究―』

1
第３章 F社の職場におけるAI
技術の活⽤と働き⽅の変化

予算・事業の創設・⾒直しの検討に活⽤予定（令
和６年度定員要求（令和５年５⽉頃））

社内公募のマッチングにAIを活⽤している企業について、AI活⽤の⽬的や⽅法、
課題などを認識することができた。また研究員から、AIを活⽤するまでに必要な
プロセス等含めて研究内容を詳細にうかがうことができ、⼤変参考になった。AI
に関する議論が活発化している中、企業におけるAIの活⽤実態について研究され
ている⽅は現状あまりいないときいているので、今後も調査研究活動を期待して
いる。

労働基準局労働条件政策課

11 P

資料シリーズNo.263
『COVID－19下における⾮正規雇⽤者の雇
⽤管理と労働条件―接客サービスを⾏う⾮正
規雇⽤者を中⼼に―』

1

・A 社労組独⾃の取組（19⾴）
・労働条件変更の説明と労働者
の受け⽌め⽅（26, 27⾴）
・労働条件変更の説明と労働者
の受け⽌め⽅ （45, 46⾴）
・労働条件変更に対する⾮正規
雇⽤者の反応（69-71⾴）
・労働組合の取組（72⾴）
・⾮正規雇⽤者の離職を抑制す
るには（73,74⾴）

・既存の施策の実施状況の把握及びその評価
（EBPMの推進への貢献を含む）に活⽤予定
・国会答弁、政党の部会等への説明、労使団体等
への説明、⽩書等への引⽤などに活⽤予定

コロナ禍において、労働条件の変更を明⽰する場合には、労働条件変更の期間を
明確に⽰すこと、適切な労使コミュニケーションが⾏われることが重要であった
ことが⽰されており、労働条件の変更明⽰の在り⽅を検討する際には、本研究は
⼀つの参考となると考えられる。
また、コロナ禍における労働組合の活動状況及びそれに対する企業の対応状況等
から、通常とは異なる状況下において、労働組合がどう活動し、それに企業がど
う対応するのか、現状を把握することができるとともに、今後、新型コロナウイ
ルス感染症蔓延時のような未曾有の事態に直⾯した際に、本研究の内容が、当該
状況に対処するための労働政策の企画⽴案等において、参考に資すると考えられ
る。

労働基準局労働関係法課

12 P

資料シリーズNo.264
『Web提供型の簡易版職業適性評価ツール︓
Gテストの検査拡充に係るプロトタイプ開発
報告』

1 予算・事業の創設・⾒直しの検討

簡易版職業適性検査（Gテスト）（ベーシック版）を実装したことにより、
jobtag（職業情報提供サイト（⽇本版O-NET））のアクセス件数が急増したとこ
ろ、今般開発いただいたアドバンス版を追加させていただいた。SNSでも⾼い評
価をいただくコメントが⾒られ、今後の活⽤が期待されるところ。K（運動供
応）に関する検査についても、引き続き、よろしくお願いしたい。

職業安定局雇⽤政策課

令和4年度研究成果 具体的政策の企画⽴案及び実施への活⽤  

通
番

評価担当

研
究
種
別

成果名

具体的政策の企画⽴案及び
実施に直接活⽤したか

活⽤(予定)箇所
及び内容

活⽤状況（予定）、⾃由記述（抜粋）

労働政策レポートNo.14
『労働市場仲介ビジネスの法政策―職業紹介
法･職業安定法の⼀世紀―』

5 P
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13
課
題

資料シリーズNo.265
『雇⽤調整助成⾦の⽀給実態―リーマン・
ショックからコロナ禍１年⽬にかけて―』

1

・雇⽤調整助成⾦の制度改正に反映する場合は、雇⽤保険法施⾏規則を改正
・雇⽤調整助成⾦の制度改正に反映する場合は、雇⽤調整助成⾦⽀給要領（局⻑
通達）を改正
・EBPMアドバイザリーボードにおいて進捗等を報告予定
・雇⽤保険法施⾏規則を改正等する場合には、安定分科会において活⽤する可能
性有り
・雇⽤調整助成⾦の効果検証について問われた場合、本研究について⾔及する可
能性有り
・「経済・財政⼀体改⾰エビデンス整備プラン2023（案）」（令和５年４⽉17
⽇開催）EBPMアドバイザリーボード資料で活⽤（３⾴）

職業安定局雇⽤開発企画課

14 P
資料シリーズNo.266
『「若年既卒者の雇⽤動向」︓厚⽣労働省
「雇⽤動向調査」⼆次分析』

1

新規学卒者等に対する就職⽀援業務︓政策的インプリケーションにある「年度途
中に⾼校既卒者を雇⽤する事業所に公的訓練や若者を孤⽴させないための⽀援を
提供することが、職場定着⽀援として有効」「⾮⼤卒層は卒業後も学校の⽀援を
受ける傾向があるので、既卒者が応募可能な求⼈情報など有益な情報を学校経由
でも伝えていくことが有効な可能性」等の知⾒を、年末のハッパ掛け内かんや年
度末の通知に反映させるなどを想定。（令和５年１１⽉頃）

⼈材開発統括官若年者・キャリ
ア形成⽀援室担当参事官室企画
係

1

裁量労働制適⽤者の労働時間の分析結果、労働時間の把握⽅法についての分析結
果と認識しているが、現時点において、具体的にどこかで活⽤させていただくこ
とが決まっているものではない。しかしながら、来年度⾒直し予定の「過労死等
の防⽌のための対策に関する⼤綱」の⾒直し等について検討する際などに、活⽤
させていただく可能性もあるかと考えている。

労働基準局総務課過労死等防⽌
対策推進室

1
労働者の健康確保を意識した労働時間管理のあり⽅について、実態調査も踏まえ
ながら、より適切なあり⽅を提案されるとよいのではないかと考えられる。

労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣
課

16 P

資料シリーズNo.268
『デジタル⼈材の能⼒開発・キャリア形成に
関する調査研究―「デジタル⼈材」「IT⼈
材」をめぐる先⾏研究等のレビューに基づく
考察・検討―』

1
国会答弁、政党の部会等への説明、労使団体等へ
の説明、⽩書等への引⽤などに活⽤予定

「デジタル推進⼈材」について、政府全体で令和８年度までに230万⼈を育成す
ることとされるなど、デジタル⼈材の育成は今般重要な政策課題であるところ。
厚⽣労働省の⼈材開発施策においても、職業訓練のデジタル分野の重点化等に注
⼒している。こうした中、本研究は、「デジタル⼈材」をはじめとしてデジタル
化に関わる⼈材についてのこれまでの調査・研究結果をレビューし、今後の「デ
ジタル⼈材」の調査・研究にあたって求められる観点や検討課題についての考察
を⾏うものであり、当省のデジタル⼈材育成に係る施策の企画⽴案に当たり、⾮
常に意義があると考える。今後は、「デジタル⼈材」育成に関する企業の取組
み、その取組みに影響を与えうる各社の事業活動や⼈的資源管理、また、「デジ
タル⼈材」と⽬される⼈材の能⼒開発やキャリアに関わる活動についての把握・
分析等を予定しているとのこと、その研究成果についても期待する。

⼈材開発統括官⼈材開発政策担
当参事官室政策企画室

17 P
研究開発成果物
『第5回改定厚⽣労働省編職業分類 職業分
類表―改定の経緯とその内容』

1

労働局、労働基準監督署、ハローワーク等の現場
での業務運営に活⽤（各都道府県労働局に対して
「令和４年４⽉14⽇付け職発0414第４号「厚⽣
労働省編職業分類の改定について」を発出し、令
和５年３⽉20⽇より当該分類によりハローワーク
における業務を開始している。（令和５年３⽉
頃））

JILPTにおいて５年にわたる検討を経て改定いただいた厚⽣労働省編職業分類
は、昨今の社会経済情勢の変化に伴う職業構造の変化に対応しており、また分類
構造も⼤変わかりやすい形となっている。ハローワーク職員のみならず、求職者
及び求⼈者にとっても⼤変利⽤のしやすい職業分類となったと認識している。

職業安定局⾸席職業指導官室

18 P
研究開発成果物
『第5回改定厚⽣労働省編職業分類 職業名
索引』

1

労働局、労働基準監督署、ハローワーク等の現場
での業務運営に活⽤（各都道府県労働局に対して
令和４年10⽉17⽇付け事務連絡「厚⽣労働省編職
業分類Q&A」等の提供について」を発出し、厚⽣
労働省編職業分類職業名索引を共有するととも
に、ハローワークシステムに当該索引データを組
み込み、求職登録や求⼈検索等の様々な機能で活
⽤している。（令和５年３⽉頃））

前回改正から10年以上が経過し、新しい職業が多数⽣まれている実態を踏まえる
と、新しい職業名が採録された職業名索引の作成が求められており、当該索引を
実際に使⽤しているハローワーク職員からは新しく追加してほしい職業名につい
て多数の意⾒が寄せられていた。本改定において現場の意⾒も踏まえ様々な新し
い職業名を追加いただいたことにより、厚⽣労働省編職業分類の補助資料である
職業名索引が利⽤しやすくなったことで厚⽣労働省編職業分類も利⽤しやすく
なったと認識している。

職業安定局総務課⾸席職業指導
官室

1

「⾼専・短⼤卒以下」と⾮正規雇⽤者の個⼈は、相対的に⾼い賃⾦が得られる場
合に、地⽅から⼤都市圏に移動あるいは居住するとされている。この点は、いわ
ゆる東京⼀極集中となる原因の⼀つを捉えることができていると評価できる。た
だ、当課においては、最低賃⾦の観点で、特に最低賃⾦近傍の労働者の地域移動
パターンを把握できるとなお良く、それができれば政策の企画⽴案・実施に役⽴
てることができると考える。

労働基準局賃⾦課

1

地⽅移住（UJI ターン）の促進
や⼈材の誘致を考える際には、
⼤都市圏に居住する場合に得ら
れた経済的便益の損失を埋め合
わせられるような便益の提供を
検討する必要があると思われ
る。（27⾴）

予算・事業の創設・⾒直しの検討に活⽤（地域雇
⽤活性化推進事業、地域活性化雇⽤創造プロジェ
クト、中途採⽤等⽀援助成⾦（UIJターンコー
ス））

きめ細かな調査研究を実施していただいており感謝申し上げる。新規事業の創設
や既存事業の⾒直しに活⽤するためには、今後、経済的便益の損失を埋め合わせ
られるような便益の提供等について、既存事業のヒアリング等も踏まえた具体的
な調査研究を実施していただければ、政策の企画⽴案により有効に活⽤できるの
ではないか。引き続き労働施策の企画⽴案・推進に資する調査研究を進めていた
だきたい。

職業安定局地域雇⽤対策課

1

今後の賃上げに向けて、考慮要素となり得る賃⾦の上⽅硬直性について論点がま
とめられており、政府全体として賃上げに向けて施策を検討する際には役⽴つ可
能性がある。当課単独での活⽤は難しい⼀⽅、新しい資本主義実現会議などにお
いて、当該会議の事務局が活⽤する可能性が考えられる。

労働基準局賃⾦課

1

・なお、仮に総実労働時間が減
少した⽔準で構造的変化として
維持され、「賃⾦総額」を押し
下げる場合であっても、ワー
ク・ライフ・バランスを選好す
る者は、働く際のwell-beingを
向上させている可能性があるこ
とに留意が必要である。（概
要）
・パート労働者については、労
働需給の逼迫化などにより時間
当たり賃⾦が増加した場合、収
⼊を⼀定の⾦額に抑えるため
に、総実労働時間を減少させる
ことで調整しようとする動きが
⽣じ、「賃⾦総額」の増加とし
て現れにくい⾯があることに留
意が必要である。（概要）

審議会・検討会・研究会等で活⽤（雇⽤政策研究
会では、今後の中⻑期的な雇⽤政策の⽅向性につ
いて議論する予定であり、考え⽅の整理の際に参
考としたい。（令和５年度中））

雇⽤政策研究会においては、ウェルビーイングに向けた多様なキャリア形成・働
き⽅について議論することとしており、賃⾦の上⽅硬直性の論点の⼀つとして挙
げられていた「ワーク・ライフ・バランス施策と補償賃⾦仮説（ヘドニック賃⾦
仮説）」も踏まえながら、ウェルビーイングに資する働き⽅なども含めた待遇の
改善に向けた検討を⾏っていきたい。また、本研究では、いわゆる「106万円の
壁」や「130万円の壁」といった制度的な要因により、パートタイム労働者の賃
⾦総額が抑えられている可能性についても指摘されているが、これらの要因は、
⼈⼿不⾜が深刻化する中で、有効な⼈材活⽤を妨げるものでもあるので、働き⽅
に中⽴的な制度設計という観点からも、今後の議論の参考としていきたい。

職業安定局雇⽤政策課

15 P
資料シリーズNo.267
『過重負荷による労災認定事案の研究 その
4』

19 P
DP22-09
『地域移動の移動パターンと賃⾦』

20 P
DP22-10
『コロナ禍・中⻑期における賃⾦の動向と賃
⾦の上⽅硬直性に係る論点整理』

19
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具体的政策の企画⽴案及び
実施に直接活⽤したか

活⽤(予定)箇所
及び内容

活⽤状況（予定）、⾃由記述（抜粋）

1
ワクチン接種の⽀援と強制（39
－40⾴）

既存の施策の実施状況の把握及びその評価
（EBPMの推進への貢献を含む）に活⽤予定

ワクチン接種について⽇独の対応の⽐較から、強制に当たってはいかなる状況に
あっても慎重な対応が求められる旨把握でき、今後未曾有の感染症が流⾏した際
に、その対処⽅法を検討する上で本研究は⼀つの参考になると考えている。

労働基準局労働関係法課

1

・Ⅲ コロナ労働保護規則によ
る規制（9-23⾴）
・Ⅳ 感染症予防法による規制
（23-35⾴）

指針・ガイドライン等の制定・改廃の検討に活⽤
予定

各国における感染状況については⼤きな違いがあったことから、果たして⽴法措
置による形での規制をどこまで⾏うべきかの検討余地を残すものの、コロナ労働
保護規則と感染症予防法における強いエンフォースメントの⼿法と、個々の事業
所に判断を委ねる柔軟な⽅針など、我が国の施策と⽐較検討できる点については
⾮常に参考になる。新型コロナウイルスが５類感染症となった今現在、すぐに本
調査結果を活⽤できるものではないが、今後のパンデミックが想定される際の指
針やガイドライン策定の際の参考としたい。

労働基準局安全衛⽣部労働衛⽣
課

22 P
DP23-02
『業務の男⼥差と男⼥間賃⾦格差の関連―個
⼈レベルのタスクスコアを⽤いた⼀考察―』

1

・法律、政省令、告⽰（指針等）の企画⽴案、制
定・改廃の検討に活⽤予定
・審議会・検討会・研究会等で活⽤予定
・国会答弁、政党の部会等への説明、労使団体等
への説明、⽩書等への引⽤などに活⽤

雇⽤環境・均等局雇⽤機会均等
課

23 P
DP23-03
『縮む⽇本の中間層︓『国⺠⽣活基礎調査』
を⽤いた中間所得層に関する分析』

1

３. 中間層の割合が変化する背
景について、就業の有無、⾼齢
化、家族構成変化の観点から検
証した。結果、① 中間層の割合
が⾼い⾮引退世帯のシェアが低
下し、中間層の割合の低い引退
世帯のシェアが上昇したこと
が、⼈⼝全体で⾒た中間層の割
合の低下に⼤きく寄与してい
る、②  世帯内に就業者が⼀⼈
でもいると、就業者がいない世
帯と⽐べて中間層の割合が⾼
い、ことがわかった。賃上げな
ど、個⼈ベースで⾒た労働所得
の引き上げについて検討するこ
とに加えて、世帯ベースでの所
得向上を促進する施策への配慮
が必要である。（概要）

雇⽤政策研究会においては、⼈⼝減少に備えた労働供給量の確保等について議論
することとしており、多様な働き⽅を選択出来る環境整備を進め、⼥性や⾼齢者
の労働参加を促していくための⽅策を検討する予定である。本研究では、「世帯
内に就業者が⼀⼈でもいると、就業者がいない世帯と⽐べて中間層の割合が⾼
い」との指摘がされており、⼥性や⾼齢者等の労働参加を進めることは、⾮引退
世帯・引退世帯の世帯ベースでの所得向上にもつながると考えられるから、中間
層割合の向上にも寄与する可能性があり、こうした観点も考慮に⼊れつつ、今後
の政策を検討していきたい。

職業安定局雇⽤政策課

24
DP23-05
『就業形態・年収と節約傾向の関係』

1

就業形態や年収により、消費⾏動がどのように異なるのか把握することは、公共
政策について検討する上で⾮常に重要である。本研究成果は、所得格差や貧困問
題に資するものであり、今後活⽤の機会があると考えられるため、業務の参考に
したい。

政策統括官（総合政策担当）
政策統括室

注︓研究種別欄にＰとあるのはプロジェクト研究、課題とあるのは課題研究、緊急とあるのは緊急調査の成果。

21 P

DP23-01
『職場における感染症拡⼤防⽌をめぐる法政
策―コロナ禍におけるドイツ労働法の形成と
展開』

20



資料１０ 

令和４年度独立行政法人 労働政策研究・研修機構に関する 

評価アンケート調査実施概要 

 

 

 

１．調査目的 

本調査は、労働政策研究・研修機構の第５期中期目標における「労働政策研究の成果に

ついての有識者を対象としたアンケート調査を実施し、下記基準により 2.2 以上の評価

を得る。〔大変有益：３、有意益:２、あまり有益でない：１、有益でない:０〕」及び「有

識者を対象としたアンケート調査において、ホームページの国内労働事情、海外労働情

報、統計情報の利用者から下記基準により 2.0 以上の評価を得る。〔大変有益：３、有益:

２、あまり有益でない：１、有益でない:０〕」との目標に基づき、労働分野の有識者等

を対象に機構に対する意見及び評価を広く把握し、その結果を業務改善等に反映するこ

とで、適正で質の高い業務運営の確保に資するとともに、独立行政法人評価に関する有識

者会議のための基礎資料とすることを目的として実施したものである。 

 

 

２．調査実施項目 

・調査票発送：令和５年１月２７日（金） 

・調査票締切：令和５年３月３日（金） 

 

 

３．調査対象（ ）内は昨年度 

・学識経験者 ：    ９２４名 （   ８２８名） 

・地方行政官 ： ２８２名 （  ２８３名） 

・労働組合 ： ２８７名 （  ２５８名） 

・使用者 ： ２９５名 （  ２８３名） 

合   計 ： １，７８８名 （１，６５２名） 

 

４．回収率 

５７０件（回収率：３１．９％） *昨年度５４１件（回収率：３２．７％） 

    

  
令和４年度 昨年度 

調査対象数 回収数 回収率 回収率 

学識経験者 924 250 27.1 28.9 

地方行政官 282 148 52.5 52.3 

労働組合 287 90 31.4 34.9 

使用者 295 82 27.8 22.6 

合計 1,788 570 31.9 32.7 

 

５．委託先 

株式会社サーベイリサーチセンター 

2 
 

６．結果 

 

＜当機構の事業活動全般について＞ 

 

問１ 労働政策研究・研修機構（以下「機構」といいます。）をご存知ですか。あてはまる番号に

一つだけ○を付けて下さい。 

  1. よく知っている 

  2. 知っている 

3. 多少知っている（名前を見たり聞いたりしたことがある程度） 

  4. 全く知らない 

 

（認知率）５６４人中 認知率 ７５．４％   昨年度 ７３.７％ 
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570(件) 247 183 79 47 14

100(％) 43.3 32.1 13.9 8.2 2.5
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3 
 

問２ 機構のどのような活動をご存知ですか。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。 

  1. 労働政策研究の実施 

（「調査研究の実施」、「研究成果の公表、提供」、「研究員の諸活動」など） 

   2. 内外の労働関係情報の収集・整理 

（「国内労働事情」、「海外労働情報」、「統計情報」、「労働図書館」など） 

  3. 労働関係情報の提供 

（「メールマガジン労働情報」、「ホームページ」、「労働政策フォーラム」、 

「日本労働研究雑誌」など） 

  4. 労働行政職員研修の実施 

（「一般研修」、「専門研修」、「オンライン公開講座」など） 

    5. その他（                         ） 
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無

回
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509(件) 419 360 407 225 8 5

100(％) 82.3 70.7 80.0 44.2 1.6 1.0

4 
 

問３ 機構の活動を総合的に判断した場合、どのように評価しますか。あてはまる番号に一つだ

け○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）５０９人中 有益率 ９５．７％  昨年度 ９６．２％ 
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5 
 

◆機構の調査研究成果物について 

 

問４ 機構の調査研究成果物を利用されたことがありますか。あてはまる番号に一つだけ○を付

けて下さい。 

  1. ある 

  2. ない → 問 8 へ 

 

（利用率）５０９人中 利用率 ６９．２％  昨年度 ６８．６％ 
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509(件) 352 152 5

100(％) 69.2 29.8 1.0

6 
 

問５ 問４で「ある」と回答された方に伺います。あなたが利用された調査研究成果物は何です

か。あてはまる番号すべてに○を付けて下さい。 

  1. 労働政策研究報告書 

  2. 労働政策レポート、ディスカッションペーパー 

  3. 調査シリーズ、資料シリーズ 

  4.『OHBY カード』、『VRT カード』、『キャリアインサイト』等職業情報・就職支援ツール、

『厚生労働省編職業分類』等職業解説などの研究開発成果物 

  5. その他（                         ） 
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352(件) 272 218 224 67 12

100(％) 77.3 61.9 63.6 19.0 3.4
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7 
 

問６ その調査研究成果物はあなたの業務・研究にとって有益ですか。あてはまる番号に一つだ

け○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

（有益率）３５２人中 有益率 ９９．７％  昨年度 ９９．１％ 

 

 

 

 

 

問７ 問６でそのように判断された具体的理由がございましたらご記入下さい。また、当機構の

成果物に関するご意見・ご要望がございましたらお書き下さい。 

 略 

  

 

 
調

査

数

大

変
有

益

で

あ

る

有

益
で

あ

る

あ

ま
り

有

益

で

な

い

有

益
で

な

い

352(件) 195 156 1      -

100(％) 55.4 44.3 0.3      -

8 
 

◆機構のホームページ情報について 

 

問８ 機構のホームページ（https://www.jil.go.jp/）を利用されたことがありますか。あてはま

る番号に一つだけ○を付けて下さい。 

  1. ある 

  2. ない → 問 18 へ 

 

（利用率）５０９人中 利用率 ６４．０％  昨年度 ６８．２％ 

 

 

 

 

 

  

 

 

調

査

数

あ

る

な

い

509(件) 326 183

100(％) 64.0 36.0

24



9 
 

問９ ホームページで提供している下記「国内労働事情」（https://www.jil.go.jp/kokunai/ 

index.html）を利用されたことがありますか。（ご利用がどれか一つだけでも結構です） 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

【労使への取材やモニター調査等を通じて収集し、ホームページの『国内労働事情』『ビジ

ネス・レーバー・トレンド』『モニター調査』及びメールマガジン配信記事等で提供して

いる、雇用や人事務労務管理などに関する国内情報】 

  1. ある 

  2. ない  → 問 12 へ 

 

（利用率）３２６人中 利用率 ６２．９％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調
査

数

あ

る

な

い

無

回

答

326(件) 205 118 3

100(％) 62.9 36.2 0.9

10 
 

問 10 問９で「ある」と回答された方に伺います。「国内労働事情」は、有益ですか。 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）２０５人中 有益率 ９９．５％ 

 

 

 

 

 

問 11 問 10 でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望がございましたら 

お書き下さい。 

    略 

  

 

 

調

査

数

大

変

有

益

で
あ

る

有

益

で

あ

る

あ

ま

り

有

益
で

な

い

有

益

で

な

い

205(件) 117 87 1      -

100(％) 57.1 42.4 0.5      -

25



11 
 

問 12 ホームページで提供している下記「海外労働情報」（https://www.jil.go.jp/foreign/ 

index.html）を利用されたことがありますか。（ご利用がどれか一つだけでも結構です） 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

【「国別労働トピック」(主要国の最新の労働関係情報)、「フォーカス」(各種国際シンポジ

ウムの講演内容等)、諸外国に関する各種報告書 など】 

  1. ある 

  2. ない  → 問 15 へ 

 

（利用率）３２６人中 利用率 ４８．８％ 

 

 

 

 

 

 

調

査

数

あ

る

な

い

326(件) 159 167

100(％) 48.8 51.2

12 
 

問 13 問 12 で「ある」と回答された方に伺います。「海外労働情報」は、有益ですか。 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）１５９人中 有益率 ９８．１％ 

 

 

 

 

 

問 14 問 13 でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望がございましたら 

お書き下さい。 

    略 

 

 
 

調

査

数

大
変

有

益

で

あ

る

有
益

で

あ

る

あ
ま

り

有

益

で

な

い

有
益

で

な

い

159(件) 97 59 3      -

100(％) 61.0 37.1 1.9      -

26



13 
 

問 15 ホームページで提供している下記「統計情報」（https://www.jil.go.jp/kokunai/ 

statistics/index.html）を利用されたことがありますか。（ご利用がどれか一つだけ 

でも結構です） 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

【「各種労働統計データ」(早わかりグラフでみる長期労働統計など)、「データブック    

国際労働比較」(日本と諸外国の意労働統計の国際比較資料集)、「ユースフル労働統計」

(労働統計の加工指標) など】 

  1. ある 

  2. ない  → 問 18 へ 

 

（利用率）３２６人中 利用率 ７３．３％ 

 

 

 

 

  

 

 

調

査

数

あ

る

な

い

無

回

答

326(件) 239 83 4

100(％) 73.3 25.5 1.2

14 
 

問 16 問 15 で「ある」と回答された方に伺います。「統計情報」は、有益ですか。 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

  2. 有益である 

  3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）２３９人中 有益率 ９９．２％ 

 

 

 

 

問 17 問 16 でそのように判断された具体的理由、その他ご意見・ご要望がございましたら 

お書き下さい。 

略 

 

問 18 機構のホームページを通じた成果の提供や情報発信についてご意見・ご要望等が 

ございましたらお書き下さい。 

略 

 
 
調
査
数

大
変
有
益
で

あ
る

有
益
で
あ
る

あ
ま
り
有
益

で
な
い

有
益
で
な
い

無
回
答

239(件) 147 90 1      - 1

100(％) 61.5 37.7 0.4      - 0.4

27



15 
 

◆月刊誌『日本労働研究雑誌』について 

 

問 19 『日本労働研究雑誌』を利用されたことがありますか。あてはまる番号に一つだけ○を

付けて下さい。 

  1. ある 

  2. ない → 問 22 へ 

 

（利用率）５０９人中 利用率 ５２．７％  昨年度 ５４．３％ 

 

 

 

 

 

 
 

調

査

数

あ
る

な
い

無
回

答

509(件) 268 237 4

100(％) 52.7 46.6 0.8

16 
 

問 20 問 19 で「ある」と回答された方に伺います。『日本労働研究雑誌』は、有益ですか。 

あてはまる番号に一つだけ○を付けて下さい。 

  1. 大変有益である 

2. 有益である 

3. あまり有益でない 

  4. 有益でない 

 

（有益率）２６８人中 有益率 ９６．６％  昨年度 ９８．５％ 

 

 

 

 

 

問 21 問 20 でそのように判断された具体的理由、ご意見・ご要望があれば、お書き下さい。 

略 

  

 
 

調

査

数

大
変

有

益

で

あ

る

有
益

で

あ

る

あ
ま

り

有

益

で

な

い

有
益

で

な

い

無
回

答

268(件) 156 103 6 1 2

100(％) 58.2 38.4 2.2 0.4 0.7

28



17 
 

◆機構の事業活動へのご意見等について 

問 22 機構の活動のうち、より充実すべきとお考えのものは何ですか。あてはまる番号すべてに

○を付けて下さい。 

    1. 労働政策に関する総合的な調査研究（『労働政策研究報告書』『ディスカッション・        

ペーパー』等） 

   2. 研究員の諸活動（委員会等への参画、新聞・雑誌等への寄稿・執筆、講演 等） 

  3. 国内労働情報の収集・整理（『ビジネス・レーバー・トレンド』『調査シリーズ』等） 

  4. 海外労働情報の収集・整理（『国別労働トピック』『海外調査シリーズ』等） 

  5. 各種労働統計の収集・整理（『ユースフル労働統計』『データブック国際労働比較』等） 

  6. 調査研究成果等の普及（『メールマガジン労働情報』『日本労働研究雑誌』『ホームペー

ジ』『Japan Labor Issues』等） 

  7. 政策論議の場の提供（『労働政策フォーラム』の開催 等） 

   8. 労働行政職員研修の実施（『一般研修』『専門研修』等） 

    9. その他（                         ） 

 

 

問 23 機構の事業活動全般に対するご意見・ご要望等がありましたらお書き下さい。 

略 

 

 

調

査

数

労

働

政

策

に
関

す
る

総

合

的

な

調

査

研
究

研

究

員

の

諸
活

動

国

内

労

働

情
報

の
収

集

・

整

理

海

外

労

働

情
報

の
収

集

・

整

理

各

種

労

働

統
計

の
収

集

・

整

理

調

査

研

究

成
果

等
の

普

及

政

策

論

議

の
場

の
提

供

労

働

行

政

職
員

研
修

の

実

施 そ

の

他

無

回

答

509(件) 295 142 249 184 237 197 111 97 12 25

100(％) 58.0 27.9 48.9 36.1 46.6 38.7 21.8 19.1 2.4 4.9

29



資料11

種
別

№ 研修名 実施形態 実⽇数
計画
⼈員

受講者

双⽅向 5.9 (⽉) 〜 5.20 (⾦)
集合 5.23 (⽉) 〜 6.3 (⾦)
双⽅向 6.6 (⽉) 〜 6.17 (⾦)
集合 6.20 (⽉) 〜 7.1 (⾦)
双⽅向 9.7 (⽔) 〜 9.22 (⽊)
集合 9.26 (⽉) 〜 10.7 (⾦)
双⽅向 10.19 (⽔) 〜 11.2 (⽔)
集合 11.7 (⽉) 〜 11.18 (⾦)

5 労働基準監督官（安全衛⽣業務基礎） 期間指定視聴 4.18 (⽉) 〜 5.27 (⾦) 8 40 100
6 労災補償⾏政職員初級 ① 期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 5.13 (⾦) 1 250 232
7 労災補償⾏政職員初級 ② 期間指定視聴 10.3 (⽉) 〜 11.2 (⽔) 1 20 12
8 労働⾏政職員基礎 ① 双⽅向 10.11 (⽕) 〜 10.14 (⾦) 4 170 162
9 労働⾏政職員基礎 ② 双⽅向 10.24 (⽉) 〜 10.27 (⽊) 4 170 178
10 労働⾏政職員基礎 ③ 双⽅向 11.14 (⽉) 〜 11.17 (⽊) 4 170 275
11 労働⾏政職員基礎 ④ 双⽅向 11.28 (⽉) 〜 12.1 (⽊) 4 170 194
12 雇⽤環境・均等⾏政基礎 双⽅向 12.12 (⽉) 〜 12.16 (⾦) 5 65 47
13 厚⽣労働本省職員（職業安定⾏政系） 通所 1.5 (⽊) 〜 1.16 (⽉) 7 25 21

双⽅向 6.29 (⽔) 〜 7.8 (⾦)
集合 7.11 (⽉) 〜 7.15 (⾦)
双⽅向 8.31 (⽔) 〜 9.9 (⾦)
集合 9.12 (⽉) 〜 9.16 (⾦)
双⽅向 1.18 (⽔) 〜 1.27 (⾦)
集合 1.30 (⽉) 〜 2.3 (⾦)
双⽅向 6.14 (⽕) 〜 6.16 (⽊)
集合 6.22 (⽔) 〜 6.24 (⾦)
双⽅向 7.12 (⽕) 〜 7.14 (⽊)
集合 7.20 (⽔) 〜 7.22 (⾦)
双⽅向 9.12 (⽉) 〜 9.14 (⽔)
集合 9.20 (⽕) 〜 9.22 (⽊)
双⽅向 10.11 (⽕) 〜 10.13 (⽊)
集合 10.19 (⽔) 〜 10.21 (⾦)
双⽅向 12.6 (⽕) 〜 12.8 (⽊)
集合 12.14 (⽔) 〜 12.16 (⾦)

22 メンタルヘルス担当者専⾨ 期間指定視聴 6.20 (⽉) 〜 6.24 (⾦) 5 47 46
23 企業指導業務（雇⽤均等関係）専⾨ 双⽅向 5.30 (⽉) 〜 6.3 (⾦) 5 55 48
24 企業指導業務（働き⽅改⾰関係）専⾨ 双⽅向 6.20 (⽉) 〜 6.24 (⾦) 5 55 36
25 労働紛争調整官専⾨ 双⽅向 4.18 (⽉) 〜 4.22 (⾦) 5 65 40
26 検査業務専⾨ Ⅰ 期間指定視聴 6.6 (⽉) 〜 7.1 (⾦) 3 40 91

期間指定視聴 7.4 (⽉) 〜 8.3 (⽔)
双⽅向 8.4 (⽊) 〜 8.5 (⾦)

28 新任労働保険適⽤徴収業務専⾨ 期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 5.31 (⽕) 3 120 160
29 労働保険適⽤徴収専⾨ 期間指定視聴 10.3 (⽉) 〜 11.30 (⽔) 2 70 122

双⽅向 12.5 (⽉) 〜 12.9 (⾦)
集合 12.12 (⽉) 〜 12.16 (⾦)

31 安全業務専⾨ 期間指定視聴 9.26 (⽉) 〜 10.21 (⾦) 5 25 35
32 衛⽣業務専⾨ 期間指定視聴 10.24 (⽉) 〜 11.18 (⾦) 4 25 30

期間指定視聴 8.22 (⽉) 〜 9.21 (⽔)
双⽅向 9.22 (⽊) 〜 9.22 (⽊)
期間指定視聴 6.27 (⽉) 〜 7.28 (⽊)
双⽅向 7.29 (⾦) 〜 7.29 (⾦)

35 放射線管理専⾨ 期間指定視聴 5.30 (⽉) 〜 6.24 (⾦) 3 25 22

令和４年度研修実績
⽇ 程

 
 
⼀
 
般

14 労働基準監督官上級 ① 70

 
 
専
 
 
⾨

117

20 130 112

3 新任労働基準監督官  <後期> ①

17

18

21 130 116

1 新任労働基準監督官  <前期> ①

2 新任労働基準監督官  <前期> ②

20 130

4 新任労働基準監督官  <後期> ② 21 130 113

13 36

15 労働基準監督官上級 ② 70 2913

公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ①

公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ②

6 54

6 54

6 54 40

6 54 47

30 34

30 労働基準監督官専⾨ 10 70 65

公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ③

公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ④

公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ⑤

27 検査業務専⾨ Ⅱ 6

6 54 49

40

45

19

20

21

33 産業安全専⾨官 4 40 32

34 労働衛⽣専⾨官 4 40 26

16 労働基準監督官上級 ③（①と②に統合） 0 70 0

30



期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 5.11 (⽔)
集合 5.12 (⽊) 〜 5.13 (⾦)

37 労災補償保険審査専⾨ 期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 5.13 (⾦) 1 50 55
38 労災補償訟務専⾨ 期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 5.13 (⾦) 1 60 53

期間指定視聴 11.1 (⽕) 〜 11.30 (⽔)
双⽅向 12.6 (⽕) 〜 12.9 (⾦)

40 労災診療費審査専⾨ 期間指定視聴 6.16 (⽊) 〜 9.9 (⾦) 3 50 42
41 労災保険求償債権専⾨ 期間指定視聴 9.20 (⽕) 〜 10.14 (⾦) 1 50 38
42 職業指導Ⅰ専⾨オンライン ① 双⽅向 6.7 (⽕) 〜 6.17 (⾦) 9 80 94

双⽅向 7.15 (⾦) 〜 7.22 (⾦)
集合 7.25 (⽉) 〜 7.29 (⾦)
双⽅向 9.26 (⽉) 〜 9.30 (⾦)
集合 10.3 (⽉) 〜 10.7 (⾦)

45 職業指導Ⅰ専⾨オンライン ④ 双⽅向 10.18 (⽕) 〜 10.28 (⾦) 9 80 91
46 職業指導Ⅱ専⾨オンライン ① 双⽅向 11.10 (⽊) 〜 11.18 (⾦) 7 80 88
47 職業指導Ⅱ専⾨オンライン ② 双⽅向 12.5 (⽉) 〜 12.13 (⽕) 7 80 84
48 職業指導Ⅰ専⾨オンライン ⑤（Ⅱ③を振替） 双⽅向 2.7 (⽕) 〜 2.17 (⾦) 7 80 88

双⽅向 5.12 (⽊) 〜 5.13 (⾦)
集合 5.16 (⽉) 〜 5.20 (⾦)

50 職業指導Ⅲ専⾨集合 ② 集合 9.5 (⽉) 〜 9.9 (⾦) 5 30 12
51 職業指導Ⅲ専⾨オンライン ③ 双⽅向 1.13 (⾦) 〜 1.20 (⾦) 6 30 21
52 職業指導Ⅳ専⾨ 集合 8.1 (⽉) 〜 8.5 (⾦) 5 40 21

双⽅向 10.7 (⾦) 〜 10.7 (⾦)
集合 10.11 (⽕) 〜 10.14 (⾦)
双⽅向 10.7 (⾦) 〜 10.7 (⾦)
集合 10.18 (⽕) 〜 10.21 (⾦)
期間指定視聴 8.22 (⽉) 〜 10.7 (⾦)
双⽅向 9.27 (⽕) 〜 9.29 (⽊)

障害者雇⽤専⾨ ① １期（５⽉） 双⽅向 5.23 (⽉) 〜 5.25 (⽔) 3
障害者雇⽤専⾨ ① ２期（６⽉） 双⽅向 6.27 (⽉) 〜 6.29 (⽔) 3
障害者雇⽤専⾨ ① ３期（10⽉） 集合 10.11 (⽕) 〜 10.14 (⾦) 4
障害者雇⽤専⾨ ② １期（５⽉） 双⽅向 5.23 (⽉) 〜 5.25 (⽔) 3
障害者雇⽤専⾨ ② ２期（６⽉） 双⽅向 6.27 (⽉) 〜 6.29 (⽔) 3
障害者雇⽤専⾨ ② ３期（10⽉） 集合 10.25 (⽕) 〜 10.28 (⾦) 4

双⽅向 6.6 (⽉) 〜 6.7 (⽕)
集合 6.14 (⽕) 〜 6.16 (⽊)
期間指定視聴 8.29 (⽉) 〜 9.30 (⾦)
集合 9.13 (⽕) 〜 9.16 (⾦)
期間指定視聴 10.11 (⽕) 〜 11.11 (⾦)
集合 10.25 (⽕) 〜 10.28 (⾦)
期間指定視聴 11.14 (⽉) 〜 12.16 (⾦)
集合 11.29 (⽕) 〜 12.2 (⾦)
期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 4.18 (⽉)
双⽅向 4.25 (⽉) 〜 4.28 (⽊)

63 都道府県労働局雇⽤保険担当官専⾨ 双⽅向 7.6 (⽔) 〜 7.7 (⽊) 2 50 36
期間指定視聴 9.26 (⽉) 〜 10.14 (⾦)
集合 10.12 (⽔) 〜 10.14 (⾦)

65 毎⽉勤労統計調査専⾨ 双⽅向 11.1 (⽕) 〜 11.2 (⽔) 2 47 40
66 労働基準監督署⻑ 双⽅向 4.11 (⽉) 〜 5.10 (⽕) 4 80 86

期間指定視聴 4.20 (⽔) 〜 5.20 (⾦)
双⽅向 4.20 (⽔) 〜 4.27 (⽔)
期間指定視聴 4.20 (⽔) 〜 5.20 (⾦)
双⽅向 4.20 (⽔) 〜 5.12 (⽊)

69 公共職業安定所⻑ ③（①と②に統合） 0 0 0
70 労働基準監督署課⻑（Ａ） 双⽅向 5.9 (⽉) 〜 6.8 (⽔) 5 80 102
71 労働基準監督署課⻑（Ｂ）（安全衛⽣担当課⻑） 双⽅向 7.19 (⽕) 〜 8.18 (⽊) 3 40 46

 
 
管
理
監
督
者

4 47 41

58 地⽅障害者雇⽤担当官等専⾨

59

60

5 30 34

10 40

10 40

63

7 60 55

43 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型 ② 40

36 賃⾦指導業務専⾨

39 労災保険給付専⾨

4 75

3844 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型 ③

7 30 6

53

54

求⼈事業所サービス専⾨ ①

求⼈事業所サービス専⾨ ②

5 30

49 職業指導Ⅲ専⾨オンライン・集合併⽤型 ①

23

5 30 20

55 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 4 80 66

40 39

6 40 38

6 40 39

56

57

45 48

45 59

公共職業安定所⻑ ① 3 75 81

公共職業安定所⻑ ② 3 75

67

68 78

7 130 102

64 債権（雇⽤勘定）専⾨

事業主指導専⾨ ①

事業主指導専⾨ ②

事業主指導専⾨ ③

62 需給調整事業関係業務専⾨

61

6
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72 労働基準監督署課⻑(B)(労災担当課⻑及び業務課⻑) 双⽅向 9.1 (⽊) 〜 9.30 (⾦) 3 120 141
期間指定視聴 4.11 (⽉) 〜 5.2 (⽉)
双⽅向 4.19 (⽕) 〜 4.22 (⾦)
期間指定視聴 5.16 (⽉) 〜 6.3 (⾦)
双⽅向 5.23 (⽉) 〜 5.26 (⽊)
期間指定視聴 5.24 (⽕) 〜 6.10 (⾦)
双⽅向 5.31 (⽕) 〜 6.3 (⾦)
期間指定視聴 6.13 (⽉) 〜 7.1 (⾦)
双⽅向 6.20 (⽉) 〜 6.23 (⽊)
期間指定視聴 6.21 (⽕) 〜 7.8 (⾦)
双⽅向 6.28 (⽕) 〜 7.1 (⾦)
期間指定視聴 7.12 (⽕) 〜 7.29 (⾦)
双⽅向 7.19 (⽕) 〜 7.22 (⾦)

462 5,286 5,196

84

5 70 88公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ⑥

5 70 69

5 70 80

5 70 55

5 70 60

77

78

公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ①

公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ②

公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ③

公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ④

公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ⑤ 5 70

73

74

75

76

32



資料12

受講実績
（動画視聴回数）

1 男性の育児休業の基礎 981

2 コロナ禍での在宅勤務の実情と課題 298

3 雇われずに働く⼈達の就業実態〜「独⽴⾃営業者」の調査から〜 177

4 パワーハラスメントに関連する主な裁判例の動向 939

5 労働者性に係る監督復命書等の内容分析 1008

6 労働安全衛⽣法政策 366

7 コロナ禍の⻑期化とメンタルヘルス 652

8 過重負荷による労災認定事案の分析〜職場管理の観点から〜 753

9
柔軟な働き⽅」と労災保険制度
〜⽇本・ドイツ・フランス・アメリカ法の四ヶ国⽐較〜

299

10 最低賃⾦法政策 346

11 コロナ禍における企業の経営・雇⽤環境と採⽤動向 540

12 コロナ禍における失業問題の特徴 463

13 コロナ禍が⾮正規労働者に与える影響と労働政策の課題 153

14 能⼒開発・キャリア形成の観点から⾒た転職・中途採⽤ 355

15 労働市場の変化の中で対応を考える〜⾮正規労働者の組織化の事例から〜 87

16 へこたれない仕事探し〜希望の就職の実現に向けて〜 893

17 最新しごと探し⽀援のノウハウ 891

18 職業情報提供サイト（⽇本版O-NET/jobtag）の収録情報に関する基礎知識 616

19 ⾼齢者の雇⽤の現状と課題 306

20 派遣労働の賃⾦とキャリア形成⽀援を考える〜法改正の効果と課題〜 443

21 新型コロナウイルスと雇⽤〜諸外国の雇⽤対策〜 190

22 メンタルヘルスＷＯＯＰ研修 2208

23 労働統計のあらまし 312

13,276

テーマ

労働⾏政職員オンライン公開講座の実績（令和４年度）

合計
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資料13

研修名 講義名 講義⽇
1 労働紛争調整官専⾨ 交渉⼒、説得⼒、クレーム対応能⼒の向上及びクレーム対応 4/18
2 労働紛争調整官専⾨ 労働紛争処理について（労働紛争処理制度の全体像） 4/18
3 公共職業安定所課⻑・統括職業指導官① 所管理者としての困難な場⾯での対応 4/21
4 公共職業安定所⻑① 新型コロナウイルスと労働政策の未来 4/21
5 公共職業安定所⻑② 新型コロナウイルスと労働政策の未来 4/21
6 賃⾦指導業務専⾨ 労働者を取り巻く経済情勢 5/13
7 企業指導業務（雇⽤均等関係）専⾨ 働き⽅改⾰と⼥性の活躍推進、ワークライフバランスの課題 5/30
8 企業指導業務（雇⽤均等関係）専⾨ 交渉⼒、説得⼒、クレーム対応能⼒の向上及びクレーム対応 6/3
9 新任労働基準監督官〈前期〉① 労働法の意義 6/3
10 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① ハローワークにおけるキャリアコンサルティングの意義と必要なスキル 6/7
11 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① キャリアコンサルティングの理論と職業相談 6/8
12 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① 職業情報とガイダンス 6/14
13 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅰ 6/15
14 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅱ 6/15
15 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅲ 6/15
16 職業指導Ⅰ専⾨オンライン① 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 6/16
17 企業指導業務（働き⽅改⾰関係）専⾨ 働き⽅改⾰の意義 ６/20
18 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官① 窓⼝等における対応が極めて難しい場⾯での対処（準備） 6/22
19 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官① 窓⼝等における対応が極めて難しい場⾯での対処 6/23
20 新任労働基準監督官〈前期〉② 労働法の意義 7/1
21 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② ハローワークにおけるキャリアコンサルティングの意義と必要なスキル 7/15
22 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② キャリアコンサルティングの理論と職業相談 7/19
23 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② 職業情報とガイダンス 7/20
24 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅰ 7/21
25 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅱ 7/21
26 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅲ 7/21
27 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官② 窓⼝等における対応が極めて難しい場⾯での対処 7/21
28 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型② 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 7/28
29 職業指導Ⅳ専⾨研修 「困難な場⾯での対応」を活⽤した効果的なファシリテーションの進め⽅ 8/3
30 職業指導Ⅳ専⾨研修 講義の進め⽅〜キャリアコンサルティング理論の講義演習〜 8/4
31 職業指導Ⅳ専⾨研修 講義の進め⽅〜キャリアコンサルティング理論の講義演習〜 8/4
32 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 就職⽀援ツール 視聴期間8/22〜10/7
33 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 就職⽀援ツール 視聴期間8/22〜10/7
34 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 若年者雇⽤に関わる関係労働法令（労働基準法等） 視聴期間8/22〜10/7
35 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 若年者及び就職氷河期未就職者等の現状と課題 視聴期間8/22〜10/7
36 事業主指導専⾨① 労働基準法の概要 視聴期間8/29〜9/30
37 事業主指導専⾨① 労働契約法の概要 視聴期間8/29〜9/30
38 事業主指導専⾨① コロナ禍における企業の経営・雇⽤環境と採⽤動向について 視聴期間8/29〜9/30
39 新任労働基準監督官〈後期〉① 労働契約法と労働判例の実務 ９/9
40 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官③ 窓⼝等における対応が極めて難しい場⾯での対処 9/21
41 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ ハローワークにおけるキャリアコンサルティングの意義と必要なスキル 9/26
42 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ キャリアコンサルティングの理論と職業相談 9/27
43 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ 職業情報とガイダンス 9/28
44 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅰ 9/29
45 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅱ 9/29
46 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅲ 9/29
47 職業指導Ⅰ専⾨オンライン・集合併⽤型③ 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 10/6
48 労働⾏政職員基礎① 労働⾏政のこれまでの歩み 10/11
49 事業主指導専⾨② 労働基準法の概要 視聴期間10/11〜11/11
50 事業主指導専⾨② 労働契約法の概要 視聴期間10/11〜11/11
51 事業主指導専⾨② コロナ禍における企業の経営・雇⽤環境と採⽤動向について 視聴期間10/11〜11/11
52 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ ハローワークにおけるキャリアコンサルティングの意義と必要なスキル 10/18
53 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ キャリアコンサルティングの理論と職業相談 10/19
54 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官④ 窓⼝等における対応が極めて難しい場⾯での対処 10/20
55 新任労働基準監督官〈後期〉② 労働契約法と労働判例の実務 10/21
56 労働⾏政職員基礎② 労働⾏政のこれまでの歩み 10/24
57 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅰ 10/25
58 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅱ 10/25
59 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅲ 10/25
60 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ 職業情報とガイダンス 10/26
61 職業指導Ⅰ専⾨オンライン④ 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 10/27
62 毎⽉勤労統計調査専⾨ 毎⽉勤労統計調査の重要性とその活⽤について 11/1
63 職業指導Ⅱ専⾨オンライン① 課題解決に向けて 11/10

研究員参画実績（令和４年度）
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研修名 講義名 講義⽇
64 職業指導Ⅱ専⾨オンライン① キャリア理論と⽣涯発達 11/11
65 労働⾏政職員基礎③ 労働⾏政のこれまでの歩み 11/14
66 事業主指導専⾨③ 労働基準法の概要 視聴期間11/14〜12/16
67 事業主指導専⾨③ 労働契約法の概要 視聴期間11/14〜12/16
68 事業主指導専⾨③ コロナ禍における企業の経営・雇⽤環境と採⽤動向について 視聴期間11/14〜12/16
69 職業指導Ⅱ専⾨オンライン① キャリアの⾃⼰分析と職業相談スタイル 11/16
70 職業指導Ⅱ専⾨オンライン① 事例検討Ⅲ 11/16
71 職業指導Ⅱ専⾨オンライン① 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 11/17
72 労働⾏政職員基礎④ 労働⾏政のこれまでの歩み 11/28
73 労働⾏政職員基礎④ 労働基準法の概要 11/29
74 労働⾏政職員基礎④ 労働契約法の概要 11/30
75 職業指導Ⅱ専⾨オンライン② 課題解決に向けて 12/5
76 職業指導Ⅱ専⾨オンライン② キャリア理論と⽣涯発達 12/6
77 職業指導Ⅱ専⾨オンライン② キャリアの⾃⼰分析と職業相談スタイル 12/9
78 職業指導Ⅱ専⾨オンライン② 事例検討Ⅲ 12/9
79 職業指導Ⅱ専⾨オンライン② 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 12/12
80 雇⽤環境・均等⾏政基礎 労働者派遣制度の概要 12/13
81 雇⽤環境・均等⾏政基礎 労働基準法の概要 12/13
82 雇⽤環境・均等⾏政基礎 ⼥性の能⼒発揮とワークライフバランス施策 12/14
83 雇⽤環境・均等⾏政基礎 労災保険法と労働安全衛⽣法の概要 12/15
84 雇⽤環境・均等⾏政基礎 労働契約法の概要 12/15
85 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官⑤ 窓⼝等における対応が極めて難しい場⾯での対処 12/15
86 厚⽣労働本省職員（職業安定⾏政系） トピックス 新型コロナウィルスと雇⽤－諸外国の雇⽤対策 1/10
87 厚⽣労働本省職員（職業安定⾏政系） 経済と労働市場〜労働経済の動向並びに分析〜 1/13
88 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ ハローワークにおけるキャリアコンサルティングの意義と必要なスキル 2/7
89 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ キャリアコンサルティングの理論と職業相談 2/8
90 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅰ 2/14
91 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅱ 2/14
92 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ 求職者の特性の把握とアセスメント（講義・実習）Ⅲ 2/14
93 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ 職業情報とガイダンス 2/15
94 職業指導Ⅰ専⾨オンライン⑤ 職業相談実習Ⅰ・Ⅱ 2/16
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資料14

(%) (%) (%) (%) (%) (%)
1 新任労働基準監督官  <前期>  <後期> ①②
5 労働基準監督官（安全衛⽣業務基礎） 97 34 35.1 56 57.7 3 3.1 3 3.1 1 1.0 90 92.8
6 労災補償⾏政職員初級 ①② 224 114 50.9 105 46.9 2 0.9 2 0.9 1 0.4 219 97.8
8 労働⾏政職員基礎 ①〜④

12 雇⽤環境・均等⾏政基礎
13 厚⽣労働本省職員（職業安定⾏政系）
14 労働基準監督官上級 ①② 33 16 48.5 15 45.5 2 6.1 0 0.0 0 0.0 31 93.9
17 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ①〜⑤ 84 36 42.9 44 52.4 1 1.2 3 3.6 0 0.0 80 95.2
22 メンタルヘルス担当者専⾨
23 企業指導業務（雇⽤均等関係）専⾨ 47 16 34.0 25 53.2 6 12.8 0 0.0 0 0.0 41 87.2
24 企業指導業務（働き⽅改⾰関係）専⾨
25 労働紛争調整官専⾨ 38 23 60.5 15 39.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 38 100.0
26 検査業務専⾨ Ⅰ 90 34 37.8 46 51.1 4 4.4 4 4.4 2 2.2 80 88.9
27 検査業務専⾨ Ⅱ 29 12 41.4 12 41.4 4 13.8 1 3.4 0 0.0 24 82.8
28 新任労働保険適⽤徴収業務専⾨ 153 67 43.8 81 52.9 3 2.0 2 1.3 0 0.0 148 96.7
29 労働保険適⽤徴収専⾨
30 労働基準監督官専⾨
31 安全業務専⾨
32 衛⽣業務専⾨
33 産業安全専⾨官 30 11 36.7 12 40.0 6 20.0 1 3.3 0 0.0 23 76.7
34 労働衛⽣専⾨官 24 12 50.0 12 50.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 24 100.0
35 放射線管理専⾨ 22 7 31.8 14 63.6 1 4.5 0 0.0 0 0.0 21 95.5
36 賃⾦指導業務専⾨ 58 34 58.6 20 34.5 3 5.2 1 1.7 0 0.0 54 93.1
37 労災補償保険審査専⾨ 54 21 38.9 30 55.6 3 5.6 0 0.0 0 0.0 51 94.4
38 労災補償訟務専⾨ 53 17 32.1 27 50.9 3 5.7 5 9.4 1 1.9 44 83.0
39 労災保険給付専⾨
40 労災診療費審査専⾨ 38 14 36.8 24 63.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 38 100.0
41 労災保険求償債権専⾨ 24 10 41.7 12 50.0 1 4.2 0 0.0 1 4.2 22 91.7
42 職業指導Ⅰ専⾨ ①〜⑤ 129 74 57.4 55 42.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 129 100.0
46 職業指導Ⅱ専⾨ ①②
49 職業指導Ⅲ専⾨ ①〜③ 5 1 20.0 4 80.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 100.0
52 職業指導Ⅳ専⾨ 20 15 75.0 5 25.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 20 100.0
53 求⼈事業所サービス専⾨ ①②
55 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 62 36 58.1 25 40.3 1 1.6 0 0.0 0 0.0 61 98.4
56 障害者雇⽤専⾨ ①②
58 地⽅障害者雇⽤担当官等専⾨ 34 22 64.7 12 35.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 34 100.0
59 事業主指導専⾨ ①〜③
62 需給調整事業関係業務専⾨ 100 60 60.0 40 40.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 100 100.0
63 都道府県労働局雇⽤保険担当官専⾨ 36 19 52.8 16 44.4 1 2.8 0 0.0 0 0.0 35 97.2
64 債権（雇⽤勘定）専⾨
65 毎⽉勤労統計調査専⾨
66 労働基準監督署⻑ 86 41 47.7 42 48.8 3 3.5 0 0.0 0 0.0 83 96.5
67 公共職業安定所⻑ ①〜② 158 93 58.9 64 40.5 1 0.6 0 0.0 0 0.0 157 99.4
70 労働基準監督署課⻑（Ａ） 100 40 40.0 55 55.0 4 4.0 0 0.0 1 1.0 95 95.0
71 労働基準監督署課⻑（Ｂ）（安全衛⽣担当課⻑） 44 16 36.4 28 63.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 44 100.0
72 労働基準監督署課⻑（Ｂ）（労災担当課⻑及び業務課⻑） 136 45 33.1 80 58.8 9 6.6 2 1.5 0 0.0 125 91.9
73 公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ①〜⑥ 429 146 34.0 268 62.5 11 2.6 4 0.9 0 0.0 414 96.5

2,437 1,086 44.6 1,244 51.0 72 3.0 28 1.1 7 0.3 2,330 95.6

事後調査（研修⽣）有意義度集計結果（令和４年度） ※４〜９⽉実施分

研 修 名 回答者
A:⽣かせている

B:まあ⽣かせて
いる

C:どちらとも⾔
えない

D:あまり⽣かせ
ていない

E:⽣かせていな
い

有意義（A+B）
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資料15

(%) (%) (%) (%) (%) (%)
1 新任労働基準監督官  <前期>  <後期> ①②
5 労働基準監督官（安全衛⽣業務基礎） 94 42 44.7 50 53.2 2 2.1 0 0.0 0 0.0 92 97.9
6 労災補償⾏政職員初級 ①② 160 94 58.8 64 40.0 2 1.3 0 0.0 0 0.0 158 98.8
8 労働⾏政職員基礎 ①〜④

12 雇⽤環境・均等⾏政基礎
13 厚⽣労働本省職員（職業安定⾏政系）
14 労働基準監督官上級 ①② 33 19 57.6 12 36.4 2 6.1 0 0.0 0 0.0 31 93.9
17 公共職業安定所係⻑・上席職業指導官 ①〜⑤ 82 38 46.3 41 50.0 2 2.4 1 1.2 0 0.0 79 96.3
22 メンタルヘルス担当者専⾨
23 企業指導業務（雇⽤均等関係）専⾨ 32 17 53.1 15 46.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 32 100.0
24 企業指導業務（働き⽅改⾰関係）専⾨
25 労働紛争調整官専⾨ 31 21 67.7 10 32.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 31 100.0
26 検査業務専⾨ Ⅰ 84 40 47.6 43 51.2 1 1.2 0 0.0 0 0.0 83 98.8
27 検査業務専⾨ Ⅱ 23 8 34.8 12 52.2 3 13.0 0 0.0 0 0.0 20 87.0
28 新任労働保険適⽤徴収業務専⾨ 49 25 51.0 23 46.9 1 2.0 0 0.0 0 0.0 48 98.0
29 労働保険適⽤徴収専⾨
30 労働基準監督官専⾨
31 安全業務専⾨
32 衛⽣業務専⾨
33 産業安全専⾨官 23 10 43.5 12 52.2 1 4.3 0 0.0 0 0.0 22 95.7
34 労働衛⽣専⾨官 23 13 56.5 8 34.8 2 8.7 0 0.0 0 0.0 21 91.3
35 放射線管理専⾨ 13 6 46.2 6 46.2 0 0.0 1 7.7 0 0.0 12 92.3
36 賃⾦指導業務専⾨ 41 32 78.0 9 22.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 41 100.0
37 労災補償保険審査専⾨ 34 15 44.1 18 52.9 1 2.9 0 0.0 0 0.0 33 97.1
38 労災補償訟務専⾨ 34 20 58.8 14 41.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 34 100.0
39 労災保険給付専⾨
40 労災診療費審査専⾨ 32 13 40.6 19 59.4 0 0.0 0 0.0 0 0.0 32 100.0
41 労災保険求償債権専⾨ 22 11 50.0 10 45.5 0 0.0 0 0.0 1 4.5 21 95.5
42 職業指導Ⅰ専⾨ ①〜⑤ 124 88 71.0 36 29.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 124 100.0
46 職業指導Ⅱ専⾨ ①②
49 職業指導Ⅲ専⾨ ①〜③ 5 4 80.0 1 20.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 100.0
52 職業指導Ⅳ専⾨ 20 14 70.0 6 30.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 20 100.0
53 求⼈事業所サービス専⾨ ①②
55 若年者雇⽤対策担当者専⾨ 57 35 61.4 22 38.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 57 100.0
56 障害者雇⽤専⾨ ①②
58 地⽅障害者雇⽤担当官等専⾨ 31 24 77.4 7 22.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 31 100.0
59 事業主指導専⾨ ①〜③
62 需給調整事業関係業務専⾨ 48 39 81.3 8 16.7 1 2.1 0 0.0 0 0.0 47 97.9
63 都道府県労働局雇⽤保険担当官専⾨ 32 23 71.9 9 28.1 0 0.0 0 0.0 0 0.0 32 100.0
64 債権（雇⽤勘定）専⾨
65 毎⽉勤労統計調査専⾨
66 労働基準監督署⻑ 52 31 59.6 20 38.5 1 1.9 0 0.0 0 0.0 51 98.1
67 公共職業安定所⻑ ①〜② 87 57 65.5 30 34.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 87 100.0
70 労働基準監督署課⻑（Ａ） 98 50 51.0 46 46.9 2 2.0 0 0.0 0 0.0 96 98.0
71 労働基準監督署課⻑（Ｂ）（安全衛⽣担当課⻑） 44 20 45.5 24 54.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 44 100.0
72 労働基準監督署課⻑（Ｂ）（労災担当課⻑及び業務課⻑） 125 57 45.6 64 51.2 3 2.4 1 0.8 0 0.0 121 96.8
73 公共職業安定所課⻑・統括職業指導官 ①〜⑥ 361 196 54.3 161 44.6 2 0.6 2 0.6 0 0.0 357 98.9

1,894 1,062 56.1 800 42.2 26 1.4 5 0.3 1 0.1 1,862 98.3

有意義（A+B）

事後調査（上司）有意義度集計結果（令和４年度） ※４〜９⽉実施分

研 修 名 回答者
A:役に⽴ってい

る
B:ある程度役に

⽴っている
C:どちらとも⾔

えない
Ｄ︓あまり役に
⽴っていない

E:役に⽴ってい
ない
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